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（様式１） 

国立大学法人北海道大学事業報告書 

 

「国立大学法人北海道大学の概略」 

１．目標 

北海道大学は大学院を中心とする研究主導型の基幹総合大学であり，その起源は明治９年

（１８７６年）に誕生した日本で最初の近代的高等教育機関である札幌農学校に遡る。 

 実学を尊ぶリベラルな学園として出発した本学は，その後，東北帝国大学農科大学，北海道

帝国大学を経て，昭和２２年（１９４７年）の学制改革により北海道大学となったが，今般，

平成１６年（２００４年）４月より，国立大学法人北海道大学として，新世紀における知の創

成，伝承，実証の拠点たる大学の存在意義を厳しく自覚し，その在り方を不断の自己評価によ

り見つめ，さらに自己改革を進める体制を整備するに至った。 

 北海道大学は，その長きにわたる歴史のなかで，「フロンティア精神」，「国際性の涵

養」，「全人教育」そして「実学の重視」という四つの基本理念を一貫して掲げ，学問の自

主，自由を培ってきた。すなわち，それぞれの時代の課題を受け止め新しい道を拓くこと，多

様な世界に精神を開くこと，豊かな人間性と高い知性を兼ね備え，広い視野と高い識見を求め

ること，そして，常に社会と学術双方に向けられた旺盛な実証的探求心の重視である。 

 北海道大学はこれらの基本理念の今日的具体化を志向し，教育研究を通じて，人類の福祉，

科学，文化及び産業の発展に寄与することを社会的使命とする。 

 この使命を達成するため，北海道大学は，教育においては専門教育とリベラルアーツの有機

的調和に立脚しつつ，高度の専門性と高い倫理観を有し，様々な分野において活躍する指導的

中核的人材を育成し，それにより日本及び世界の発展に貢献することを目指す。研究において

は，自然，人間，社会に関する真理を探究し，知の創成，新たな価値の創造に務めるため，常

にその活動を前進させる責務を負う。そして，社会貢献においては，開かれた大学として産業

界，地域社会，国際社会との連携により，常に教育研究の成果を広く還元することに努めなけ

ればならない。 

 

２．業務 

 本学は法人化への移行時に，大学のトップマネージメントを支える体制として，５つの総長

室と，総長室から独立した評価室を置き，役員補佐として 14 名の教員を配置している。各室

では，全学的視点による企画･立案が行われ，最終的には役員会の議を経て総長の意志決定が

行われている。この体制をさらに強化するため，平成 17 年度には総長直轄の広報室（室長は

総長，他に理事（副学長，事務局長），役員補佐で構成）を設置し，広報体制の強化を図った。

また戦略的な資源配分として，引き続き重点配分経費（平成 17 年度は約 14 億円）と運用教員

（実績数：教授ポスト 19，助教授ポスト 23，講師ポスト１，助手ポスト 14，ポストの格上等

の措置８）を，総長のリーダーシップにより，学生の生活環境の改善，大型の外部資金獲得の

促進，組織改革の促進，広報活動の充実などに重点的に配分した。 

このような運営組織並びに資源配分制度の整備に基づいて，総長の主導により推進された取

組の成果について，以下に概括する。 
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１１１１．．．．教育研究組織教育研究組織教育研究組織教育研究組織のののの整備整備整備整備 

法人化にともなって，大学の主導による教育研究組織の適切な改編が求められ，かつ実現可

能となった。本学においては，専門職大学院として，平成 16 年度に設置した法科大学院に引

き続き，平成 17 年４月には公共政策大学院及び経済学研究科会計情報専攻を設置した。ま

た，本年度には新しい複合領域での研究と教育の展開を目的とし，部局横断的な改組による先

端生命科学研究院・生命科学院の設置準備を行ない，平成 18 年度からの設置が認められた。

さらに，総長の主導で，国の基本政策や産業界からの要請などをふまえて，北海道に立地する

基幹総合大学にふさわしい研究と教育の内容を備えた観光学に関する教育研究体制の整備を検

討し，平成 18 年度に観光学高等研究センターを学内共同教育研究施設として設置することと

し，あわせて平成 19 年度の設置を目途に観光学に関する専攻を新設するための検討を進め

た。また，同様にアイヌ・北方先住民研究センター（仮称）を平成 19 年度設置を目途に準備

を進めた。 

２２２２．．．．平成平成平成平成 18181818 年度以降年度以降年度以降年度以降のののの教育課程策教育課程策教育課程策教育課程策定定定定とととと単位単位単位単位のののの実質化実質化実質化実質化のののの推進推進推進推進 

新「高等学校学習指導要領」（平成 11 年告示）の下で高校教育を受けた学生が入学する平

成 18 年度以降の教育課程内容を策定し，単位の実質化の体制を整備し，学士課程教育改革準

備を終了した。 

  単位の実質化の推進については，①平成 17 年度入学者から全学部で「秀」評価及びＧＰＡ

制度を実施し，学部別ＧＰＡ平均値，授業科目・クラス別のＧＰＡ平均値・成績分布等を調査

して，成績評価基準・学生に対する修学指導の今後の在り方等を検討した。②平成 18 年度入

学者から，１年次履修登録単位数の上限設定を決定するとともに，成績優秀者には上限設定を

超えて履修登録を認める「特例措置」の基準を設定した。２年次以降の上限設定については，

全学部が検討を開始した。③新教務情報システム上で成績評価分布状況の表（成績分布Ｗｅｂ

公開システム）を整備し公開した。④「ＧＰＡ制度の取扱いに関する要項」を定めるととも

に，「「秀」評価，ＧＰＡ制度及び履修登録単位数の上限設定の実施について（Ｑ＆Ａ）（平

成 18 年度入学者用）」を作成し，全教員，新入生に周知する準備を終えた。⑤大学院課程に

おける成績評価基準の見直しについては，各研究科等で検討を進め，経済学研究科，医学研究

科，工学研究科，獣医学研究科，情報科学研究科，水産科学院及び公共政策大学院において

17 年度入学者から「秀」評価を導入した。 

３３３３．．．．学生学生学生学生ののののキャンパスライフキャンパスライフキャンパスライフキャンパスライフのののの充実充実充実充実にににに関関関関するするするする事業事業事業事業 

（１）本学学生の教育と研究推進の観点から，入学料・授業料減免の他に，次のとおり表彰制

度と奨励金制度の拡充と新設を行った。 

 ①「北大えるむ賞」の表彰枠を拡大するとともに，「北大ペンハロー賞」を新設し，優れた

課外活動（ボランティアを含む）を収めた個人又は団体を表彰することとした。 

    「北大えるむ賞」は２個人を，「北大ペンハロー賞」は 19団体３個人を表彰した。 

 ②男女共同参画事業の一環として，研究者を目指す優秀な女子学生育成のために「大塚賞」

（対象者 10 名）を新設し，毎年総額 500 万円の奨励金を授与することを決定し，９月修

了者の中から１名，３月修了者の中から９名にそれぞれ奨励金 50 万円を授与した。 

 ③学生の勉学を奨励する目的をもって新たに「新渡戸賞」を設けた。これは，学業成績が秀

でており，かつ，人格に優れ，他の学生の模範になると認められる学部学生に奨励金を授
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与するものである。89名を表彰し，それぞれ年間 20 万円の奨励金を授与した。 

（２）総長が本年度の重点課題として選定した事業への重点配分経費では，学生のキャンパス

ライフの充実に関する事業（総額約４億円）として，学生のキャンパスライフの整備事業

（約２億円），教育研究支援設備の整備事業（約９千万円），バリアフリー化への対応事業

（約１.１億円）を実施した。 

４４４４．．．．学部学部学部学部・・・・大学院大学院大学院大学院におけるにおけるにおけるにおける教育教育教育教育プロジェクトプロジェクトプロジェクトプロジェクトのののの展開展開展開展開 

（１）文部科学省による公募プログラム応募への支援 

全学ならびに各部局等における，また部局横断的な教育改善・改革の取組を推進するた

め，文部科学省公募各種教育プログラム申請内容について，情報提供，意見交換等を行っ

て，各種教育プログラムへの応募促進を図った。その結果，現代ＧＰ１件，地域医療等社会

的ニーズに対応した質の高い医療人養成推進プログラム１件，魅力ある大学院教育イニシア

ティブ５件，派遣型高度人材育成協同プラン１件，大学教育の国際化推進プログラム２件，

の１０プロジェクトが採択された。 

（２）「特色ＧＰ・現代ＧＰ取組活動フォーラム／パネル展」の実施 

本学の社会貢献の一環として，教育活動の内容や成果を広く社会や教育関係者に情報提供

し，活用してもらうことを目的として，特色ＧＰ・現代ＧＰに採択された本学の５つの取組

が合同して平成 18年３月にフォーラム及びパネル展を開催した。 

（３）重点配分経費による教育改革支援 

重点配分経費を活用して，全学教育，学部専門教育，大学院教育の質の向上及び学生支援

などを目指した教育改革促進事業を学内公募により支援した。 

  ①全学教育プログラム開発研究，全学的視点からの教育プログラムの開発：申請 12 件，採

択９件，配分予算：7,472 千円 

  ②教育プログラム開発研究及び教育改革の試行：申請 10件，採択４件，配分予算 

：3,082 千円 

（４）北海道大学ＯＣＷ（オープンコースウェア）プロジェクトの取組 

   本学の社会貢献ならびにビジビリティの向上を目的に，講義情報をインターネット上で公

開する米国マサチューセッツ工科大学オープンコースウェア（ＭＩＴ・ＯＣＷ)への参加を

決定し，北海道大学ＯＣＷプロジェクトＷＧ及び作業チームを設置した。必要経費及び人員

(ＯＣＷ教員及び事務補助員各１名)を重点配分経費で措置し，平成 18 年４月までに 10 科目

以上の公開を目標に作業を開始した。 

５５５５．．．．アドミッションセンターアドミッションセンターアドミッションセンターアドミッションセンターのののの設置設置設置設置 

平成 17 年４月に，本学の共同教育研究施設等として，入学者選抜に関する調査及び分析な

らびに，入学者選抜の企画，広報，入学相談及び実施に関する業務を行うことを目的とした

「北海道大学アドミッションセンター」を設置し，入学者選抜にかかわる組織を一元化した。

アドミッションセンター長には教育担当副学長をあて，役員補佐を副センター長とし，企画，

広報・相談，調査・分析，実施の４部門をもって構成し，各部門にはそれぞれ専門部会を設置

した。特に広報・相談部門には本学と包括連携を実施している（株）電通北海道所属のスタッ

フを置き，平成 16年度の入試広報改善プロジェクトからの継承を図っている。 

アドミッションセンター設置によって入試組織を一元化した結果，従来，入学者選抜制度調
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査委員会が担当してきた企画及び調査・分析，ＡＯ入試の検討と広報・相談，旧実施委員会が

担当してきた業務の諸機能は有機的に関連するようになり，全学の協力体制の円滑化も実現し

た。 

また，入試広報改善の一環として，高校生とその保護者，高校教員に対して，本学の現在を

伝え，適切な学生募集を図るため，アドミッションセンターと広報室が連携し，学生，電通北

海道の協力を得て，平成 17 年 12 月にＤＶＤ「北海道大学－学びのフロンティア」を作成し

た。このＤＶＤは，進学説明会や高校生の訪問時における説明などで活用されている。 

６６６６．．．．研究支援研究支援研究支援研究支援のののの推進推進推進推進 

平成 17 年度に本学が推進した研究支援実績は以下の通りである。 

（１）２１世紀ＣＯＥプログラムの支援 

ＣＯＥプログラムの組織的推進のために平成 14 年に設置した２１世紀ＣＯＥ推進会議

（構成員は，総長，理事，研究戦略室役員補佐，拠点リーダ，当該研究科長）は，ＣＯＥプ

ログラムの申請，採択プログラムの実施・運営・点検等に対して積極的に支援している。本

学では現在 12 件のＣＯＥプログラムが採択されており，平成 17 年度は平成 15 年度採択の

６拠点の中間審査が行われ，３拠点がＡ評価，３拠点がＢ評価とおおむね高い評価を受け

た。ＣＯＥ推進会議においては，前年度に引き続き，各拠点に対して指導助言するととも

に，進捗状況報告書（中間評価用）を作成し，ヒアリングのための学内リハ－サル等を実施

した。また，「２１世紀ＣＯＥプログラム拠点活動報告会」等により，その成果の社会還元

に努め，平成 18 年２月には九州大学と共同で「北と南から，日本が変わる，世界が見え

る」を東京で開催した。この報告会では，産学官関係者並びに一般市民等約 480 人を対象

に，平成 16 年度に採択された２拠点と平成 14 年度および平成 15 年度に採択された各１拠

点の活動状況について報告した。 

（２）北大リサーチ＆ビジネスパーク構想の推進 

平成 15 年度に文部科学省科学技術振興調整費戦略的研究拠点育成プログラムに採択され

た本学創成科学共同研究機構を育成機関とする「北大リサーチ＆ビジネスパーク構想（Ｒ＆

ＢＰ構想）」は，平成 17 年度に行われた科学技術振興調整費の中間評価で，「北海道の社

会・経済ニーズによく合致しており，地域との連携を強化しつつ大学の組織改革を進める一

つのモデルとなり得るもの」として，「継続すべきである」というＡ評価を得た。 

（３）重点配分経費による研究支援 

重点配分経費から約８千万円を学内公募による研究支援に活用した。公募事項は，「世界

的レベルの戦略的プロジェクト研究の推進」（応募 17 件，採択８件），「先端的融合学問

領域創成のための支援」（応募 18 件，採択２件），「若手研究者の研究支援」（応募 28

件，採択９件）等であった。平成 18 年３月には採択課題に対する報告会を開催し，それぞ

れの課題に対して指導助言を行った。事後評価も厳正に行い，ほとんどが文部科学省の大型

科研費その他へ応募した。 

７７７７．．．．産学官連産学官連産学官連産学官連携携携携－－－－包括連携包括連携包括連携包括連携とととと地域連携地域連携地域連携地域連携のののの推進推進推進推進 

本学の包括連携は，①研究交流，②人材交流，③人材育成を三本柱としている。平成 16 年

度までに締結した 11 社のうち，平成 17 年度に６社２機関と技術交流や共同研究のほか，ジョ

イント講演会，ビジネススクールやＭＯＴ(Management of Technology)教育などの人材育成を
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推進した。平成 17 年度には新たに，（独）国際協力機構（ＪＩＣＡ），（株）北洋銀行，帝

人（株）との間において，各関連分野の技術交流を展開するための研究交流，専門家・調査団

の派遣などの人材交流，共同セミナー・知財研修などの人材育成を推進するための包括連携協

定を締結した。このうち，ＪＩＣＡとの連携では，平成 17 年 12 月に連携協力協議会を開催

し，スリランカにおける保健医療活動等を実施することを決定した。 

一方，地域連携としては，平成 17 年度には，Ｒ＆ＢＰ構想の一環として，産学官連携事業

推進室を設置し，インキュベーションモデル事業や「Ｒ＆Ｂパーク札幌大通サテライト」の開

設など，Ｒ＆ＢＰ構想を具現化する事業を行った。 

また，寄附講座については，新たに２講座（ニコンバイオイメージングセンター研究部門，

不定比化合物研究部門）を設置するとともに，１講座（ＵＦＪキャピタル起業家育成研究部

門）を更新し，合計 18講座となった。 

８８８８．．．．国際交流国際交流国際交流国際交流のののの展開展開展開展開 

（１）本学の重要活動領域の一つである「持続可能な開発」のテーマを中核として，国際戦略

強化プロジェクトを構想し，文部科学省「大学国際戦略本部強化事業」に申請，採択され，

「持続可能な開発」国際戦略本部を創設した。国際交流室を中心として，「持続可能な開

発」に関連した国際的研究・教育連携強化，大学としての国際戦略の総合的支援機能強化プ

ログラムを開始した。 

（２）国際化支援機能の強化としては，①前年度に刊行した季刊の英語版ニューズレターに加

え，平成 17 年 10 月に中国語版ニューズレター（季刊）を刊行し，②協定大学との合同シン

ポジウムを，従来から毎年開催している韓国・ソウル大学（平成 17 年 10 月）の他，フィン

ランド・オウル大学（平成 17 年９月），米国・ハワイ大学（平成 18 年２月）との間で開催

し，全学的な学術交流を深めた。③事務職員の国際業務対応能力育成として，国際業務を視

野に置いた本学の目標設定のあり方等，効果的・効率的に業務を行うための研修をおこなっ

た。 

（３）本学においては，北東アジアを重視する戦略をとっており，①平成 16 年度に創設した

北東アジア主要大学からの留学生奨学金制度を運用し，平成 17 年度には６名の留学生を受

け入れた。②本学大学院に北東アジアからの優秀な私費外国人留学生を受け入れる目的で

「北海道大学総長奨励金」を新設した。③北京に本学の事務所を確保し，平成 18 年度開設

に向けた準備を終えた。④中国の重点大学との交流をいっそう促進するため，新たに南京大

学と南開大学との大学間交流協定に向けた交渉を開始した。 

（４）学生交流拡大に向けた広報活動としては，①海外への直接的広報活動として，台湾での

日本留学フェア，協定校の韓国のソウル大学，中国の浙江大学，復旦大学，米国のポートラ

ンド州立大学への個別訪問など，様々な機会に本学の紹介及び留学プログラムの説明を行っ

た。②派遣留学生拡大を目指して，留学説明会を平成 17 年度は６回（平成 16 年度は５回）

開催し，地域別・特定大学向けを用意して多様な留学ニーズへの対応ならびにニーズ発掘を

図るとともに，地域的貢献と効率化を考慮し，一部は札幌圏他大学にも公開した。③派遣留

学生の潜在層拡大に向け，全学入試広報のオープンユニバーシティに留学生センターが加わ

り，高校生向けの広報も新たに実施した。 

（５）国際開発協力の組織的推進として，①ＪＩＣＡとの包括連携協定を平成 17 年４月に締
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結し，具体的プロジェクトの開始準備に着手した。② ＪＢＩＣ円借款による「中国内陸部

人材育成事業」プログラムに参加し，平成 17 年度は８名の研修生を受け入れた。 

９９９９．．．．ポイントポイントポイントポイント制制制制によるによるによるによる教員人件費管理教員人件費管理教員人件費管理教員人件費管理システムシステムシステムシステム導入導入導入導入のののの決定決定決定決定 

本年度の業務運営に関する重要な検討事項のひとつは，法人化によって定員管理から人件費

管理に移行した利点を生かす柔軟な教員の人員管理システムの構築にあった。研究科等の教員

について，効率化係数による削減分と後述する運用教員制度のための留保分を削減したあとの

教員数の合計をポイント（教授：1.00，助教授：0.798，講師：0.748，助手：0.604）に置き

換え，その合計を当該研究科等の総ポイントとした。各研究科等はその総ポイント内であれ

ば，職種及び員数にとらわれない教員の配置が可能である。また，従来の運用定員制度は空き

定員によって生じる人件費の余剰を利用したものであったが，それに代えて，教員の総人件費

の４％を総長の下にあらかじめ留保し，期限を付して研究科等に機動的に配分する運用教員制

度への移行も決定した。その留保分は平成 21 年度までに段階的に５％に拡大することになっ

ている。この「ポイント制教員人件費管理システム」は平成 18年度から実施する。 

10101010．．．．人件費人件費人件費人件費のののの抑制抑制抑制抑制 

本学では，今期計画期間中，教員人件費を効率化係数に応じて抑制することとし，上記のポ

イント制は，これに伴う柔軟な人件費管理の方策として導入することとしたものである。これ

とともに，既に 16 年度に決定していた事務職員の 130 人削減を部局別に割振る計画を作成

し，平成 17 年 11 月に最終決定した。平成 17 年 12 月末の閣議決定により，総人件費の削減が

求められることになったが，今期計画期間中に４％の削減が可能であると予測されたので，こ

れら既存の計画により対応することとした。 

11111111．．．．事務事務事務事務のののの効率化効率化効率化効率化・・・・合理化合理化合理化合理化 

事務改善委員会による「国立大学法人北海道大学における事務組織等の在り方について」に

もとづき，平成 22 年度当初までに事務系職員を重点施策，新規ニーズ，緊急対応などのため

に再配置することとし，また小部局の事務部を原則的に統合し，人事・経理等共通する事務に

ついて統合処理する提案を行い，引き続き，検討することとした。教室系事務職員の段階的廃

止は本年度も継続して実施した。事務的経費の削減および事務の簡素化として，旅費関係業務

の電子システム化と全面的アウトソーシング，年末調整関係書類の電子システム化を行った。

定型的業務の一部については，派遣職員の活用，清掃業務，警備業務契約の集約化，宅配業

務，清掃・衛生用品賃貸借契約の一括単価契約，電気需給契約の複数年契約，ガス供給の固定

従量単価制契約などを実施した。さらに，給与計算関係業務のアウトソーシングの検討も行っ

た。また，事務改善コンクールを実施し，22 件について実施または実施に向けて検討を行う

こととした。 

12121212．．．．病院病院病院病院におけるにおけるにおけるにおける経営改善経営改善経営改善経営改善 

（１）病院の管理運営に関する意思決定を迅速に行うため，平成 17 年５月に「病院執行会

議」（病院長を議長，病院財務担当理事，副病院長，病院長補佐及び事務部長で構成）を設

置するとともに，平成 17年６月に「経営企画室」を設置した。 

（２）経営改善に努め，経営改善係数２％（約４億円）を達成した。また，医薬品及び診療材

料の購入改善の推進，ＳＰＤ（診療材料物流管理システム）の稼働による購入在庫物品の減

少などで経費を約１億８千万円削減した。 
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13131313．．．．広報室広報室広報室広報室のののの設置設置設置設置とととと広報事業広報事業広報事業広報事業のののの推進推進推進推進 

本学の諸活動を広く社会に対して積極的に発信するための広報に関する企画，立案等を行う

ことにより，高等教育及び学術研究の水準の向上に果たす本学の役割の重要性についての社会

の理解及び関心の増進を図るために，平成 17 年５月に総長を責任者とする広報室を設置し

た。広報室は，広報担当理事（副学長），理事（事務局長）のほかに，役員補佐１名，各総長

室役員補佐のうちから広報室員兼任役員補佐各１名で構成され，総長が必要に応じて広報室会

議を開催することとした。 

平成 17 年度においては，広報誌の発行等のほか，①平成 17 年２月に(株)電通北海道と包括

連携協定を締結し，相互の連携をとおして研究交流や人材育成などで協力を深めているが，こ

の締結のもとで平成 17 年度には，北大職員を電通の研修に１年間派遣した。②各報道機関と

提携・協力を進めることにより，広報活動の強化を推進するため，平成 17 年７月に朝日新聞

社及び北海道テレビ放送並びに北海道新聞社と教育・研究プロジェクトを共同推進することで

基本合意した。朝日新聞社，北海道テレビ放送との提携・協力は「ポプラプロジェクト」と称

し，全国に向けて双方の公共的責務を，より効果的かつ公正に果たすための連携をコンセプト

としている。北海道新聞社との提携・協力は「北プロジェクト」と称し，北海道内における双

方の地域貢献責任を一層推進するための連携をコンセプトとしている。 

14141414．．．．特許出願事業特許出願事業特許出願事業特許出願事業のののの進展進展進展進展 

本学と企業等との共同出願特許については，当該企業等に独占的実施権を付与し，あるいは

大学が保有するよりも譲渡したほうがよい特許については，譲渡するなどして，実施料収入等

の確保や出願経費の抑制等，効率的運用に努めた結果，平成 17 年度には，実施許諾契約 10 件

（新規７件，継続３件），譲渡契約 13 件，オプション契約３件，プログラム著作権利用許諾

契約２件（新規１件，継続１件）となり，実施料収入は，昨年度の 42 千円に比して，23,403

千円（譲渡，オプション契約を含む）に達した。 

また，大学知的財産本部整備事業に対する中間評価が行われ，知的財産本部における，知的

財産マネージャーが積極的かつ頻繁に発明者を訪問し，発明者との協働で権利化を進めること

が実績に結びついた取組などが高く評価され，Ａ評価を得た。 

15151515．「．「．「．「北大北大北大北大グッズグッズグッズグッズ」」」」等等等等のののの販売販売販売販売 

本学札幌キャンパスは北海道を代表する観光スポットの一つであり，その名称やロゴは商業

的に大きな価値を持っている。国立大学法人という制度的な制約の中で可能な範囲で，北大の

広報活動，教育研究成果の普及活用事業の一環として，北海道大学の名称および商標を使用

し，本学自らの事業，もしくは民間企業の事業として，オリジナルグッズや北大関連商品等の

販売を行うことを平成 16 年度に決定した。平成 17 年４月には，本学初の認定商品としてク

ッキー「札幌農学校」を発売した。好評を得て，平成 17 年度の売り上げは１億４千万円に達

した。また，平成 17年 11月に総合博物館にミュージアムショップをオープンした。ここでの

販売利益は博物館企画展示資金に充てる予定である。 

 

３．事務所等の所在地（主要施設のみ記載） 

  北海道大学（札幌キャンパス） 北海道札幌市 

  北海道大学（函館キャンパス） 北海道函館市 
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４．資本金の状況 

  154,899,657,513円（全額 政府出資） 

 

５．役員の状況 

  役員の定数は，国立大学法人法第１０条により，学長１人，理事７人，監事２人。任期は国

立大学法人法第１５条及び国立大学法人北海道大学総長の任期に関する規程並びに国立大学法

人北海道大学理事の任命及び任期に関する規程の定めるところによる。 

役 職 氏 名 就任年月日 主な経歴 

総長 中村睦男 
平成16年４月１日～ 
平成19年４月30日 

北海道大学総長 

理事・副学長 井上芳郎 
平成16年４月１日～ 
平成18年３月31日 北海道大学副学長 

理事・副学長 佐伯 浩 
平成16年４月１日～ 
平成19年４月30日 北海道大学副学長 

理事・副学長 長田義仁 〃 北海道大学副学長 

理事・副学長 岸浪建史 〃 北海道大学副学長 

理事・副学長 逸見勝亮 
平成17年５月１日～ 
平成19年４月30日 北海道大学副学長 

理事 鋳山賢一 〃 日本政策投資銀行中国支店長 

理事・事務局長 遠藤 啓 〃 北海道大学事務局長 

監事 大塚榮子 
平成16年４月１日～ 
平成18年３月31日 

独立行政法人産業技術総合研究所
フェロー 

監事（非常勤） 伊東 孝 〃 
弁護士・公認会計士（伊東孝法律
会計事務所長） 

 

６．職員の状況 

  教員 ４,４１０人（うち常勤２，１２６人，非常勤２，２８４人） 

  職員 ２,６３４人（うち常勤１，８６６人，非常勤  ７６８人） 

 

７．学部等の構成 

学部 文学部 

教育学部 

法学部 

経済学部 

理学部 

医学部 

歯学部 

薬学部 

工学部 

農学部 

獣医学部 

水産学部 

大学院 文学研究科 
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教育学研究科 

法学研究科 

経済学研究科 

理学研究科 

医学研究科 

歯学研究科 

薬学研究科 

工学研究科 

農学研究科 

獣医学研究科 

国際広報メディア研究科 

情報科学研究科 

水産科学院・水産科学研究院 

環境科学院・地球環境科学研究院 

公共政策学教育部・公共政策学連携研究部 

附置研究所 低温科学研究所 

電子科学研究所 

遺伝子病制御研究所 

 

８．学生の状況 

    (1) (1) (1) (1) 学部学部学部学部    

学 生 聴講生 科目等履修生 研究生 特別聴講学生 計 

11,153人 14人 37人 56人 39人 11,299人 

    (2) (2) (2) (2) 研究所等研究所等研究所等研究所等    

研究生 特別研究学生 
日本語・日本
文化研修生 

日本語研修生 計 

15人 １人 13人 20人 49人 

    (3) (3) (3) (3) 医療技術短期大学部医療技術短期大学部医療技術短期大学部医療技術短期大学部    

学 生 

233人 

    (4) (4) (4) (4) 大学院大学院大学院大学院    

修士課程 
専門職学
位課程 

博士課程 聴講生 
科目等履
修生 

研究生 
特別聴講
学生 

特別研究
学生 

計 

3,389人 259人 2,393人 ５人 12人 158人 ８人 26人 6,250人 

 

９．設立の根拠となる法律名 

  国立大学法人法 

 

10．主務大臣 

  文部科学大臣 
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11．沿革 

「開拓使仮学校及び札幌学校時代」1869年～ 

明治2年（1869）7月 開拓使が設置された 

 5年（1872）3月 開拓使仮学校を東京芝増上寺内に置いた（同年４月開校） 

8年（1875）7月 開拓使仮学校を札幌（現：中央区北２西２）に移し札幌学校と改称した 

「札幌農学校時代」1876年～ 

明治9年（1876）8月 
札幌学校を札幌農学校と改称し，14日（現：本学開学記念日）開校式を挙行し
た（同年9月8日正式名称となった） 

11年（1878）10月 演武場（現在の時計台）が竣功した 

15年（1882）3月 札幌農学校が農商務省所轄となり7月同省農務局の所属となった 

16年（1883）2月 札幌農学校が農商務省北海道事業管理局の所属となった 

19年（1886）2月 札幌農学校が北海道庁の所管となった 

28年（1895）4月 札幌農学校が文部省直轄となった 

36年（1903）7月 新校舎が落成し現在地へ移転した 

「東北帝国大学農科大学時代」1907年～ 

明治40年（1907）6月 東北帝国大学が設置（仙台市）された 

〃 
札幌農学校が東北帝国大学農科大学となり，予備教育機関である大学予科を付
設した（同年9月開学式を挙行） 

「北海道帝国大学時代」1918年～ 

大正7年（1918）4月 
北海道帝国大学が設置され，東北帝国大学農科大学が北海道帝国大学農科大学
となった 

8年（1919）2月 北海道帝国大学農科大学が農学部と改められた 

〃 医学部が設置された 

10年（1921）4月 医学部附属医院が設置された（同年11月診療開始） 

13年（1924）9月 工学部が設置された 

5年（1930）4月 理学部が設置された 

16年（1941）11月 低温科学研究所が設置された 

18年（1943）1月 触媒研究所が設置された 

〃 超短波研究所が設置された 

20年（1945）6月 事務局及び学生部が設置された 

21年（1946）3月 超短波研究所を応用電気研究所と改称した 

22年（1947）4月 法文学部が設置された 

「北海道大学時代」1947年～ 

昭和22年（1947）10月 北海道帝国大学が北海道大学になった 

24年（1949）5月 
国立学校設置法が公布・施行され新制の北海道大学（法文・教育・理・医・
工・農・水産（函館市）の各学部）となった 

〃 医学部附属医院を医学部附属病院と改称した 

6月 教養学科（昭26．4から一般教養部）が設置された 

25年（1950）3月 大学予科が廃止された 

4月 結核研究所が設置された 

〃 法文学部が文学部と法経学部に分離した 



 

 - 11 - 

27年（1952）4月 獣医学部が設置された 

28年（1953）4月 
新制大学院（文・教育・法・経済・理・工・農・獣医・水産の各研究科）が設
置された 

8月 法経学部が法学部，経済学部に分離した 

30年（1955）4月 大学院医学研究科が設置された 

32年（1957）7月 一般教養部を教養部と改めた 

33年（1958）4月 大学院薬学研究科が設置された 

36年（1961）5月 工業教員養成所が設置された（昭44．3閉鎖） 

40年（1965）4月 薬学部が設置された 

42年（1967）6月 歯学部が設置された 

8月 歯学部附属病院が開院した 

45年（1970）4月 大型計算機センター（全国共同利用施設）が設置された 

47年（1972）5月 保健管理センターが設置された 

〃 体育指導センターが設置された 

49年（1974）4月 大学院歯学研究科が設置された 

6月 結核研究所が免疫科学研究所に改組された 

52年（1977）4月 大学院環境科学研究科（独立研究科）が設置された 

53年（1978）4月 スラブ研究センターが設置された 

〃 アイソトープ総合センターが設置された 

54年（1979）4月 情報処理教育センターが設置された 

〃 機器分析センターが設置された 

55年（1980）10月 医療技術短期大学部が設置された（学長は北海道大学長が兼ねる） 

56年（1981）4月 言語文化部が設置された 

〃 実験生物センターが設置された 

60年（1985）4月 遺伝子実験施設が設置された 

平成元年（1989）5月 
触媒研究所が廃止され，触媒化学研究センター（全国共同利用施設）が設置さ
れた 

2年（1990）6月 スラブ研究センターが全国共同利用施設となった 

3年（1991）4月 留学生センターが設置された 

〃 量子界面エレクトロニクス研究センターが設置された 

4年（1992）4月 応用電気研究所が電子科学研究所に改組された 

5年（1993）4月 
大学院環境科学研究科が廃止され，大学院地球環境科学研究科（独立研究科）
が設置された 

6年（1994）6月 エネルギー先端工学研究センターが設置された 

7年（1995）4月 副学長が置かれた 

〃 教養部が廃止された 

〃 高等教育機能開発総合センターが設置された 

〃 低温科学研究所が全国共同利用の研究所に改組された 

〃 
大学院理学研究科及び獣医学研究科が大学院講座制に移行（いわゆる大学院重
点化）完了した 

8年（1996）5月 先端科学技術共同研究センターが設置された 
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9年（1997）4月 大学院工学研究科が大学院講座制に移行完了した 

10年（1998）4月 大学院薬学研究科が大学院講座制に移行完了した 

〃 触媒化学研究センターが改組された 

11年（1999）4月 大学院農学研究科が大学院講座制に移行完了した 

〃 
情報処理教育センターが廃止され，情報メディア教育研究総合センターが設置
された 

〃 総合博物館が設置された 

12年（2000）4月 
大学院文学研究科，大学院教育学研究科，大学院法学研究科，大学院経済学研
究科，大学院医学研究科，大学院歯学研究科，大学院水産科学研究科が大学院
講座制に移行完了した 

〃 大学院国際広報メディア研究科（独立研究科）が設置された 

〃 
免疫科学研究所の改組及び医学部附属癌研究施設の廃止により遺伝子病制御研
究所が設置された 

13年（2001）4月 

北方生物圏フィールド科学センターの設置に伴い，理学部附属臨海実験所，理
学部附属海藻研究施設，農学部附属植物園，農学部附属農場，農学部附属演習
林，農学部附属牧場，水産学部附属洞爺湖臨湖実験所，水産学部附属臼尻水産
実験所，水産学部附属七飯養魚実習施設が廃止された 

〃 
先端科学技術共同研究センターの整備に伴い，理学部附属動物染色体研究施
設，実験生物センター，遺伝子実験施設が廃止された 

〃 
量子界面エレクトロニクス研究センターが廃止され，量子集積エレクトロニク
ス研究センターが設置された 

15年（2003）4月 
大型計算機センター及び情報メディア教育研究総合センターが廃止され，情報
基盤センターが設置された 

9月 脳科学研究センターが設置された 

10月 
医学部附属病院と歯学部附属病院との統合による改組により，北海道大学病院
となった 

〃 知的財産本部が設置された 

「国立大学法人北海道大学時代」2004年～ 

16年(2004)4月 大学院情報科学研究科（独立研究科）が設置された 

〃 
エネルギー先端工学研究センターが廃止され，エネルギー変換マテリアル研究
センターが設置された 

17年(2005)4月 大学院水産科学研究科が廃止され，大学院水産科学院及び大学院水産科学研究
院が設置された 

〃 大学院地球環境科学研究科（独立研究科）が廃止され，大学院環境科学院及び
大学院地球環境科学研究院が設置された 

〃 大学院公共政策学教育部（専門職大学院）及び大学院公共政策学連携研究部が
設置された 

〃 先端科学技術共同研究センター及び創成科学研究機構が統合され，創成科学共
同研究機構が設置された 

〃 体育指導センターが高等教育機能開発総合センターに統合された 

〃 北ユーラシア・北太平洋地域研究センターが廃止された 

〃 人獣共通感染症リサーチセンターが設置された 

〃 アドミッションセンターが設置された 

5月 大学文書館が設置された 

 

12．経営協議会・教育研究評議会 

 ○○○○    経営協議会経営協議会経営協議会経営協議会（国立大学法人の経営に関する重要事項を審議する機関） 

氏  名 現  職 

（学内委員） 

中村 睦男 総長 
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井上 芳郎 理事 

佐伯 浩 理事 

長田 義仁 理事 

岸浪 建史 理事 

逸見 勝亮 理事 

鋳山 賢一 理事 

遠藤 啓 理事 

井上 久志 大学院経済学研究科長 

諏訪 正明 大学院農学研究科長 

宮坂 和男 北海道大学病院長 

若土 正曉 低温科学研究所長 

（学外委員） 

内山 俊一 北海道経済産業局長 

岡林 隆 
元国立大学事務局長 
尚美学園大学事務局長 

柹田 章 
社団法人日本私立医科大学協会副会長 
北里大学名誉教授 

柘植 綾夫 
総合科学技術会議議員 
三菱重工業（株）顧問 

成田 教子 弁護士 成田教子法律事務所 

西田 豊 
北海道高等学校長協会会長 
札幌南高等学校長 

新田 博 北海道新聞社論説主幹 

松田 昌士 
北海道大学連合同窓会会長 
東日本旅客鉄道（株）取締役会長 

南山 英雄 
北海道経済連合会会長 
北海道電力（株）取締役会長 

森田 麻美子 ＮＰＯ法人ボラナビ倶楽部代表理事 

山田 家正 
前小樽商科大学長 
北海道開拓記念館館長 

山本 邦彦 北海道副知事 

 

 ○○○○    教育研究評議会教育研究評議会教育研究評議会教育研究評議会（国立大学法人の教育研究に関する重要事項を審議する機関）    

氏  名 現  職 

中村 睦男 総 長 

井上 芳郎 理 事 

佐伯 浩 理 事 

長田 義仁 理 事 

岸浪 建史 理 事 

逸見 勝亮 理事・図書館長 

鋳山 賢一 理 事 

遠藤 啓 理 事 

新田 孝彦 大学院文学研究科 

南部 曻 大学院文学研究科 
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鈴木 敏正 大学院教育学研究科 

青木 紀 大学院教育学研究科 

岡田 信弘 大学院法学研究科 

古矢 旬 大学院法学研究科 

井上 久志 大学院経済学研究科 

関口 恭毅 大学院経済学研究科 

岡田 尚武 大学院理学研究科 

伊土 政幸 大学院理学研究科 

本間 研一 大学院医学研究科 

松野 一彦 大学院医学研究科 

戸塚 靖則 大学院歯学研究科 

吉田 重光 大学院歯学研究科 

横沢 英良 大学院薬学研究科 

加茂 直樹 大学院薬学研究科 

中山 恒義 大学院工学研究科 

三上 隆 大学院工学研究科 

諏訪 正明 大学院農学研究科 

松井 博和 大学院農学研究科 

梅村 孝司 大学院獣医学研究科 

髙島 郁夫 大学院獣医学研究科 

筑和 正格 大学院国際広報メディア研究科 

本間 利久 大学院情報科学研究科 

山内 晧平 大学院水産科学研究院 

猪上 徳雄 大学院水産科学研究院 

池田 元美 大学院地球環境科学研究院 

宮脇 淳 大学院公共政策学連携研究部 

若土 正曉 低温科学研究所 

西浦 廉政 電子科学研究所 

髙田 賢藏 遺伝子病制御研究所 

宮坂 和男 北海道大学病院 

野澤 俊敬 言語文化部 

高橋 保 触媒化学研究センター 

田畑 伸一郎 スラブ研究センター 

山本 強 情報基盤センター 

鈴木 範男 北方生物圏フィールド科学センター 
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「事業の実施状況」 

Ⅰ．大学の教育研究等の質の向上 

 １．教育に関する実施状況 

  (1) (1) (1) (1) 教育教育教育教育のののの成果成果成果成果にににに関関関関するするするする実施状況実施状況実施状況実施状況    

年度計画 実施状況 

①全学教育の成果に関する具体的

目標の設定 

・ 本学では，教養教育（教養科

目）に専門基礎教育（基礎科

目）を加えて，全学の責任の下

に全学の教員が授業を担当する

「北大方式」という特徴ある教

育を，以下のとおり「全学教

育」として実施する。 

ア）本学では，教養教育をすべて

の学部教育にとって不可欠のコ

アと位置づけ，「コアカリキュ

ラム」と称する。このように教

養教育を重視する教育理念に従

って，「最良の専門家による最

良の非専門教育」を実施し，豊

かな人間性と高い知性，並びに

広い教養，すなわち，人間の生

とそれをとりまく社会や自然に

対する広い視野と高い視点，そ

して深い洞察を統合する力を身

に付けさせるとともに，高いコ

ミュニケーション能力や情報リ

テラシー能力などの基盤的能

力，並びに異文化理解能力の育

成を図ることを目指す。 

イ）専門基礎教育（基礎科目）

は，数学，物理学，化学，生物

学及び地学の基礎的学問分野の

学力を，全学教育の段階で専門

教育に必要なレベルに到達させ

ることを目指す。 

 

 

・ 全学教育科目は，すべての学部の学生にとって共通・必須の素

養を育む「教養科目」(コアカリキュラム)と，各学部の専門教育

の基礎となる「基礎科目」から成る。 

・ 「北大方式」の全学教育協力・支援体制に則り，高等教育機能

開発総合センター長(理事・副学長)を委員長とし各学部等の代表

で組織される全学教育委員会における実施方法・開講計画の検討

の結果，平成17年度には，全学25部局の専任教員及び外国人教師

担当1,686コマ(週２時間で15週を１コマとする),非常勤講師担当

669コマの全学教育科目が開講された。全学教育の成果に基づく

教育プロジェクト「進化するコアカリキュラム」は，実績ある教

育改革の取組として文部科学省公募の平成15年度特色ある大学教

育支援プログラム(至平成18年度)に選定されている。 

・ 教育改革室は，「入学者選抜の現状と今後の対応に関するタス

ク・フォース」（平成16年度に設置）における論点整理をもと

に，学生編成，学生募集単位に関する検討に向けて調査を実施

し，その結果を平成17年４月に「募集形態に関する基本調査報告

書」としてまとめた。この調査結果を踏まえ，平成17年5月に平

成20年度以降の学生編成及び募集単位検討ＷＧを設置し，平成17

年8月に「学士課程教育の新たな段階をめざして」（中間報告）

を作成した。現在は，中間報告に関する各学部の意向を聴取して

いる過程にある。 

・ 「教養科目」は，平成13年度導入のコアカリキュラムの教育目

標と基本計画に沿って，①分野別科目(思索と言語，歴史の視

座，芸術と文学，社会の認識，科学・技術の世界)，②複合科目

(環境と人間，健康と社会，人間と文化，特別講義)，③一般教育

演習，④共通科目(体育学，情報処理・情報科学，統計学，図形

科学概論，心理学実験，基礎自然科学実験，インターンシッ

プ)，⑤外国語科目(外国語Ａ・Ｂ(英語，ドイツ語，フランス

語，ロシア語，中国語)及び外国語Ｃ(イタリア語等))をもって構

成し，シラバス等に示された授業計画に則り体系的教育を実施し

た。また，異文化理解については，分野別科目(歴史の視座，芸

術と文学，社会の認識)，一般教育演習，英語，中国語演習の中

の10科目で異文化の基本的知識を学習する内容を盛り込んで実施

した。 



 

 - 16 - 

年度計画 実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 基礎科目として数学，物理学，化学，生物学，地学を開講し，

体系的講義と基礎実験を通じた授業を展開した。 

・ 理科基礎科目(物理学，化学，生物学，地学)において，16年度

導入の初習理科パイロット授業を継続し，共通教科書の編纂，授

業及びＷＥＢ上でのＩＴ教材の活用，演示実験の開発，授業のビ

デオ収録等を進めた。 

・ 平成18年度以降の新教育課程においては，基礎科目と専門科目

の連関を重視して，理科基礎科目，自然科学実験を抜本的に刷新

することとし，共通教科書の編纂，実験設備・機器の整備等の準

備をはじめた。 

②学部教育の成果に関する具体的

目標の設定 

・ 学部教育では，全学教育で身

に付けさせた能力等に加えて，

人文・社会・自然諸科学の各分

野の基礎的知識を確実に習得さ

せるとともに，豊富な専門分野

の知識を身に付けさせ，新しい

課題に対して積極的に道を拓く

人材を育成する。 

・ 各学部の専門教育においても，以下のとおり，継続的に教育改

革に取組んだ。 

・ 平成 16 年度に導入した「コース制」の再編成(文学部)，カリ

キュラム改訂(法学部)に沿って，２年次の専門教育を本格的に始

動した。 

・ 経済学部，薬学部等で，専門教育の中での英語教育の充実を図

った。 

・ 他大学等での学修成果について，法学部では休学中の外国の大

学における学修成果の認定，歯学部，獣医学部では入学前の短期

大学及び外国の短期大学における学修成果(既修得単位)の認定を

行うこととした。 

・ 工学部で学科再編(12 学科から４学科へ)を実施し，歯学部(総

合臨床基礎実習の新設等)，農学部，水産学部でカリキュラムを

改訂した。 

・ 平成 18 年度以降の全学教育を中心とした新教育課程が確定し

たのを受けて，各学部とも専門教育の改革の検討を進めた。 

・ 国家試験にかかわる専門職業

人を養成する学部では，専門職

業人としての自覚を高めるた

め，専門導入教育及び実践的教

育と結合した教育課程を充実さ

せ，高い合格率を維持するとと

もに，それぞれの分野において

指導的立場に立ちうる人材を育

成する。 

・ 各学部とも取得しうる資格を学生に示し，取得のためのアドバ

イスを行うなどの努力を行った。特に学部教育が国家試験資格と

直接に結合している学部では，専門的職業人となるための新しい

教育プログラムの導入など，下記のとおり独自の教育努力を展開

した。 

・ 医学部保健学科では，学生が医療の現場での見聞や体験を通じ

て医療人の仕事の重要性・責任を認識し，各専門職種の役割やチ

ーム医療の必要性を理解することにより，医療を学ぶモチベーシ

ョンを高めるため，１年次から早期臨床体験学習を実施した。 

・ 歯学部では, 歯科医師国家試験の早期化に対応したカリキュラ

ムを実施した。 

・ 薬学部では，「薬学英語」において，専門的なテーマ，現代的
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年度計画 実施状況 

なトピックを扱った英語圏の放送ビデオ等を利用して，実践的英

語リスニング能力の向上を図るとともに，課外学習による資料収

集・レポート作成・プレゼンテーション能力の向上でも成果を上

げた。 

・ 獣医学部で，教育支援プログラム(16 年度特色ＧＰ，17 年度現

代ＧＰ，国際化ＧＰ)に基づき，教育の国際化，臨床教育改善に

向けた取組を進めた。 

・ このような努力の結果，平成 18 年３月卒業者については，医

師国家試験合格率は 91.8％，歯科医師国家試験合格率は

92.2％，薬剤師国家試験合格率は 79.2％，獣医師国家試験合格率

は 97.4％，総平均 89.1％となった。なお，医療技術短期大学部

卒業者については，看護師 94.9％，理学療法士 100.0％，作業療

法士 87.5％，臨床検査技師 94.9％，診療放射線技師 83.3％，助

産婦 100.0％，総平均 92.8％であった。 

③大学院教育の成果に関する具体

的目標の設定 

・ 修士課程においては，専門科

目の履修，各研究室・ゼミ等で

の研究への参加及び修士論文の

指導・審査により，専攻分野及

び関連分野において，研究に参

画する能力を持つ人材を育成す

る。併せて社会のニーズに対応

した多様なコースの充実を図

り，国際的にも活躍できる高度

な専門的能力を持つ高度専門職

業人を育成する。 

・ 各研究科等においては，各研究室・ゼミ等で関係論文の勉強会

を開催し，研究成果の検討を積極的に行い，国内及び国際学会の

参加・発表促進を図ることにより，学生の研究意識の向上に努め

た。 

・ 高度専門職業人育成のための多様なコースの充実を図り，更に

学際領域や融合領域の教育プログラムの拡大により，幅広い社会

のニーズに応え，活躍できる人材育成の推進を図った。 

・ 夜間及び休日等において授業を開講する大学院設置基準第 14

条特例の実施や長期履修制度に基づく学生受け入れの拡大に伴う

社会人学生に対する指導体制の充実を図った。 

・ 学生の職業意識向上のための国内及び国外のインターンシップ

制度活用の推進及び進路指導等の充実を図った。 

・ これらの結果，1,525 名の修了者のうち，276 名が博士後期課

程に進み，1,035 名が専門的・技術的職業などに就職した。 

・ 博士（後期）課程において

は，独自のテーマに基づく研究

を自立的に遂行するよう指導

し，専攻分野及び関連分野にお

いて，独立して世界的水準の研

究を展開できる人材を育成する

とともに，高度に専門的な業務

に従事する人材を育成する。 

・ 各研究科等においては，研究者育成のためのプロジェクトを立

ち上げ，学会での研究発表を促進する体制の整備(文学)，外国語

基礎文献講読や研究会での報告・討論をはじめとするコースワー

クの導入による研究基礎能力の向上(法学)，特色ある大学教育支

援プログラム等を活用した教育支援の強化と指導体制の充実(工

学，獣医学，情報科学)，学年毎に論文の進捗状況を報告させる

システムによる適切な指導体制の促進(法学，国際広報メディア)

など，研究指導の高度化，先端的研究レベルでの研究奨励と支援

などを行い，博士学位授与者の拡大を図る諸施策を実施した。 

・ 文部科学省の教育支援プログラム「魅力ある大学院教育」イニ
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年度計画 実施状況 

シアティブに，①人間の統合的理解のための教育的拠点(文学研

究科)，②学生主導型の研究マネジメント力養成(法学研究科)，

③全国大学院共通滞在型教育プログラム(理学研究科)，④π型フ

ロントランナー博士育成プログラム(工学研究科)，⑤次世代の獣

医科学研究者育成プログラム(獣医学研究科)が採択され，それぞ

れの計画に沿って，大学院の教育課程の実質化を目指す取組を進

めた。 

④卒業後の進路等に関する具体的

目標の設定 

（ⅰ）学士課程 

・  学士課程では，基礎・専門教

育及び研究経験により得られた

広い視野と知見を最大限に生か

し，産業界，官公庁，公益的組

織及び専門的職業において指導

的役割を担うこと，研究者ある

いは専門職業人を志す者につい

ては，本学又は他大学の大学院

に進学することを目指す。 

・ 産業界，官公庁，公益的組織及び専門的職業において指導的役

割を担うためには，適切な職業選択が必要であり，そのための情

報提供やガイダンス，セミナーの開催及び相談体制の充実を図っ

た。 

・ 学部教育における少人数教育などを通じて，研究者あるいは高

度専門職業人を志す者の育成に努め，大学院修士課程及び博士課

程への進学者を拡大するガイダンスなども実施し，日常的指導や

特に優れた学生を対象とする特別選抜制度などを導入した。 

・ この結果，2,260 名の卒業者のうち，大学院に 1,196 名が進学

し，臨床研修医(医科・歯科)として 147 名，獣医師として 18

名，薬剤師として８名，科学研究者・技術者・事務従事者等とし

て 578 名が就職した。 

・ 国家試験に係る専門的職業人

を養成する学部では，取得した

資格を生かして，それぞれの専

門分野で指導的な立場で活躍

し，社会，地域のために貢献す

るとともに，より高度の教育を

目指して大学院に進学すること

も目標とする。 

・ 生命系の国家試験に係る専門的職業人を養成する学部は，いず

れも技術のみでなく，社会的，倫理的見地を含めて専門的職業人

を育成する教育を進めるとともに，先端的研究分野への進学を促

進している。医学部では卒業者 97 名のうち 89 名が医師国家試験

に合格(その他既卒 6)し，88 名が臨床研修医となり医療に従事し

た。歯学部では，64 名の卒業者のうち 59 名が国家試験に合格(そ

の他既卒６)し，59 名が臨床研修医となり医療に従事した。薬学

部では，78 名の卒業者のうち 77 名が薬剤師国家試験を受験し，

合格者は 61 名(その他既卒５)であり，65 名は大学院に進学し

た。獣医学部では，卒業者 38 名のうち 37 名が獣医師国家試験に

合格し，18 名が獣医療に従事し，７名が大学院に進学した。 

・ その他，司法試験に３名(他に既卒者１名)，公認会計士試験に

１名が合格した。 

（ⅱ）大学院課程 

・ 修士課程では，専攻分野にお

いて修得した高度の知識や研究

能力を最大限に生かすべく，本

学又は国内外の他大学の博士

（後期）課程への進学はもとよ

・ 修士課程では，高度専門職業人育成と研究者育成の両方を目指

しており，修士課程修了者 1,525 名のうち，276 名が大学院博士

(後期)課程等に進学し，1,035 名が科学研究者(77 名)，機械・電

気技術者(199 名)，建築・土木測量技術者(67 名)，情報処理技術

者(138 名)，薬剤師(10 名)，専門と関連する事務・販売・サービ

ス従事者(177 名)，その他の専門的・技術的職業に就職した。 
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り，研究，教育機関や企業等の

研究開発部門への就職を目指

す。また，高度専門職業人養成

を行う分野の修士課程修了者

は，社会のニーズに対応した高

度に専門的な業務を目標とす

る。 

・ なお，司法試験に８名（法科大学院を含む）が合格し，公認会

計士に１名（会計専門職大学院在学生）が合格した。 

・ 博士（後期）課程では，専攻

分野において修得した高度，か

つ最先端の知識と研究能力を最

大限に生かすべく，国内外にお

ける大学等の高等教育機関の教

育職並びに各分野の研究所及び

企業の研究開発部門に就職する

ことを目標とする。また，社会

の変化に応じて多様化すると思

われる高度に専門的な業務をも

視野に入れる。 

・ 博士(後期)課程の修了者は 534 名であったが，そのうちさらに

他専攻の大学院に進学した者は１名，就職者は 270 名で，その就

職先は,神戸大学大学院講師，北海学園大学講師，(中国)広東省

スワトウ大学文学部講師(以上，経済学研究科)，鹿児島大学助手

(法学研究科)，札幌医科大学助手(医学研究科)，北海道大学助手

など大学の研究職が 42 名，作物研究所，北海道農業研究センタ

ー，国立遺伝学研究所，地球フロンティア研究システムその他の

諸機関の科学研究者が 45 名，その他，医師・歯科医師 97 名，情

報処理技術者５名，機械・電気技術者 13 名，鉱工業技術者 12 名

などが主なものとなっている。 

⑤教育の成果・効果の検証に関す

る具体的方策 

・ 単位修得状況，進級状況，学

位取得状況及び資格取得状況な

どについて，引き続き点検評価

を行う体制の整備を進める。 

・ 新教務情報システムへの移行(平成 17 年度)に伴い，「秀」評価

及びＧＰＡ制度の実施(17 年度)，１年次における履修登録単位数

の上限設定の導入(18 年度)に合わせて，個人別学修状況一覧表

(学修簿)，成績評価結果を検証するための「成績評価分布状況

表」(成績分布ＷＥＢ公開システム)等のデータ出力機能の整備を

進めた。 

・ 単位修得状況(成績)，進級状況の点検評価の方策について，教

育改革室のＧＰＡ・上限設定等検討ＷＧで検討を開始し，学位取

得状況及び資格取得状況などについては，情報の集約，改革の方

策の検討のため，教育改革室に学部教育及び大学院教育検討ＷＧ

を設置した。 

・ 卒業（修了）後の進路及び就

職後の状況等を調査するための

ネットワークの整備について，

同窓会組織等と連携しつつ検討

する。 

・ キャリアセンターでは，卒業（修了）後の進路及び就職後の状

況等を把握するため，各学部等の同窓会の会員情報を保有する北

海道大学連合同窓会（各学部・研究科の同窓会や地区同窓会が加

盟する組織）事務局と会員情報の提供について検討を重ね，平成

17 年度の個人情報保護法の施行に伴う個人情報の取り扱いなども

踏まえて，①個人情報の漏洩を防止するためＣＤ－ＲＯＭの電子

媒体で情報を授受する，②使用にあたってはインターネットに接

続していない専用のパソコンを設置する，③使用者を限定するな

どを条件として，平成 18 年３月より同窓会からの会員の個人情
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報（氏名，卒業学部・学科，勤務先等）について提供を受けるこ

ととなり，連携体制が確立した。 

        (2) (2) (2) (2) 教育内容等教育内容等教育内容等教育内容等にににに関関関関するするするする実施状況実施状況実施状況実施状況    

年度計画 実施状況 

①アドミッション・ポリシーに応

じた入学者選抜を実現するため

の具体的方策 

（ⅰ）学士課程 

・ 平成１８年度学部入学者から

は，平成１６年度における見直

しの結果に基づき入試を実施す

る。なお，平成２０年度以降の

入学者選抜方法については，国

立大学協会における入学者選抜

制度改革に対応し検討を行い，

その結果を公表する。 

・ 平成 18 年度入試は，平成 16 年 12 月に発表したアドミッショ

ン・ポリシーとそれを具体化した制度(①理学部，工学部及び農

学部の募集単位と入学者選抜方法の変更，②新教育課程の改訂に

伴う選抜方法の変更及び旧教育課程履修者に対する経過措置の実

施，③ＡＯ入試実施学科の増加及び新たに大学入試センター試験

を課すＡＯ入試の導入，④ＡＯ入試型の方式による新たな帰国子

女特別選抜，⑤医学部医学系における１次と２次を通しての理科

３科目受験など)に基づいて実施した。 

・ 平成 20 年度以降の入学者選抜方法については，平成 17 年６月

開催の国立大学協会総会において平成 19 年度(平成 18 年度と同

様)方式を踏襲することが承認されており，このことにより，平

成 20 年度の一般選抜については，現状の分離分割方式により実

施することとした。なお，獣医学部については，平成 20 年度か

ら，前期日程，後期日程の募集人員の配分を１対１とすることと

し，ホームページへの掲載を含めて公表した。 

・ 教育改革室は，「入学者選抜の現状と今後の対応に関するタス

ク・フォース」（平成 16 年度に設置）における論点整理をもと

に，学生編成，学生募集単位に関する検討に向けて調査を実施

し，その結果を平成 17 年４月に「募集形態に関する基本調査報

告書」としてまとめた。この調査結果を踏まえ，平成 17 年５月

に平成 20 年度以降の学生編成及び募集単位検討ＷＧを設置し，

平成 17 年８月に「学士課程教育の新たな段階をめざして」（中間

報告）を作成した。現在は，中間報告に関する各学部の意向を聴

取している過程にある。 

・ 多様な学生を受け入れるた

め，２年次及び３年次編入学制

度の一層の拡充に努める。 

・ 平成 18 年度の編入学試験は８学部で実施し,法学部法学課程で

は引き続き２年次編入を実施した。また，平成 18 年度入学者か

ら，新たに医学部保健学科で編入学試験を実施したが,定員 20 名

に対し 49 名の志願者があった。この結果，全学における志願者

は 643 名となり，129 名が入学した。 

・ アドミッションセンターを設

置し，入学者選抜組織の一元化

を実現する。 

・ 平成 17 年４月に，学内共同教育研究施設等として，入学者選

抜に関する調査・分析，企画，広報・入学相談及び実施に関する

業務を行うことを目的とした「アドミッションセンター」を設置

し，入学者選抜組織の一元化を実現した。このセンターには，企

画，広報・相談，調査・分析，実施の４部門を置き，センター長
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の下に，副センター長，部門ごとに高等教育機能開発総合センタ

ー入学者選抜研究部ならびに学部の教員，さらに電通など学外者

のスタッフを置き，運営については「運営会議」を設置して，重

要事項の審議，部門間の連絡調整を行っている。 

・ 平成 18 年度以降の入学者選抜の実施に関して，アドミッショ

ンセンター設置にともない，平成 17 年４月に①入学者選抜委員

会に実施にあたる総務委員会を新たに置き，アドミッションセン

ター長である副学長がこれを統括するとともに，②出題・採点委

員会を設置し，出題部会，採点部会の構成方針，出題・採点の基

本方針や改善点などを決定し，これを出題部会，採点部会に伝え

る体制を整えて，平成 18 年度の入学者選抜を実施した。 

・ 高等学校及び入学志望者への

説明会・模擬講義等を通じた情

報提供，インターネットを利用

した入試相談，学生の参加によ

るキャンパス・ツアー及び教育

支援等，高大連携の拡充を図る

とともに，入試広報関係の整備

を行う。アドミッション・ポリ

シーに対応し，大学の研究・教

育の特徴を明確にした広報活動

の展開に着手する。 

・ アドミッションセンター広報・相談部門では，高等学校の生

徒，保護者及び入学志望者への説明会・模擬講義等を通じた情報

提供のため，北海道内においては函館市，北見市，帯広市で，道

外では新潟市で北大説明会（北大セミナー）を開催し，模擬講義

を通じて高校生に北海道大学の魅力を伝えた。また，受験産業等

主催の高校生向けの進学説明会（札幌，東京，横浜，大阪，名古

屋，福岡）に参加し，北海道大学の情報提供，進学相談に応じ

た。高校生からの入試や進学に関するインターネットを利用した

質問・相談が約 700 件あり，アドミッションセンター相談部門及

び学部の入学相談員が回答した。また，本学を訪問した 62 校の

高校生約 3,500 名に対して，学部等の協力を得て，大学・学部説

明会，模擬講義，学生によるキャンパス・ツアーを行った。 

・ 平成 16 年度に高校教員，ＪＴＢ，電通などの学外者を含む広

報アドヴァイザリー・ボードの協力をえて入試広報改善プロジェ

クトＷＧにおいて検討し，平成 17 年３月に「北海道大学入試広

報改善プロジェクトに関する報告」を提出した。これを踏まえて

平成 17 年度にはアドミッションセンター広報・相談部門は広報

室と連携し，電通の協力を得て，受験生に本学のすばらしさを知

ってもらい，本学への進学意欲を高めてもらうことを目的とした

入試広報ＤＶＤを作成し高校等に配付するとともに進学説明会や

高校生の訪問時における説明などで活用した。 

・ これらの活動の結果，平成 18 年度前・後期日程試験の志願者

は 18 歳人口の減少にかかわらず前年度の 10,210 名から 10,535

名に増加し，また受験者に占める北海道外からの受験者の比率も

上昇した。 

（ⅱ）大学院課程 

・ 大学院への入学志望者に対し

・ 平成 17 年度においては，これまでの文学，教育学，経済学，

理学，医学，歯学，工学，獣医学，国際広報メディア，情報科学
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て明確で豊富な情報を提供する

ため，引き続き大学院進学ガイ

ダンスの実施・充実及び各研究

科，専攻，研究室等の情報に関

するホームページの充実に努め

るとともに，大学院授業のシラ

バスをホームページ上に掲載す

ることについて検討する。 

の各研究科等及び脳科学研究教育センターに加えて，新たに環境

科学院と公共政策大学院において進学ガイダンスを実施し，充実

に努めた。 

・ 全ての専攻において,ホームページで大学院の情報提供を行っ

た。特に，経済学研究科では，ホームページの改訂に関するワー

キンググループを設置して，大幅な組織改革（会計専門職大学院

の設置等）に対応するためにホームページの改訂を 16 年度に引

き続き行い，理学研究科でも，同様にワーキンググループを設置

しての検討を行い，それにしたがって組織改編に伴う情報を提供

するとともに，研究室に関する情報を充実させた。また，公共政

策大学院では,研究会活動の内容紹介等を充実させ，環境科学院

では，インターネットを利用した学院入試説明会を実施した。 

・ 大学院授業のシラバスのホームページ上への掲載については，

すでに掲載済みの理学，国際広報メディア研究科，水産科学院に

加えて，平成 17 年度から工学，農学，情報科学研究科及び公共

政策大学院でも一部または全部を掲載し，学生の履修にあたって

の利便性の向上を図った。また，歯学研究科及び新設の生命科学

院では 18 年度から，文学研究科では 19 年度からホームページ上

に掲載することを予定している。その他の研究科においても現在

鋭意検討中である。なお，教育改革室では，19 年度から学部授業

のシラバスデータを新教務情報システムに統合するのに続いて，

大学院授業のシラバスデータも新教務情報システムで全学的に運

用する方向で検討を開始した。 

・ 多様で優秀な大学院学生を確

保するため，入学者選抜の年複

数回実施及び入学者の受入の拡

充について引き続き検討する。 

・ 多様で優秀な人材を確保するために，各研究科等において社会

人と留学生の他に特別選抜や複数回の入学者選抜，さらに札幌・

函館以外の地域（東京会場など）を設けての入学者選抜の実施な

ど，態様は異なるが入学者受入の拡充を図った。また，秋季入学

については，修士課程で７研究科が実施し 17 名が入学，博士課

程で９研究科が実施し 56 名が入学した。 

（ⅲ）留学生，社会人学生 

・ 留学生に有益な情報を積極的

に提供するため，学部・大学院

とも，外国語版のホームページ

上に，アドミッション・ポリシ

ー，研究室案内等の掲載を引き

続き推進する。 

・ 大学院においては，外国語版ホームページに，大学院募集要項

については，工学・農学・情報科学研究科・環境科学院の各研究

科等に加えて，新たに経済，理学研究科で掲載し，入学情報につ

いては，文学・経済学・理学・歯学・工学・農学の各研究科に加

えて，新たに情報科学研究科及び環境科学院で掲載した。 

・ また，学部においては，アドミッション・ポリシーについて，

文学部に加えて新たに教育学部が，理学部，工学部が一部学科で

外国語版を掲載した。 
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・ 大学院における留学生及び社

会人の受入の拡大を図るため，

引き続き留学生及び社会人の特

別選抜の拡充について検討す

る。 

・ 留学生特別選抜は修士課程について 11 研究科等で実施し 48 名

が入学し，博士課程について８研究科等で実施し 18 名が入学し

た。また，社会人特別選抜は修士課程について７研究科等で実施

し 42 名が入学し，博士課程について 11 研究科等で実施し 58 名

が入学した。また，文学研究科では，新たに入学試験委員会を設

置し，留学生特別選抜を含めた進学率の向上等について検討し

た。なお，理学研究科では，留学生特別選抜を実施していない

が，口頭試問を英語で行うなど留学生に配慮した。  

・ 留学生について，上記方策の

ほか，後記３の（１）の③の

「留学生交流その他諸外国の大

学等との教育研究上の交流に関

する具体的方策」に掲げるとこ

ろにより，受入の拡大に引き続

き努める。 

・ 留学生の受入数は，11 月１日現在で平成 13 年度 721 名，平成

14 年度 763 名，平成 15 年度 772 名，平成 16 年度 792 名，平成

17 年度には 840 名となり，平成 16 年度と比べて 48 名の増をみ

た。受入身分別でみると非正規生の増加が著しく，学部・研究科

別では，文学研究科・法学研究科等の文系研究科で受入数が急増

している。 

  なお，本学では平成 16 年度から，受入数の拡大とともに質の

確保を図っている。具体的には，国際交流室において昨年策定し

た「北東アジア戦略」に基づき，中国浙江大学，吉林大学，復旦

大学及び韓国ソウル大学との大学院留学生招致プログラムを実施

し，平成 17 年度に６名を受け入れた。受入者には，月額 10 万円

の奨学金を支給している。 

  また，本学大学院に優秀な私費外国人留学生を受け入れる目的

で，学業が優秀で，かつ日本文化等に大きな関心を持つ者に対し

奨励金を給付する制度として「北海道大学総長奨励金」を新設

し，平成 18 年度からの支給に向けて応募者を募り，その選考を

行った。平成 18 年度の受給予定者は，３名。１名につき，年額

200 万円の支給を予定している。 

  海外ヘの直接的広報活動として，台湾での日本留学フェア，協

定校の韓国のソウル大学校，中国の浙江大学，復旦大学，米国の

ポートランド州立大学への訪問など，様々な機会に本学の紹介及

び留学プログラムの説明を当該大学の学生等に対して行った。 

・ 社会人の入学志望者に対して

有益な情報を積極的に提供する

ため，引き続きホームページの

内容等の充実を図る。 

・ 社会人の入学志望者に対して有益な情報を積極的に提供するた

め，各研究科等でホームページにおける情報提供内容の充実を図

った。 

・ 理学研究科では，平成 18 年度からの組織改編(理学研究院・理

学院)に伴い，社会人入学者に対して組織の変更点についての情

報を加えた。また，新組織の編成に従って研究室紹介部分のコン

テンツを拡大した。 

・ また，情報科学研究科では平成 19 年度博士後期課程への社会
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人の入学希望者の参考のために 18 年度入学試験情報を掲載し，

水産科学院では 17 年４月の組織改組に合わせてホームページを

改訂し，新たに社会人向けメニューを含む「地域のみなさま」

「企業のみなさま」向け等の訪問者別ページを掲載した。 

②教育理念等に応じた教育課程を

編成するための具体的方策 

（ⅰ）全学教育 

・ 前記（１）の①の「全学教育

の成果に関する具体的目標の設

定」に掲げる内容を達成するた

め，教養科目は，引き続き以下

の「一般教育演習」，「分野別科

目」，「複合科目」，「共通科

目」，「外国語科目」によりバラ

ンスの取れた教育課程を編成す

るとともに，これらの科目の充

実を図る。 

ア）「一般教育演習」は，本学の

特色科目であり，コミュニケー

ション能力，学問や社会の多様

性の理解能力，そして豊かな人

間性を涵養することを目指して

いる。その一層の向上のため

に，引き続き研究林・牧場・練

習船等の大学施設を活用した学

部横断・フィールド活用・体験

型少人数教育，論文指導等の充

実を図る。 

イ）「分野別科目」において

は，異文化理解能力等を身に付

けさせることを目指すとともに

論文指導の拡充を図り，「複合

科目」においては学際的な学問

の発展の理解を深めさせ，及び

体育学，情報処理等の共通性の

高い基礎的な科目である「共通

科目」においては，特に，「情

報教育科目」ではコンピュータ

・ 教養科目は，バランスの取れた教育課程の編成に配慮して開講

数を調整するとともに，さらに充実を図った。詳細は以下の各項

を参照。 

・ 一般教育演習は，開講数は１学期 107(平成 16 年度 99)クラ

ス，２学期 63(16 年度 61)クラスに拡充したが，履修者数は１学

期 2,190(16 年度 2,094)名，２学期 817(16 年度 1,019)名と，２

学期の減少が目立った。これは，17 年度からのＧＰＡ制度導入の

結果，学生に自主的な「履修登録抑制」の意識が働いたためと考

えられる。 

・ 一般教育演習のうち，論文指導演習は，１学期の開講数 18(16

年度 14) クラス・履修者数 351(16 年度 293)名，２学期の開講数

19(16 年度 12) クラス・履修者数 245(16 年度 206)名に拡充し

た。 

・ フィールド体験型演習は，１学期の開講数 11(16 年度７) クラ

ス・履修者数 225(16 年度 152)名，２学期の開講数２(16 年度２) 

クラス・履修者数 50(16 年度 50)名と充実した。新しい試みとし

て，北大・京大のフィールド施設を相互に利用した合同演習は２

クラス開講し，人気の高い水産学部附属練習船おしょろ丸を利用

した合宿演習は４クラス・87 名に拡充した。 

・ 分野別科目は，例年２学期の履修者数が少ないことにより，１

学期に 128(平成 16 年度 125)クラス，２学期に 85(16 年度 109)ク

ラス開講し，開講時間帯ごとの開講数にも偏りが無いように調整

した結果，履修者数は１学期 11,840(16 年度 11,632)名，２学期

6,541(16 年度 7,781)名となった。 

・ 分野別科目の論文指導講義は，一般教育演習の論文指導演習の

拡充に伴って調整した結果，１学期の開講数 33(16 年度 39)クラ

ス・履修者数 778 名(16 年度 953)名，２学期の開講数 23(16 年度

31)クラス・履修者数 443(16 年度 569)名となった。 

・ 複合科目は，１学期の開講数 37(16 年度 35)クラス・履修者数

6,850(16 年度 6,986)名，２学期の開講数 21(16 年度 21)クラス・

履修者数 3,299(16 年度 3,934)名となった。 

・ 共通科目(インターンシップを除く)は，１学期の開講数 87(16

年度 86)クラス・履修者数 6,358(16 年度 6,381)名，２学期の開

講数 90(16 年度 91)クラス・履修者数 4,647(16 年度 4,947)名，
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の基本的利用技術に習熟させ，

高度なネットワーク社会に対応

できるＩＴスキル及びＩＴモラ

ルを身に付けさせることを目指

し，引き続きそれぞれ内容の一

層の充実に努める。 

ウ）「外国語科目」では，「読

む」，「書く」，「話す」，「聞く」

能力のバランスのとれた向上を

図るため，ＣＡＬＬ（コンピュ

ータ支援言語学習）システムを

使用する授業科目の充実を図る

ほか，このシステムを使用する

科目の必修化・能力別選択必修

科目の設定に向けて，引き続き

検討を行うとともに，学生に対

して語学の自主学習に利用する

よう修学指導に努める。 

うち情報処理・情報科学は，１学期の開講数 15(16 年度 15)クラ

ス・履修者数 2,682(16 年度 2,713)名，２学期の開講数 19(16 年

度 19)クラス・履修者数 1,443 名(16 年度 1,636)名であった。 

・ これらの科目でも，ＧＰＡ制度実施の結果，特に２学期の選択

科目では学生に自主的な「履修登録抑制」の意識が働いたためと

考えられる。 

・ ＣＡＬＬ教室(４教室)を利用して，英語を中心に第１学期に週

当たり 73 コマ，第２学期に 65 コマ開講し，ＣＡＬＬ教室の稼働

率が，64％（平成 16 年度後期）から平成 17 年度前期後期平均

69％に向上した。 

・ 平成 17 年９月にＣＡＬＬシステムの利用実績を基に将来計画

について中間評価を行い，18 年度以降の継続利用を決定した。 

・ 平成 18 年度以降の新教育課程において，ＣＡＬＬシステムを

使用する科目の必修化（英語Ⅱ）・能力別選択必修科目（英語

Ⅲ）の設定を決定し，開講準備を開始した。 

・ 基礎科目では，平成１８年度

学部入学者の学力の多様化に対

応するため，中等教育以下の新

学習指導要領に応じた教育課程

の編成を目指し，各科目（数

学，物理学，化学，生物学及び

地学）ごとの「コース別履修制

度」の実施に向けて，引き続き

検討を進め，成案を得る。 

・ 基礎科目として数学，物理学，化学，生物学，地学を開講し，

体系的講義と基礎実験を通じた授業を展開し，１学期の開講数

178 クラス・履修者数 15,378 名，２学期の開講数 170 クラス・履

修者数 10,909 名であった。 

・ 平成 18 年度以降の新教育課程について，教育改革室及び各学

部での検討の結果，全学教育と，高校教育及び専門教育との連関

の強化を目指して，理科基礎科目においてコース別履修制度等を

次のとおり実施することとし，新科目の開講準備を開始した。 

①専門系コース：理学部(物理学，化学，生物学)，薬学部(化

学，生物学)，工学部応用理工系(物理学，化学)で採用し，基

礎科目と互換性科目(専門科目)を組合せた科目構成とする。 

②準専門系コース：上記以外の理系学部・学科では，基礎物理

学，基礎化学，基礎生物学，基礎地学を採用し，授業内容を標

準化する。 

③文系学生，及び理系学生のうち当該科目を高校で履修しなかっ

た者向けに，主題別科目の中で数学及び理科の入門科目を新設

する。 

④基礎実験を抜本的に刷新し，融合的要素を加えた総合的自然科

学実験を新設する。 

・ 文系学生向けに文系基礎科目(人文科学の基礎，社会科学の基
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礎)を新設することとし，開講準備を開始した。 

・ 北海道に立地する国立総合大

学として，アイヌ民族をはじめ

とする北方諸民族に関する教育

を充実させるため，引き続き同

内容の開講科目数の拡大を図

る。 

・ 全学教育科目では「アイヌ文化展示を見に行こう」「知里幸恵

『アイヌ神謡集』を読む」「北方の文化と生態」「北大総合博物館

で学ぼう-ヒグマ学入門」「北海道学」「北東アジア古代史」６科

目，また文学部専門科目及び大学院文学研究科授業科目では 25

科目にわたり北方文化関係科目を開講した。 

・ 北方諸民族に関する研究教育を総合的に推進する体制づくりに

ついて検討を行い，国内の関連機関等に関する現状調査を実施す

るとともに，平成 17 年 12 月に国際シンポジウム「先住民族と大

学」を開催した。また，平成 17 年度後期から大学院共通授業科

目「先住民族研究特別講義－アイヌと北方少数民族－」を開講し

た。 

（ⅱ）学部教育 

・ 創造的かつ体系的な学部一貫

教育を提供するため，引き続き

全学教育の教養科目及び基礎科

目，並びに専門科目及び国際交

流科目の充実を図る。 

・ 平成 18 年度以降の新教育課程について，教育改革室及び各学

部での検討の結果，学部一貫教育の強化のため，全学教育科目を

中心に，以下の改革案を決定し，新科目の開講準備を開始した。 

①コアカリキュラムの運用状況の点検，授業科目区分の整備

(「分野別科目」を「主題別科目」，「複合科目」を「総合科

目」に改称)。 

②「共通科目」において，「情報処理・情報科学」を「情報学」

に再編・刷新，体育学Ｂ(講義)を新設。 

③従来の外国語科目を基礎(コア)部分の「外国語科目」と発展部

分の「外国語演習」に再編，「外国語演習」では専門科目及び

国際交流科目との連関を強化し卒業年次までいつでも履修でき

る態勢を構築，英語において，ＣＡＬＬシステムを利用したオ

ンライン授業及びＴＯＥＦＬ－ＩＴＰ試験に基づく成績評価を

導入，自習支援システムを構築，ＴＯＥＦＬ，ＴＯＥＩＣ試験

等の優れた成果に基づく単位認定制度を新設。 

④主題別科目の中に，数学，物理学及び化学の入門科目を新設，

文系学生向けコアカリキュラムとしても活用。 

⑤理科基礎科目において，コース別履修制度・互換性科目(専門

科目)を導入し専門科目との連関を強化，授業内容の標準化(共

通教科書の編纂等)，自然科学実験に融合的要素を加えて抜本

的に刷新，文系学生向け自然科学実験の刷新。 

⑥文系基礎科目(人文科学の基礎，社会科学の基礎)の新設 

・ 全学教育の抜本的刷新に合わせて，各学部の専門科目について

も，大学院教育・卒業後の社会的貢献や全学教育との関連を重視

しつつ，少人数教育，双方向型授業の推進，学内外の医療現場で

の実習の充実などの授業改革及びカリキュラムの改訂(理学部：
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「理学部共通科目」の新設，医学部：「医学研究実習」の新設，

歯学部：全国歯科大学共用試験対応のカリキュラム，農学部，獣

医学部：専門職業人としての自覚及び問題解決能力を育成するた

めの導入教育科目の新設等)を決定したほか，他の学部において

も 18 年度以降の学部専門教育について検討する(歯学部，工学

部)など，継続的に教育改革に取組んだ。 

・ 国際交流科目は 24 科目開講され，延べ 231 名の留学生と 179

名の日本人学部・大学院学生(合同授業４科目における全学教育

科目の履修者 32 名を含む)が共に学んだ。 

・ 学部専門教育における理系基

礎科目について，学部の枠を越

えた「互換性科目（異なる学部

で展開されている共通の内容を

もつ科目）」として単位を共通

化すること，並びに互換性科目

を全学教育の基礎科目における

コース別履修制度と接続させる

ことについて，具体的に検討す

る。 

・ 平成 18 年度以降の新教育課程について，教育改革室及び各学

部での検討の結果，基礎科目と専門科目の連関の強化を目指し

て，理科基礎科目においてコース別履修制度及び互換性科目(専

門科目)の導入を決定し，新科目の開講準備を進めるとともに，

関係学部で規程を整備した。 

・ 進路指導及び人間教育を含め

た個別指導を行うため，学部・

学科等の特性に応じ，研究室・

ゼミへの分属等の少人数教育を

さらに進める。 

・ 学士課程教育における少人数教育は本学の特徴であり，全学教

育における一般教育演習と分野別科目の論文指導講義とともに，

専門教育ではゼミナール，研究室単位の教育を基礎としている。

平成 17 年度は専門教育の開講科目数 3,435 のうち，25 人以下の

科目は 1,547 であり，引き続き少人数教育を推進した。 

(ⅲ）大学院教育 

・ 大学院授業のシラバスの内容

を充実させるとともに，総合大

学として研究科の枠を越えた連

携を図り，「大学院共通授業科

目」の開講数をさらに拡大す

る。 

・ 大学院授業のシラバスは，文学研究科(平成 19 年度からホーム

ページ上で公開予定)を除くすべての研究科等で作成されてお

り，それぞれ内容の充実を図っている。ホームページ上への掲載

の状況は（ii）大学院課程に記載したとおりである。 

・ 既存の研究科の枠を越えた横断的な新しい大学院教育プログラ

ムとして平成 12 年度から実施している，全研究科等の学生を対

象とする大学院共通授業科目についても，毎年開講科目の増加を

図り，17 年度には 20 分野で 47 科目(16 年度は 12 分野 35 科目)

を開講し，1,510 名が履修して，学際的で有意な人材育成を目指

した。 

・ 大学院課程における高度専門

職業人の育成のため，引き続き

学位論文に代えてリサーチペー

パーの提出により修了させる等

・ 修士課程における高度専門職業人育成については，法学，経済

学研究科及び平成 17 年度からは公共政策大学院が修士専修コー

ス等を設置し，特定課題に関するリサーチペーパーあるいは研究

成果報告書の提出をもって修士論文に代えることとし，コースワ
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の特別な教育課程（特別コー

ス，専修コース等）の充実を図

る。 

ークを中心とした大学院教育を行った。また，薬学研究科が「臨

床薬学コース」，水産科学院が「広領域教育コース」を設け，他

の研究科等も高度専門職業人育成の新たな方法の検討を行った。 

・ 大学院学生の研究水準を向上

させるため，修士論文，博士論

文，学会誌投稿論文等の執筆や

学会発表を促すよう，引き続き

指導体制の充実を図る。 

・ 各研究科等において，先端的研究への大学院生の取り組みを指

導し，研究活動に要する経費等を支援する制度を活用しつつ，国

際雑誌や学会誌などへの投稿と学会やワークショップでの報告を

促進した結果，平成 17 年度に修士課程在学者の学術論文は 963

編，学会発表は 3,235 件，博士課程在学者の学術論文は 2,156

編，学会発表数は 3,214 件であった。 

・ 大学院学生に早期に第一線級

の研究者との協働を体験させる

ため，国内外での研究活動・学

会に参加させるよう，引き続き

指導体制の充実を図る。 

・ 各研究科等・専攻・講座・研究室において，学会旅費等への補

助を含めて大学院生の学会参加促進を進めた結果，学会参加数は

修士課程で国際 472 名,国内 2,747 名,博士課程で国際 657 名,国

内 2,467 名であった。  

③授業形態，学習指導法等に関す

る具体的方策 

・ 学部学生に各年次にわたって

適切な授業科目を履修させるた

め，各学期ごとに，学生各自の

履修科目登録における単位数の

上限を設定することについて，

引き続き各学部ごとに検討す

る。 

・ 教育改革室及び各学部での検討の結果，平成 18 年度入学者か

ら第１年次において履修登録単位数の上限設定の導入を決定し，

制度の詳細を「「秀」評価，ＧＰＡ制度及び履修登録単位数の上

限設定の実施について(Ｑ＆Ａ)(平成 18 年度入学者用)」として

公表した。第２年次以降の上限設定については，全学部が検討を

開始した。 

・ 教育効果を高めるため，引き

続き学士課程，大学院課程と

も，学生参加型授業，少人数授

業及び体験型授業や，インター

ンシップ等の社会経験・実地研

修型授業等の拡充に努める。 

 

・ 教育効果を高めるための学生参加型授業，少人数授業及び体験

型授業や，インターンシップ等の社会経験・実地研修型授業等の

拡充については，教育改革室，教務委員会，各学部・研究科等に

おいて検討し，全学的な課題として取り組み，下記のとおり実施

した。 

・ 学生参加型授業については，全学教育の一般教育演習等で推進

し，大学院課程及び学士課程の演習等では広く採用されているほ

か，講義でも各教員の努力で推進されており，学生による授業ア

ンケートの結果によると，「効果的に学生の参加を促したか」と

いう設問に対し，肯定の意見(強くそう思う，そう思う)が平成 16

年度 47.3％から 17 年度は 48.3％に増加した。国際広報メディア

研究科では自治体と共同して政策提案を行う授業を実施するな

ど，学習意欲を高め授業に積極的に参加させる特色ある取組を実

施した。 

・ 少人数教育については，全学教育では一般教育演習や論文指導
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講義の拡充などを通じて推進し，多人数の講義にはＴＡを配置し

てきめ細かな教育を行うようにした。学部専門科目においても開

講科目 3,435 のうち履修者 25 名以下の科目は 1,547，履修者 26

名から 50 人の科目が 828 となった。 

・ インターンシップについては，平成 16 年度から全学教育で

「インターンシップ」科目を新設し学部・大学院にかかわらず全

学的に実施するとともに，４学部が独自に専門科目として開講

し，単位認定を行った。また，５研究科においても独自にインタ

ーンシップに関する科目を開講して，単位認定を行った。さら

に，単位認定はされないが，４研究科の学生がインターンシップ

に参加した。インターンシップ以外の社会経験・実務研修型授業

も 10 学部の専門教育，９研究科で開講し，体験型授業としては

学問分野の特性に基づき，調査実習や早期臨床実習等を開講して

いる。  

・ 学士課程の演習，実習等にお

いてきめ細やかな指導を行うた

め，引き続きティーチング・ア

シスタントの有効活用に努め

る。 

・ 全学教育科目及び学部専門科目の演習，実習を担当する教員の

きめ細やかな指導の補助を目的にＴＡを採用する科目を増やすと

ともに採用数を拡大してきた。ＴＡの採用数は，平成 17 年度に

は延べ 2,490 名・149,347 時間(全学教育 566 名・19,596 時間，

専門教育 1,924 名・129,751 時間)に増加した。 

・ 大学院課程における学位取得

率を向上させるため，引き続き

学位授与基準の設定及び見直し

について検討する。 

・ 平成 17 年度に教育改革室の下に設置した大学院教育検討ＷＧ

において，平成 17 年９月の中央教育審議会答申「新時代の大学

院教育－国際的に魅力ある大学院教育－」の趣旨に沿って,各研

究科等における円滑な学位授与を促進するための諸施策につい

て,問題点及び改革の可能性を精査し,体制整備を含め改善に向け

た具体的検討を開始した。 

・ 情報リテラシー能力の育成や

教育効果の向上のため，情報基

盤センター及び附属図書館を中

心として，情報メディアを活用

する教育の実施・支援を引き続

き強化・拡充する。 

・ 情報基盤センターは 1,254 台の教育用コンピュータを全学に配

置し，さらに附属図書館に増設して教育情報システムのオープン

利用環境を強化・拡充するとともに，協調学習のためのグループ

用ポータルの提供，ｅ－ラーニング利用可能な教育用コンテンツ

配信，札幌・函館キャンパス間におけるハイビジョン画質での遠

隔教育環境の提供などを行った。情報基盤センターが提供する教

育情報システムは，全学部生によって利用されており，そのＩＤ

は教育用の統合ＩＤとして使用され，１年次第１学期に行われる

情報教育によって学生にＩＤを取得させるとともに，基本的な情

報教育を行った。 

・ 附属図書館は情報検索入門授業を 51 回，文献検索ワークショ

ップを９回，ライブラリー・セミナーを 21 回，文献探索講習会

１回を行うなど，情報メディアを活用した教育支援を実施した。 
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・ 平成１６年度に新規に創設し

た顕彰制度に基づき，表彰を実

施する。 

 

 

 

 

・ 「北大えるむ賞」の受賞者を拡大するとともに，平成 17 年４

月に新設の「北大ペンハロー賞」に基づき，課外活動等における

顕著な功績を収めた個人又は団体に対して表彰した。これに基づ

く表彰は，①「北大えるむ賞」：２個人，②「北大ペンハロー

賞」：19 団体３個人である。 

・ 男女共同参画事業の一環として，研究者を目指す優秀な女子学

生育成のために「大塚賞」（対象者 10 名）を新設し，９月修了者

から１名，３月修了者から９名に奨励金 500,000 円を授与した。 

・ 優秀学生育成のために，「新渡戸賞」を新設し，学業成績が秀

でており，かつ，人格に優れ，他の学生の模範になると認められ

る学部学生 89 名に対して年間 200,000 円の奨励金を授与した。 

・ 部局においても，次の顕彰制度を創設した。 

①医学研究科・医学部：音羽博次奨学基金（学業・人物ともに優

秀者 ５名） 

②工学部：電気学会北海道支部賞（奨学金：システム工学科卒業

生中の成績優秀者 １名） 

③獣医学部：獣医学部長特別表彰（韓国及び日本獣医師免許取得

者：留学生が日・韓の獣医師免許取得した努力を評価 １名） 

④情報科学研究科：三上奨学賞（修士修了者のうち，優秀な学生

に賞状と記念品 １名） 

⑤情報科学研究科：吉本千禎先生記念賞（修士修了者のうち，優

秀な学生に賞状と記念品 １名） 

④適切な成績評価等の実施に関す

る具体的方策 

・ 成績評価基準の明示並びに厳

格な成績評価を徹底させるた

め，学士課程においては，引き

続き成績評価基準や成績分布の

公表範囲の拡大を図るととも

に，大学院課程（修士課程）に

おいても，成績評価基準の見直

しについて検討する。 

・ 全学教育科目については，平成 15 年度以降，①成績評価基準

の明示(シラバスに「到達目標」「評価の基準と方法」を明示)，

②成績評価基準(授業科目ごとのガイドライン)の設定，③成績評

価結果(クラス別の成績分布)の公表，④成績評価の妥当性の検討

(評価の極端な片寄りの点検)を実施しており，平成 17 年度に

は，新教務情報システム上で成績評価分布状況表(成績分布ＷＥ

Ｂ公開システム)を整備し，公表した。 

・ 専門科目についても，各学部で同様の取組を進め，平成 19 年

度までに全学部で成績分布の公表を実施することを９月教務委員

会で確認し，各学部の了解を得た。 

・ 大学院課程における成績評価基準の見直しについては，各研究

科等で検討を進め，経済学，医学，工学，獣医学，情報科学研究

科，水産科学院及び公共政策大学院において 17 年度入学者から

「秀」評価導入を決定した。 

・ 本学卒業者の質を保証するシ

ステムの一環として，学士課程

・ 平成 17 年度入学者から全学部で「秀」評価及びＧＰＡ制度を

実施し，１学期のＧＰＡデータを利用してクラス担任による成績
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年度計画 実施状況 

における，「秀」評価（優の上

に秀を加えて５段階評価とす

る）及びＧＰＡ（grade point 

average）制度の試行を通じ，

本格利用に向けた準備を進める

とともに，修学指導等への積極

的な活用方法について検討す

る。 

不良者に対する修学指導を行い，クラス担任アンケートによりそ

の状況を把握し，今後の改善策を検討した。 

・ ＧＰＡ制度の本格利用について，関係委員会，学部等で検討

し，平成 18 年度から授業料免除の選考基準に利用することを決

定した。 

・ 医学部では，医師国家試験の合格率とＧＰＡとの連関性を分析

し，利用方法の検討を行った。薬学部においては，学科配属及び

分野配属の際の参考とするとともに，ＧＰＡ優秀者を表彰する制

度を導入した。また，他の各学部においても，専門科目における

成績評価基準の設定等の具体的方策について，検討を開始した。 

・ ＧＰＡ制度の改善について，教育改革室及び各学部等で検討

し，全学教育科目の体育学Ａ，情報学Ｉを「パス・ノンパス

(P/NP)科目」(通算ＧＰＡの適用除外科目)とすること，既修得単

位として認定された単位の取扱いを改訂すること等を決定し，そ

れらをまとめて平成 18 年３月に「「秀」評価，ＧＰＡ制度及び履

修登録単位数の上限設定の実施について(Ｑ＆Ａ)(平成 18 年度入

学者用)」として公表し，あわせて「ＧＰＡ制度の取扱いに関す

る要項」を定めた。 

        (3) (3) (3) (3) 教育教育教育教育のののの実施体制等実施体制等実施体制等実施体制等にににに関関関関するするするする実施状況実施状況実施状況実施状況    

年度計画 実施状況 

①適切な職員の配置等に関する具

体的方策 

・ 教員組織編制の在り方につい

て ，Ⅱの 3 の⑥の「中長期的

視野に立った適切な人員（人件

費）管理に関する具体的方策」

に掲げるところにより，研究科

等における柔軟な編制が可能な

適切な教員編成とし得るシステ

ムについて検討し，成案を得

る。 

・  企画・経営室において，研究科等における柔軟な教員組織編制

が可能となるシステムについて検討し，これまでの「国立大学法

人北海道大学教員配置規程」に基づく人員管理から総人件費管理

に移行することとし，「ポイント制教員人件費管理システム」に

ついて取りまとめた。「ポイント制教員人件費管理システム」と

は，各職種の平均給与を基に，教授を１ポイント，助教授を

0.798 ポイント，講師を 0.748 ポイント，助手を 0.604 ポイント

として，各部局等の総ポイントを定め，その範囲内において職種

や員数にとらわれない教員人事管理を行う制度である。この検討

結果を受け，平成 18年度から同制度を導入することとした。 

  あわせて運営費交付金の一定割合を全学に留保し，総長のリー

ダーシップの下に全学的な視点から定員または人件費の措置を講

ずる「全学運用定員制度」については，総人件費管理に移行する

ことに伴い，総長の下に留保した教員に係る人件費（教員人件費

積算総額の４％の額）を配分する「全学運用教員制度」に移行す

ることとし，さらに適切な教員編制としうるシステムとした。ま

た，平成 21 年度までに，総長の下に留保する教員に係る人件費

の額を段階的に５％に拡大することとした。 
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年度計画 実施状況 

・ 教員組織編制の在り方の見直

しと併せて，大学の教育目標を

達成するための研究科等におけ

るより柔軟な教育支援職員の配

置について，引き続き検討を進

める。 

・ 大学の教育目標を達成するため，特に要望の強かった全学教育

「化学」に技術職員を１名配置した。また，企画・経営室におい

て，改正学校教育法に対処する「本学における教員の職に係る方

策」の検討と平行して教室系技術職員に係る検討・議論を進め

た。検討結果は「教室系技術職員に関する基本方針（案）」とし

て，研究科等の長に提案し，平成 18 年度中を目途に，教育支援

機能を充実させるため全学的視野に立った一元的管理を目的とす

る組織を設置すること，組織を設置するための検討ワーキンググ

ループを設置することが了承され，同ワーキンググループにおい

て組織を設置するため引き続き検討を進めることとした。 

②教育に必要な設備，図書館，情

報ネットワーク等の活用・整備

の具体的方策 

・ 老朽化した施設の改修につい

ては，豊かな自然や歴史的な景

観の保全，及びバリアフリー環

境にも配慮しつつ，Ⅴの１の⑤

の「施設等の整備に関する具体

的方策」に掲げるところにより

実施する。 

 

 

・ 老朽施設再生整備として，以下の事業を実施した。 

①文系（経済学部）研究棟の改修 

②歴史的建造物としての外観維持に配慮した環境資源バイオサイ

エンス研究棟改修施設整備等事業（ＰＦＩ事業）の第Ⅰ期工事      

また，バリアフリー環境を実現するため，以下の事業を実施し

た。 

①クラーク会館に身障者用エレベーターと外部スロープの設置 

②保健管理センターに身障者用リフトと身障者トイレの設置 

③情報科学研究科情報棟に身障者用エレベーターの設置 

④医学部図書館に身障者用エレベーターの設置 

⑤事務局新館のエレベーターの身障者用への改修及び旧・新館間

の渡り廊下の設置  

・ 講義室においては，引き続き

視聴覚装置・プレゼンテーショ

ン装置等の教育設備の充実に努

める。 

・ 各部局においては，必要性の高い液晶プロジェクター，ＶＴ

Ｒ，ＯＨＰ，スクリーン等を中心に更新，新設による整備充実を

図り，全学的にも設備設置講義室数の増加及び設備率が微増し

た。機器設置状況は，ビデオは講義室で 69％，演習室で 56％，

スクリーンは同じく 97％，62％，液晶プロジェクターは 49％，

32％，ＯＨＰは 58％，21％などと設備率が増加した。 

・ 全学教育についても，視聴覚装置等の整備を順次計画的に行

い，要望に応じた体制を整備した。 

・ 附属図書館においては，引き

続き学生の学習に必要な資料の

充実，並びに学術研究コンテン

ツや図書目録データベースの整

備・充実等によるネットワーク

情報の利用環境の改善に努める

とともに，留学生・国際対応サ

ービスを拡大するため，国際交

・ 附属図書館において，購入または寄贈により 26,298 冊の図書

を受入れるとともに，学部等の図書室においても 44,645 冊の図

書を受入れ，学生の学習に必要な図書館資料の充実を図った。ま

た，図書館委員会の下に設置した「学術研究コンテンツ小委員

会」において，電子ジャーナル及び電子的参考資料の充実につい

て検討し，新規の電子ジャーナル６タイトル，電子的参考資料３

タイトルを選定するとともに，利用頻度の少ない電子ジャーナル

34 タイトルの購読を中止した。図書目録データベースについて



 

 - 33 - 

年度計画 実施状況 

流科目図書コーナーの充実や，

情報提供の観点からホームペー

ジ上の外国語版の拡充を図る。 

は，平成 17 年度に受け入れた全図書 70,943 冊を登録するととも

に，機械化される昭和 61 年以前に受け入れた図書 52,208 冊を遡

及登録し，充実を図った。 

・ 留学生・国際対応サービスを拡充するため，国際交流科目関連

図書として 125 冊を購入するとともに，ホームページについても

利用者サービスに関する部分 48 頁相当について英語版を作成し

掲載した。 

・ 情報基盤センターにおいて

は，セキュリティーの確保や利

便性を向上させるため，キャン

パス・ネットワークの整備を進

めるとともに，マルチメディア

を活用する教育の支援に引き続

き努める。 

・ キャンパスネットワークについては，老朽化の進んだハブの更

新，地方研究施設のＶＰＮ接続の実現に加え，安全な無線ＬＡＮ

のテストベット環境を構築し，利便性を向上させた。また，外部

からの不正な侵入を防ぐファイアウォールを更新するとともに，

不正侵入探知・防御システムを導入し，情報セキュリティ確保の

水準を一層向上させた。 

・ キャリアセンターと連携した遠隔キャリア相談や海外大学との

異文化コミュニケーション遠隔講義を具体化する試みを高精細な

会議システムを採用して開始した。 

・ 平成 17 年度から３年次にわたる「次世代 e-Learning システム

創出事業」の一環として，「デジタルコンテンツ生成・管理・発

信システム」（スタジオ）について初年度の基礎的環境整備を実

施した。 

・ 全学の教育利用に供するために，引き続き 1,254 台のクライア

ントコンピュータを全学に分散配置し，教育情報システムを提供

した。これらは，ＨＩＮＥＳ上の教育用仮想ＬＡＮにおいて一元

的に管理されており，グループ学習支援，授業自動収録支援，Ｃ

ＮＮ放送教材利用支援等，教育学習情報環境を提供した。教育情

報システムは授業時間外はオープン利用されており，同センター

では，引き続き休日においてもオープン利用を実施した。 

・ 学生の正課授業及び課外の体

育活動のための施設の充実に，

引き続き努める。 

・ 陸上競技場及び第二体育館の整備，スポーツトレーニングセン

ターの宿泊棟サッシ入替，小体育館及び第一体育館ステージの床

補修，サッカー・ラグビー場の整備，サークル会館電話設備更新

等を行った。また，漕艇部に救命艇を，ハンドボール部に同ゴー

ルを，軟式庭球部にコートローラーをそれぞれ購入した。なお，

弓道場及び的場を平成 18 年度に改修する準備として埋蔵文化財

の試掘及び本調査を実施した。 

③教育活動の評価及び評価結果を

質の改善につなげるための具体

的方策 

・ 各教育組織において，前記

・ 平成 16 年度に国立大学法人北海道大学評価規程を制定し，各

部局等を点検及び評価を行う「実施部局」とし，部局評価組織を

置くこととした。平成 17 年度に新設した教育組織においても，

同規程に基づき内規を定め，評価組織を設置した。 
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（１）の⑤の「教育の成果・効

果の検証に関する具体的方策」

に掲げるものを含め，組織とし 

ての教育活動及び個々の教員の

教育活動を評価するための体制

並びに評価結果を教育の質の向

上及び改善に結びつける体制の

整備を進める。 

・ 平成 17 年度は，10 教育研究組織で自己点検評価を実施し，５

教育研究組織で実施方針等を検討した。なお，評価室において

は，これらの組織の活動実績を取りまとめ，各組織に周知した。 

・ 学生による授業アンケートを

引き続き実施するとともに，ア

ンケートの実証性について検証

する。 

・ 本学では平成 11 年度から継続的に授業アンケートを実施して

おり，平成 17 年度も引き続き実施した（実施教員数 952 人，実

施率 67％）。アンケート結果は，各教員及び所属部局長にフィー

ドバックするとともに，評価室において全体的な分析を行った。 

・ これまで無記名式で行ってきた授業アンケートの実証性を検証

するため，平成 16 年度に実施した記名式授業アンケート結果に

ついて分析を行った。その結果，無記名式と記名式では，結果に

おいて統計的に有意な差がなく，今後も無記名式で継続すること

とした。なお，分析結果については各教員に通知するとともに，

ホームページで公表した。 

・ アンケート結果への教員の対

応を学生に公開する方法等につ

いて検討し，成案を得る。 

・ 評価室において，授業アンケート結果への対応等の調査方法，

公開方法を検討し，成案を得た。成案に基づき，各教員へ平成 17

年度のアンケート結果の通知にあわせて調査を実施した。調査内

容は，当該アンケート結果に対する対応だけでなく，結果に対す

る意見，担当授業に関して学生に伝えたいことや過去の結果を受

けて対応したことについても記載できるものとした。なお，提出

された教員の対応等については，原則的に授業名，担当教員名も

含めホームページで公表することとし，公表のための作業を進め

た。 

・ 教育活動に対する自己点検・

評価の結果をファカルティ・デ

ィベロップメント（ＦＤ）の充

実のために活用する方策につい

て引き続き検討する。 

・ コアカリキュラムの教育効果の中長期的な評価のため，10 月に

学部４年生全員(2,776 名)を対象として，コアカリキュラム(教養

教育)に関するアンケート調査を実施し，958 名から回答(回収率

34.6％)を得た。分析の結果，自然や宇宙，社会問題に興味を持

ち，幅広い知識を身に付け，新しいものの見方や価値観に触れ，

探求心を持つことについては成果が上がっているが，倫理観や奉

仕的精神を養い自分に自信をつける点では不十分なことがうかが

われた。自由記述欄のコメントも多く寄せられた。集計結果は報

告書にまとめて，全教員に配布した。ここに示された課題は，今

後の教育改革の指針とし，ＦＤのテーマに採用することとした。 



 

 - 35 - 

年度計画 実施状況 

④教材，学習指導法等に関する研

究開発及びＦＤに関する具体的

方策 

・ 教育ワークショップ，新任教

員研修会等の研修機会を一層充

実させるとともに，適切な実施

時期の設定，ＦＤ資料のオンラ

イン化，各研究科主催のＦＤの

支援などの推進を図る。また，

ティーチング・アシスタントを

担当する大学院学生には，引き

続き事前に研修を受講させ，そ

の資質の一層の向上に努める。 

・ 平成 17 年６月に新任教員研修会を開催し，69 名(参加率 54％)

を対象に，北海道大学の歴史と学風，平成 18 年度以降の教育課

程(ＧＰＡ制度及び履修登録上限設定による単位の実質化)，法人

化後の教員の権利・義務，学生指導，心のケアなどについて研修

を実施した。 

・ また，平成 17 年 11 月の教育ワークショップ(全学ＦＤ合宿)

は，講師以上の経歴５年未満の教員 37 名を対象に，「単位の実質

化」をテーマとして開催した。このワークショップの資料は事前

事後に誰でも参照できるよう高等教育開発研究部のホームページ

に公開した。 

・ 学部独自のＦＤは医学部,歯学部,工学部及び水産学部におい

て，また研究科等独自のＦＤは法学研究科(法科大学院)・経済学

研究科(会計専門職大学院)・公共政策学教育部の全専門職大学院

において実施した。今年度から医学部保健学科がＦＤを開催し，

学部ＦＤの活動は全学に広がりつつある。また，高等教育開発研

究部では，今後の指針を作るため，ＦＤの将来の在り方について

の研究会を開催した。 

・ ティーチング・アシスタントについては, 平成 17年４月に全学

教育科目ＴＡ研修会を開催し,全学教育科目担当のＴＡ約 250 名

及び専門科目担当のＴＡ38 名が参加し，年々増加の傾向にある

(うち全日参加した修了者は 201(16 年度は 209)名)。午前中はＴ

Ａに関する基礎知識を講義し，午後は昨年よりも多い９つの分科

会で講義とグループ学習を行い，ＴＡの資質向上に努めた。ま

た，水産学部では，教員とＴＡの連携を強化するため合同研修会

を実施した。 

・ 教育に関する研究開発プロジ

ェクトに対して，引き続き適切

な学内支援措置を講じる。 

・ 学内の教育改善・改革の取組を支援するため，教育改革室が中

心となり，各種教育プログラムへの応募や，各部局及び部局横断

的な教育改革の取組を促進した。 

１）文部科学省による公募プログラムの支援 

①文部科学省公募の各種教育プログラムに対して，教育改革室が

支援して応募した結果，８プロジェクト(現代ＧＰ１件，地域医

療等社会的ニーズに対応した質の高い医療人養成推進プログラ

ム１件，魅力ある大学院教育イニシアティブ５件，派遣型高度

人材育成協同プラン１件)が採択された。 

②「特色ＧＰ・現代ＧＰ取組活動フォーラム/パネル展」（平成 18

年３月）の実施 

大学の社会貢献の一環として，教育改革室の主導のもと，特色

ＧＰ・現代ＧＰに採択された本学の５つの取組の合同でフォー
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ラム及びパネル展を開催した。 

２）重点配分経費による教育改革支援 

  全学的な教育の質的向上，教育環境の改善を図るため，本学の

複数の研究者で構成するプロジェクト研究を公募することとし，

総長室重点配分経費にプロジェクト研究支援の経費を予算化し,以

下の教育に関する研究開発プロジェクトを全学に公募,採択し，教

育環境・内容の改善，教育のより充実を図った。 

①教育プログラム開発研究及び教育改革の試行  申請数 10 件，

採択数４件 

②全学教育プログラム開発研究，全学的視点からの教育プログラ

ム 申請数 12件，採択数９件 

⑤学内共同教育等に関する具体的

方策 

・ 言語文化部は，学部及び大学

院における外国語教育を実施す

るとともに，言語及び文化に関

する教育研究を引き続き推進す

る。 

・ 言語文化部においては，学部及び大学院における外国語教育を

実施し，全学教育の外国語科目で第１年次学生の第１学期・第２

学期合わせて 755 コマ(履修者は 23,204 名),第２年次学生の第１

学期・第２学期合わせて 425 コマ(履修者は 7,869 名)開講し，外

国語特別講義(全学教育の外国語演習と外国語Ｃを含む)を第１学

期・第２学期合わせて 120 コマ(履修者は 2,531 名，うち大学院

生 415 名)開講した。今年度から新たに,大学院共通授業において

「高度実践英語」２コマ(外国人教師担当，履修者数 36 名)を開講

した。 

・ 国際広報メディア研究科及び言語文化部の改組計画の検討に合

わせて，本学における今後の外国語教育の在り方について，教育

改革室を中心として，全学的な検討を開始し，17 年 12 月に中間

報告を公表し，さらに全学的な検討を進めた。 

・ 留学生センターは，留学生に

対して日本語，日本文化・日本

事情の教育及び修学・生活上の

指導・助言を行うとともに，海

外留学を希望する学生に対し，

「海外留学説明会」及び「目的

別説明会」を年数回開催するな

ど情報提供や指導・助言にさら

に努める。 

・ 留学生センターでは，平成 17 年度に授業の効率化・多様化を

図り，日本語コースの再編を行った。その結果，授業のレベル及

び種類が明確になり，また，オンラインでの申込みが可能となっ

たため，海外からの直接申込みにも対応できるようになった。 

  また，留学生指導部（教員２名）が病休等により相談業務を定

期的に遂行できない事態が生じたが，特に法律の知識を持つ非常

勤職員を雇用し，サービスの質を維持した。 

  派遣留学生拡大に向け，平成 16 年度から従来の年２回開催を

５回に増やした留学説明会を，平成 17 年度は６回に増やし，地

域別，特定大学向けを用意して多様な留学ニーズ対応・発掘を図

ると共に，地域的貢献と効率化を考慮し，一部は札幌圏他大学へ

も公開した。 

  また，派遣留学生の潜在的増に向け，学内に設置している情報

提供掲示板については，掲示物のデザインや色彩に工夫をこら
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し，情報の更新を頻繁に行うよう努めた。 

  さらに，平成 17 年度から，サマープログラムの対象地域・対

象校を７校に拡大し，夏期及び春期に実施し，潜在的な留学希望

者が長期留学へのステップとして利用できるよう環境作りに努め

た。以上の努力の結果，交換留学・サマープログラム等について

の問合せ・個別相談が平成 17 年 10 月～平成 18 年３月の間で約

90 件に上り，実際に留学に結びつくケースも数件みられた。平成

16 年度はデータを取っていないが，相談件数は，年間で約 90 件

程度と推定される。 

  なお，留学生センターは，国際交流室と協力して平成 17 年度

に初めてオープンユニバーシティに参加し，留学生・留学経験者

と高校生との座談会を行った。参加者が少人数のため，特にアン

ケート等は実施しなかったが，終了後，懇談の機会を得，「満足

した」との回答を得た。好評を博したため，現在平成 18 年度の

参加に向けて企画を策定中である。 

・ 高等教育機能開発総合センタ

ーは，全学教育，入学者選抜及

び高大連携に関する企画並びに

教育方法の開発・改善及び生涯

学習に関する研究を推進する。 

・ 高等教育機能開発総合センターには，全学教育部並びに高等教

育開発研究部，生涯学習計画研究部及び入学者選抜研究部の３研

究部がある。全学教育部においては，全学教育科目の企画・調整

を行い，高等教育開発研究部では，コアカリキュラムにおけるＳ

ＴＳ(科学・技術・社会)科目の研究，理系における大規模授業の

研究，ティーチング・アシスタントのあり方に関する研究等を，

生涯学習計画研究部では，ユニバーシティ・エクステンション

（大学教育の拡張）に関する研究，地域連携教育・人材育成の推

進に関する研究，地域生涯学習計画への参画に関する研究等を，

入学者選抜研究部では，入試広報の効果の検証，全学教育・大学

院教育・ＣｏＳＴＥＰ（科学技術コミュニケーター養成ユニッ

ト）への参画，入試による選抜効果の検証，初等中等教育との接

続の評価，効果的な入学者選抜方法の開発等を行い，これらの研

究成果については各種出版物を通して学内の教員等に周知し，Ｆ

Ｄや入学試験の企画，地域社会の生涯学習計画の策定等にも実践

的に生かした。 

・ 総合博物館においては，引き

続き学術標本の収蔵・展示・公

開及び学術標本の教育研究の支

援並びにこれらに関する研究を

推進し， 開かれた博物館とし

て，土・日曜日，祝日を開館日

とし，毎月第２土曜日には市民

・ 学術標本の整理及び教育研究への支援を行うとともに，土・日

曜日，祝日を開館日とし，さらに札幌市内の文化施設等の夜間開

放を行うカルチャーナイト等の臨時開館についても機動的に対応

した。 

・ 毎月第２土曜日の市民向け公開セミナーの定期的な開催に加え

て，第４土曜日のＣＯＥセミナー開催も定着し，その結果毎月２

回のセミナー実施となり，年度計画以上の成果を達成した。 
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への公開セミナー及びシンポジ

ウムを行い，地域社会への教育

普及に寄与する。 

・ 博物館２階南側を整備し，常

設展示を行うとともに，企画展

の開催にも努める。 

・ 博物館２階南側を整備して，平成 17 年 11 月３日に新しい常設

展示「ミュージアムラボ」をオープンした。なお，この一画には

ミュージアムショップを開店した。さらに３階にも獣医骨格標本

展示を新設した。企画展示は「シベリア・マンモス」展，「新着

標本展 2005－チョウとガに魅せられた研究者たち」展など 12 回

実施した。 

・ 平成１６年度からの「ＣＯＥ

パラタクソノミスト養成講座」

を継続実施し，さらに「大学院

共通授業科目」を開講する。 

・ ＣＯＥパラタクソノミスト講座は初級講座を２種類・３講座か

ら４種類・６講座に，中級講座を４種類・４講座から５種類・５

講座に充実させるとともに，パラタクソノミスト養成講座特別企

画を実施した。さらに大学院共通授業「学術標本・資料学」を新

たに開講した。 

・ 保健管理センターは，学生及

び職員の心身の健康管理に関す

る専門的業務を実施する。 

・ 保健管理センターでは，学生及び職員の心身の健康管理に関

し，次のとおり専門的業務を実施した。 

①新入生の健康診断を入学式前に実施し，受診率は 98.6%とほぼ

目標の受診率を達成した。                         

②健康診断における有所見者が二次検査を受検したか否かを確認

して，未受検者には受検を勧奨するなど，健康診断の事後措置

を充実させた。 

③採血を伴う特殊健康診断において，迷走神経反射（ＶＶＲ）に

よる事故の予防のため，問診を充実させると共に臥位での採血

を取り入れ，安全施行を実施した。 

④大学祭における急性アルコール中毒死の危険が極めて高いと判

断し，学生委員会において大学祭での禁酒を提言し，実行に移

された。 

⑤メンタルヘルス対策の一環として，「カウンセラーと一緒に観

る映画会」を５回及び朗読会を１回実施した。 

⑥札幌キャンパス産業医として，当センター医師が 17 回の職場

巡視を行い，また，衛生管理者(当センター薬剤師)も事前巡視

を行うことにより,安全で健康な職場環境の実現に努めた。 

⑦受動喫煙防止の一環として，衛生管理者を対象に講演会を開催

した。 

⑧健康教育の一環として，全学１～２年生を対象とする総合講義

「なぜ病気になるのか－治療医学から予防医学へ」を実施し

た。 

・ 体育指導センターと高等教育 ・ 体育指導センターを高等教育機能開発総合センターに統合し，



 

 - 39 - 

年度計画 実施状況 

機能開総合センターを統合し，

高等教育機能開発総合センター

の生涯学習計画研究部に生涯ス

ポーツ科学研究部門を設置し，

同部門が学生及び職員の体育の

指導に関する専門的業務を実施

するとともに，体育に関する公

開講座を実施し，地域住民の体

力の向上，健康増進にも寄与す

る。 

センター生涯学習研究部に平成 17 年４月に生涯スポーツ科学研

究部門を設置した。 

・ 高等教育機能開発総合センター生涯学習計画研究部生涯スポー

ツ科学研究部門は，スポーツトレーニングセンターを利活用し，

学生・教職員を対象としたスポーツ懇話会「対人球技の競技力向

上のための筋力トレーニング理論と実践」を開催し,アメリカンフ

ットボール,ラグビー,サッカー,ラクロス等の対人球技におけるト

レーニング方法，理論について実技を含めた講演会を実施した。

また,市内在住の 65 歳以下の市民を対象とした公開講座「北国の

健康スポーツ～転倒予防運動と歩くスキー～」を開催した。本講

座は,積雪寒冷地においては冬期間,転倒の不安から外出を控え,体

力・健康度ばかりではなく気力や意志力の低下を早め,引きこもり

を助長するなどの悪循環が起こりやすいため,体力向上トレーニン

グの効果を期待し,転倒予防に役立つ知識や運動メニューについて

健康・スポーツ科学の面から講義し,実技実践するものである.な

お,本講座は道民カレッジの連携講座(ほっかいどう学コース 15 単

位)に指定されている。 

・ 文部科学省が実施する「国民体力調査」（本学の学生で 18 歳，

19 歳の 200 名が対象）を担当し，体力・運動能力調査を実施し

た。 

⑥学部・研究科等の教育実施体制

等に関する特記事項 

・ 国家資格等の職業資格に関連

した人材や社会的に高度な専門

職業能力を有する人材の養成ニ

ーズに対し基幹総合大学として

積極的に応え，その使命を果た

していくため，公共政策大学院

及び会計専門職大学院を設置す

る。 

・ 法学研究科，工学研究科，経済学研究科の連携により，高い政

策能力を持った国際的にも通用する人材の要請を目指し，文理融

合型の公共政策に関する専門職大学院として，平成 17 年４月１

日に「公共政策学教育部･公共政策学連携研究部」（公共政策大学

院）を設置し，42 名の学生を受け入れた。入学者選抜の工夫によ

り，法学部，工学部，経済学部，教育学部卒等の学生，元国会議

員，現職の地方自治体議員･職員，ＮＰＯ活動に関わる人材等，

多様な入学者を確保した。 

・  公認会計士制度を担う高度な会計専門職を育成するため，平成

17 年４月１日に会計専門職大学院として大学院経済学研究科に会

計情報専攻を設置し，10 名の学生を受け入れた。今年度の入学者

のうち１名が，公認会計士試験に合格した。 

        (4) (4) (4) (4) 学生学生学生学生へのへのへのへの支援支援支援支援にににに関関関関するするするする実施状況実施状況実施状況実施状況    

年度計画 実施状況 

①学習相談・助言・支援の組織的

対応に関する具体的方策 

・ 大学における学修システムや

生活上の留意事項を確実に理解

・ 学部新入生ガイダンス，オリエンテーション等の内容につい

て，全学教育委員会で検討し，平成 17 年度から履修指導に加え

て，学生生活全般についても指導・支援を強化した。また，平成

18 年３月にクラス担任会議を開催し，ＧＰＡを利用した修学指導
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させるため，学部新入生ガイダ

ンス・オリエンテーション等の

内容の見直しについて引き続き

検討する。 

や履修登録上限設定等について意見交換を行い，次年度に向けた

修学指導の方針を確認するとともに，メンタルヘルスに関する講

演等によりクラス担任と学生相談室，保健管理センターの連携の

強化を図った。 

・ 学部においては，「合宿研修」を新たに試み，クラス担任や上

級生との交流を深める等，特色ある内容の充実を図った。 

・ 初年次学部学生における相談

体制を充実させるため，クラス

担任の業務内容を明確に位置付

けることにより，成績不良者，

留年者及び留学生等への個別対

応の徹底化を図るとともに，従

来の学生個人等がクラス担任と

相談するためのオフィスアワー

及びクラス単位でクラス担任と

相談するためのクラスアワーの

充実を図る。高年次の学生にお

いても，学習指導体制の一層の

充実を図る。 

・ 初年次学部学生の指導について，クラス担任マニュアルを作成

して，クラス担任によるオフィスアワー及びクラスアワーを活用

し，個別指導の強化を進めた。また，学生相談室，保健管理セン

ターとの連携の強化を図り，１学期のＧＰＡデータを利用してク

ラス担任による成績不良者に対する修学指導を実施した。 

・ クラス担任アンケートにより，オフィスアワー，クラスアワ

ー，ＧＰＡデータを利用した修学指導の状況を把握し，改善策を

検討した。留年者数について各学部の実状を調査し，いくつかの

学部ではクラス担任による指導が留年者数の減少に効果を上げて

いることが分かったことから，クラス担任マニュアル改訂のため

作業グループを立ち上げることとした。 

・ 高年次学生については，ゼミナール(演習)や研究室での学生へ

の少人数教育あるいは個別指導に加えて，進級ガイダンスは経済

学部以外の 11 学部,オフィスアワーは文，教育，法，経済，医，

歯，工，獣医，水産の９学部が実施した。なお，薬学部において

は，学生５～６名に教員１名を配置するきめ細かな担任制度で対

応した。 

②生活相談・就職支援等に関する

具体的方策 

・ 学生相談室，保健管理センタ

ー，クラス担任等の学生相談業

務の任に当たる者の連携強化を

図るため，学生相談室相談員及

び保健管理センター医師・カウ

ンセラー等で組織する連絡会議

を設置し，定期的に開催する。

また，クラス担任全体会議に学

生相談室長が出席し，学生相談

体制の現状，学生からの相談に

係る対応方法等について説明を

行うなど，連携の強化を図る。 

・ 学生相談室，保健管理センターの学生相談業務の任に当たる職

員の連携強化を図るため，学生相談室相談員及び保健管理センタ

ー医師・カウンセラー等による「学生相談関係連絡会議」を１回

開催し,平成 18 年度に向けた学生相談体制について検討を行うと

ともに,事例に関する検討会を４回行った。また,学部のクラス担

任教員による代表者会議・全体会議に学生相談室長が出席し,学生

相談体制の現状，学生からの相談に係る対応方法等について説明

を行った。 

・ 学生と携わる機会の多い教職員への啓発のため，クラス担任教

員，全学及び各部局の学生委員会委員及び学生支援担当の事務系

職員等を対象とする「学生相談・メンタルヘルス講演会（講演題

目：今時の学生相談）」を開催した。 
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・ 学生から学習・研究環境及び

生活環境に関する意見・要望を

聞き，それに速やかに対応する

体制は，既に，全学教育履修者

及び一部の学部・研究科の専門 

教育履修者を対象として実施し

ているが，今後さらにその実施

体制を拡充させる。 

・ 平成 17 年度から，全学教育履修者を対象とする「学生の声」

の回収を，週１回から２回とし，迅速な対応に努めた。 

・ また，これまでの法学，工学，獣医学，水産学に加え，平成 17

年度から，新たに大学院経済学研究科会計情報専攻（専門職学位

課程）に「学生投書箱」を設置し，さらに法，経済（会計）で

は，メールによる相談にも応じ，国際広報メディア，脳科学では

学生へのアンケートを実施した。各学部や大学院にあっては，少

人数の教育・研究指導が演習や研究室を単位に行われており，そ

れらを通じた学生の意見・要望の聴取を日常的に行っている。 

・ 本学学生の生活実態及び本学に対する期待・要望等を把握し，

学生の生活・修学・進路等の支援体制の充実を図るための基礎資

料とするために学生生活実態調査を行った。 

・ 「セクシュアル・ハラスメン

トの防止等に関するガイドライ

ン」に従って学生・職員を対象

に啓発活動を行い，併せて相談

員の資質の向上を図る。 

・ 学生及び職員を対象とした啓発活動として，ポスター・リーフ

レットを作成・配付した。 

・ 学生相談室専門相談員と保健管理センターとの合同会議を開催

し，最初の相談窓口でセクシュアル・ハラスメント苦情相談とア

カデミック・ハラスメント苦情相談を明確に識別して，セクシュ

アル・ハラスメント苦情相談の事案はセクシュアル・ハラスメン

ト相談員へ，アカデミック・ハラスメント苦情相談の事案は学生

相談室長へ直ちに引き継ぐこととし，メールや電話での外部から

の苦情相談や深刻な事案で判断が難しい場合は，学生相談室長に

連絡するシステムとした。また，新任のセクシュアル・ハラスメ

ント相談員に対し業務内容説明会を実施した。 

・ 学生相談室の存在を周知させ

るため，相談室の場所，予約方

法，相談内容の例示等を記載し

たミニカードを作成し，相談室

を訪問しやすい態勢を整える。 

・ 学生及び教職員に対して，学生相談室の存在を広く周知するた

め，同相談室の場所，予約方法，相談内容の例示等を記載した名

刺判サイズの「ミニカード」を 20,000 部作成・配付し，学生が

同相談室を気軽に利用できるように努めた。 

・ 学生相談体制の充実を図るため，学生相談室，保健管理センタ

ー「カウンセリング」及び・函館キャンパス「メンタルヘルス相

談室」に，正規職員のカウンセラーを配置することについて検討

を行い，平成 18年度からの配置が決定した。 

・ アカデミック・ハラスメント

を防止するためにガイドライン

を作成し，研修会を実施すると

ともに苦情相談体制の組織作り

を行う。 

・ 平成 16 年度に「アカデミック・ハラスメント」防止対策のた

めの５大学（北海道大学，東北大学，東京大学，東京工業大学，

九州大学）合同研究協議会を発足し，同年度に３回，平成 17 年

度に２回開催して協議した。さらに，平成 18 年３月に公開シン

ポジウム「アカデミック・ハラスメントの現状と対策」を東京大

学で開催し，協議会の最終報告書として「アカデミック・ハラス

メント防止ガイドライン作成のための提言」を作成した。 
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・ アカデミック・ハラスメント，セクシュアル・ハラスメント，

その他の人権侵害を含めた「北海道大学におけるハラスメントの

防止等に関するガイドライン（案）」，「国立大学法人北海道大学

ハラスメント防止規程（案）」を教育改革室で作成し，平成 18 年

度制定に向けて，セクシュアル・ハラスメント防止等対策室で組

織体制等を検討した。 

・ 学生のサークル活動やボラン

ティア活動を支援するため，サ

ークル活動に対してはリーダー

養成講座，事故防止講習会，冬

山登山講習会等を実施し，ボラ

ンティア活動に対しては「学生

ボランティア相談室」において

活動先の紹介やボランティア養

成講座等を実施するとともに，

それらの支援機能の充実を図

る。 

・ サークル活動への支援のため，体育系学生団体の育成及び競技

力の向上を図るための「リーダーズ・アッセンブリー」，交通事

故，飲酒事故の予防・防止並びに安全対策への意識の向上を図る

ための「事故防止に関する講習会」，登山事故防止を図るための

「冬山登山講習会」を実施した。 

・ ボランティア活動への支援のため，「学生ボランティア活動相

談室」において活動先の紹介や，本学学生のボランティア体験談

の発表及び障がい者疑似体験等を内容とする「学生ボランティア

養成講座」を実施するとともに，同相談室を広く周知するため，

学生向け広報誌「えるむ」（平成 17 年７月号）にスタッフ及び活

動内容等を掲載した。また，学生ボランティア活動相談室は，

132日開室し，延べ 490名の利用があった。 

・ 学生が自主的に企画・立案を

行う，キャンパス生活の充実，

地域社会との連携及び本学のＰ

Ｒ活動等のプロジェクトに対し

て，経費の助成を行う「北大元

気プロジェクト」を引き続き実

施する。 

・ 「北大元気プロジェクト 2005」の募集を平成 17 年６月に実施

し，応募のあった 18 件のうち「津軽海峡鯨類目視調査」，「黒百

合群生地復元事業」及び「ウラホロクマ糞プロジェクト」など 17

件のプロジェクトを採択し，プロジェクト遂行に必要な物品等の

経費として 445万円を超える助成を行った。 

・ 学生への就職情報の提供や多

様な就職支援活動を充実させる

ため，キャリアセンターにおい

て，全学的な就職支援体制を整

備・拡充する。また，教育効果

の向上のみならず就職支援の観

点からも，全学教育においてイ

ンターンシップの科目を充実す

るとともに，キャリア教育に関

する新たな授業科目を創設す

る。 

・ キャリアセンターでは，就職支援体制を強化するため 17 年４

月から専門的知識及び経験を有する者を採用するために全国公募

を行い，職員１名を配置した。 

・ 学内の教員との連携・協力を図る組織として，中央官庁で勤務

経験のある教員を中心とした国家公務員Ⅰ種職員採用試験支援連

絡会を発足させて，ＯＢによる講演会・官庁業務説明会の開催

（10 回），模擬面接（参加学生 43 名），面接カード相談会（参加

学生 37名）などを実施した。 

・ 就職相談体制の強化を図るため，外部の就職情報関連企業と協

力して 18 年１月から試行的に週２回の相談会を開催し，延べ 51

名の学生がエントリーシートの添削や模擬面接などの助言を受

け，学生から好評を得ている。次年度においても継続することと

した。 
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・ 施設の整備では，遠隔地に所在する函館水産学部にキャリア支

援室を開設して就職情報提供の強化を図った。更にキャリアセン

ターと接続するテレビ会議システムを導入して就職相談などの支

援体制を確立した。 

・ キャリア教育面では，平成 17 年度から特別講義「キャリアデ

ザイン」（１年次１学期：２単位）を開講し，120 名が受講し

た。講義は，２回の自己分析（ＥＱ能力），北城恪太郎経済同友

会代表幹事，高橋はるみ北海道知事及び今井義典ＮＨＫ解説委員

長等５名の著名な学外講師による講義，グループディスカッショ

ン及び発表会を行ったが，受講後のアンケートでは，将来のキャ

リアを考える上で役立ったと答えた学生割合は 80%，学習意欲が

高まったと答えた割合は 79％に達するとともに，ＥＱ能力（感情

知能指数）の各項目も５から７ポイント改善した。 

・ 全学教育のインターンシップでは，新規開拓などを含め登録数

89 団体，受入可能数 163 名（前年度登録数 50 団体，受入可能数

90 名）を確保して多くの学生が参加できるようにしたことから，

109 名の学生が参加（前年度 88 名）した。インターンシップに

参加する学生は，３年次及び修士１年次が大部分を占めていた

が，低学年の２年次生が 25 名（前年度９名）と大きく伸びたほ

か官公庁及び企業の公募型インターンシップも奨励し，23 名の学

生（前年度 13 名）が参加した。なお，来年度は，企業等の公募

型インターンシップに多くの学生が積極的に参加するようインタ

ーンシップの「チャレンジコース」を設けることとした。 

③経済的支援に関する具体的方策 

・ 学生に対する経済的支援を充

実させるため，平成１６年度に

見直した入学料及び授業料免除

の採択基準に基づき，平成１７

年度から実施する。 

・ 学生に対する経済的支援の観点から以下の施策を実施した。 

・ 授業料免除 

①半額免除者を増やして免除者数の拡大を図った。 

②家計基準の中で，奨学金を収入として取り扱ってきたが，返還

を要する奨学金については収入から除くこととし，基準の緩和

を行った。 

平成 16 年度前期免除者数   984 名(全額免除 828 名，半額免

除   156名） 

平成 17 年度前期免除者数 1,442 名(全額免除 404 名，半額免

除 1,038名） 

平成 16 年度後期免除者数  973 名(全額免除 818 名，半額免

除   155名） 

平成 17 年度後期免除者数 1,443 名(全額免除 383 名，半額免

除 1,060名） 

・ 入学料免除 
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  家計基準の中で，奨学金を収入として取り扱ってきたが，返還

を要する奨学金については収入から除くこととし，基準の緩和を

行った。 

  平成 16 年度入学料免除者数 144 名（全額免除 ６名，半額免

除 138名） 

  平成 17 年度入学料免除者数 129 名（全額免除 ８名，半額免

除 121名） 

・ 専門職大学院における入試成績優秀者に対して入学定員の 10%

の範囲内で入学初年時に入学料・授業料を免除する総長裁定枠を

設け，法科大学院，公共政策大学院，会計専門職大学院をあわせ

て入学料 11名，授業料 10名の免除を行った。 

・ 大学院学生・ポストドクター

への研究助成や国外での学会発

表などに対する助成，学部学生

の外国留学の助成及び奨学金等

については，本学の教育・研究

活動を支援する「財団法人北海

道大学クラーク記念財団」等と

連携を図りつつ，支援の充実に

努める。特に，大学院生及び学

部学生の外国留学のための奨学

金等の充実に努める。 

・ 学部学生等海外派遣（留学）のため，クラーク記念財団と連携

を図り，長期は１件 25 万円を 22 件，短期は１件７万円を 10 件

助成（平成 16 年度は長期：１件 20 万円を 14 件，短期：１件 10

万円を７件）することにより，海外留学の機会拡大を図った。 

  また，大学院学生等の国際学会等出席のため，昨年度と同様

に，本学国際交流事業基金及びクラーク記念財団と連携を図り助

成を行い，海外における学会発表の支援を行った。 

  さらに，法・工・情報科学研究科などが部局独自の資金によ

り，293 件（16 年度は 132 件）に対し海外渡航・研究助成など

を行った。 

④社会人・留学生等に対する配慮 

・ 留学生に対する修学上・生活

上の支援を一層充実させるた

め，全学的視点のもとに，留学

生担当専任教員を配置する制度

について引き続き検討する。ま

た，職務についての全学共通マ

ニュアルを策定する。 

・ 留学生担当専任教員を全学的視点のもとに配置する制度の検討

及び留学生担当専任教員の職務についてのマニュアル作成につい

ては，中心となる教員が病休等で長期に不在だったこと等によ

り，平成 17 年度は検討及び作成することができなかったが，留

学生に対する修学上・生活上の支援を一層充実させるという観点

で，「留学生指導教員のための留学生支援ガイド」を留学生指導

部により作成・配布した。 

・ 本学留学生を支援する「北海

道大学外国人留学生後援会」等

と連携を図りつつ，引き続き日

常生活面における支援に努め

る。 

・ 北海道大学外国人留学生後援会と連携し，「留学生の賃貸住宅

入居に伴う連帯保証」として平成 17 年度は 300 名の保証を行っ

た（平成 16 年 176 名）。また，「留学生の賃貸住宅における事故

等に対する連帯保証人支援」として２件（約 127 万円）の支援

（立替払い用）を行った。さらに，「留学生を支援する団体に対

する経済的支援」として，北海道大学国際婦人交流会が留学生向

けに発行している印刷物で，子育て情報を掲載した「赤ちゃんと

子どものさっぽろのくらし 2006（2002 の改訂版）」の刊行費と
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して約 54万円を援助した。 

  また，市民ボランティア団体の協力を得て，新規受入れ留学生

を主対象として春・秋の２回で中古自転車を約 60台配付した。 

  さらに，イスラム教の人たちが安心して食事ができるメニュー

を提供した｢Halal Food Day｣を留学生センターの協力のもと北大

生協が開催し，約 200名の利用者があった。 

・ 留学生及び外国人研究者の学

修及び研究を実りあるものとす

るため，その家族を支えるボラ

ンティア団体「北海道大学国際

婦人交流会」等と連携を図りつ

つ，引き続き，日常生活面にお

ける支援に努める。 

・ 留学生，外国人研究者及びその家族に対する支援のため，平成

16 年度と同様に北海道大学国際婦人交流会と連携し，「初歩の日

本語と日本事情」を内容とした入門，初級及び中級の３クラスの

日本語サロンを開設するほか，盆踊り，餅つき等の異文化交流並

びに年３回の生活必需品の提供（ガレージセール）等を展開し

た。 

・ 社会人学生について，働きな

がら学修できる制度として実施

している，大学院における「長

期履修学生制度（標準修業年限

を超えて一定の期間にわたり計

画的に教育課程を履修し修了す

ることを認める制度）」を引き

続き実施し，「大学院設置基準

第１４条（教育方法の特例）」

を実施する研究科の拡大及び促

進を図る。 

・ 平成 16 年度から長期履修制度を導入し，17 年度には 15 研究

科等で受け入れ態勢を整備し，36 名の学生に長期履修を許可し

た。長期履修が適用されている学生は総計 86名となった。 

・ 14 条特例については，平成 17 年度に公共政策大学院が新たに

実施したことにより，実施研究科等は 11 研究科等に拡大した。

なお，18 年度には理学院が実施することとなり，実施研究科等は

12研究科等に拡大する。 

 

 ２．研究に関する実施状況 

        (1) (1) (1) (1) 研究水準及研究水準及研究水準及研究水準及びびびび研究研究研究研究のののの成果等成果等成果等成果等にににに関関関関するするするする実施状況実施状況実施状況実施状況    

年度計画 実施状況 

①目指すべき研究の方向性 

・ 全地球的な新規課題への機動

的対応を図り，新たな学問領域

の創生，産業活性化への貢献と

いう視点をより鮮明にした研究

の推進を図る。 

・ 後記②で述べるように，様々な研究分野において新たな学問領

域の創成，産業活性化への貢献という視点をより鮮明にした研究

が行われた。 

  特に，平成 17 年４月に新たな知の創造を目指す部局横断型の

研究拠点である「創成科学研究機構」と産学官連携の推進拠点で

ある「先端科学共同研究センター」を統合した「創成科学共同研

究機構」を設置し，知の創造から活用まで一連の流れを一元的に

掌握し，大学の研究機能や知的財産の活用能力の向上を図ること

ができる体制を整えた。 

・ また，２１世紀ＣＯＥプログラム「生態地球圏システム劇変の
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年度計画 実施状況 

予測と回避」による研究を推進し，寒冷圏と熱帯域の対比を軸に

生態地球圏システムの解明のため，全球環境変化モデルの要素と

なる北西太平洋の物理・化学・生物海洋モデルを改良し，地球温

暖化に伴う海洋生態系の将来予測を進めた。 

・ 本学が創設から現在まで継承 

し発展させてきた基礎及び応用

科学における特徴ある学問分野

をさらに強化するために，常に

世界をリードする研究を推進

し，その研究目的を確実に達成

することを基本とする。 

・ 後記②で述べるように，様々な研究分野において基礎及び応用

科学における学問分野を強化し，世界をリードする研究が行われ

た。 

  特に，２１世紀ＣＯＥプログラム「人獣共通感染症制圧のため

の研究開発」では，人獣共通感染症の制圧に向けた世界最高水準

の研究を推進し，野生水禽類から分離同定したインフルエンザウ

イルスを系統保存し，これらのウイルスからワクチン候補株を選

抜し，備蓄ワクチンを製造して，ニワトリにおける効果を確認す

る等新たな知見を得た。また，人獣共通感染症制圧対策を立案，

指揮できる専門家を育成し世界に供給することを目的として「人

獣共通感染症研究センター」を学内共同教育研究施設として平成

17年４月に設立し，国際拠点形成を目指している。  

・ 本学の研究の特徴である北海

道の特性・地域性に根ざした研

究を引き続き推進する。 

・ 後記②で述べるように，多くの研究分野において北海道の特

性・地域性に根ざした研究が行われた。 

  特に創成科学共同研究機構が戦略重点プロジェクトとして推進

する科学技術振興調整費による「食の安全・安定供給」において

は，昨年度に引き続き「根圏」と動物消化管内に生息する微生物

の単離・機能解析を進めた中で，ウシ腸管内細菌が生産するセロ

ビオースエピメラーゼの精製と遺伝子の単離に世界で初めて成功

し，機能性食品素材として有用性が期待される新規なオリゴ糖の

生産に道を拓いた。 

  また，水産科学研究院が研究を進めている都市エリア産学官連

携推進事業「水産・海洋に特化したライフサイエンス領域」にお

いては，地域の特産品であるガゴメコンブとイカに照準を絞り，

これらの製品化・高価値化につながる研究で大きな成果をあげ

た。 

②大学として重点的に取り組む領

域 

・ 北海道大学の基本的目標に鑑

み，数理・物理科学，ナノテク

ノロジー，生命医科学，バイオ

テクノロジー，情報科学，エネ

ルギー科学，地球環境科学，人

間･社会統合科学，グローバリ

・  年度計画に記載した研究領域については，２１世紀ＣＯＥプロ

グラム，科学研究費基盤研究Ｓ，新世紀重点研究創成プラン等に

より大型プロジェクト研究による世界的研究拠点あるいは研究拠

点形成を目指し研究を推進した。 

  また，平成 15 年度採択の２１世紀ＣＯＥプログラムについて

は，平成 17 年度に中間評価が行われ，同年度本学から採択され

た６件のプログラムのうち「特異性から見た非線形構造の数学」，

「流域圏の持続可能な水・廃棄物代謝システム」，「スラブ・ユー
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ゼーション研究，知的財産研究

等の新たな時代における問題解

決及び技術革新が要求されてい

る先端的・複合的領域におい

て，世界的研究拠点として，あ 

るいは研究拠点形成を目指し

て，研究を推進する。 

ラシア学の構築」の３件がＡ評価を受けたのをはじめ，全てにつ

いて上位の評価を得た。 

・ 上記領域のほかに，旧来の学

問体系を超えた新たな学問領域

の創生を果たすために，複合的

学際的領域における世界的研究

拠点形成の核となりうる研究を

推進する。 

・ 部局横断的な研究推進を戦略的に実施する創成科学共同研究機

構では，超学問領域研究の創成，文系・理系にとらわれない調和

のとれた学術の社会還元を目指して，生命系，ナノテク・材料

系，環境系，エネルギー系，広域文化系，未踏系，情報系の重点

７分野で学際的・融合的研究をすすめた。 

・  ２１世紀ＣＯＥプログラム「新・自然史科学創成」において

は，ＩＯＤＰ（統合深海掘削計画），国立極地研究所南極観測事

業等の各種国際計画と密接に関連させて「新自然史科学」の研究

を推進した。 

・ また，２１世紀ＣＯＥプログラム「流域圏の持続可能な水・廃

棄物代謝システム」では，伝統的な学問領域「環境工学」，「土木

工学」，「資源工学」と先端的学問分野である「情報工学」，「バイ

オテクノロジー」，「ナノテクノロジー」を融合することによる新

たな環境社会工学「Socio-Environmental Engineering」の確立

を目指し，自立・分散型先端的水処理システムの開発，病原性生

物や化学物質のリスク評価技術の確立，資源リサイクル技術の開

発等に着手し，土木工学の分野に適切な時空間（流域圏）の発想

を持ち込む新たな視点により，国際的に高い評価が得られる研究

成果を挙げている。 

・ 地域社会の文化的・経済的活

性化及び公正な発展への貢献の

ため，特にその歴史・文化，自

然及び社会環境に対する理解を

深めるとともに，地域産業の高

度化・安定化等並びに新規起業

に寄与する研究を推進する。 

・ ２１世紀ＣＯＥプログラム「海洋生命統御による食糧生産の革

新」においては，マリンサイエンス研究分野で世界をリードする

「学術・研究拠点都市」をめざす函館市の「函館国際水産・海洋

都市構想」の研究拠点として，食糧問題に重きを置いたウナギ始

原生殖細胞ＰＧＤの可視化と発生経路解明，同属異種間の魚類の

借腹生産，海藻における人工的生活環の誘導などの研究を水産科

学研究院を中心に行い，成果を得つつある。 

  さらに，都市エリア産学官連携推進事業「水産・海洋に特化し

たライフサイエンス領域」では，ガゴメコンブとイカという２大

テーマを柱とし，直ちに成果を産業に反映可能な内容と大型成果

の結実を期待する長期展望型研究として，「ガゴメのライフサイ

クル操作等に関する研究開発」，「イカ資源の高価値化と健全性確
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年度計画 実施状況 

保に関する研究開発」を行ない，既に参画企業によるガゴメ素材

を使用した製品の販売，イカの品質保持技術による活イカ輸送を

実現した。 

  また，地域産業の高度化や新規起業に寄与する研究として札幌

ＩＴカロッツェリアの創成や日系企業の中国市場における情報リ

スク調査研究，地域通貨制度の理論と応用に関する研究をはじめ

として，全学的に様々な研究が進められた。 

・ 基幹総合大学として，大学の

みが能く担いうる基礎的領域に

おける研究の今日的及び将来的

意義を見極め，その成果を発展

的に継承することに努めるとと

もに，近未来における人類の福

祉への貢献はもとより，さらに

普遍的な視点に立った研究の推

進にも努める。 

・ 文学研究科や理学研究科をはじめとして，全学的に様々な基礎

的領域における研究が行われた。 

  ２１世紀ＣＯＥプログラム「心の文化・生態学的基盤に関する

研究拠点」では，本研究の４つの柱である「社会的知性と社会的

適応課題の究明」，「協力行動の進化的・社会的基盤の分析」，「社

会規範の適応論的分析」，「文化の進化ゲーム論的分析」につい

て，実験研究，自律エージェント型シミュレーション及びフィー

ルド調査を行うとともに，異なる文化的背景を持つ参加者がイン

ターネットを介して相互作用を行う国際通信実験を中国，台湾及

びニュージーランドとの間で開始した。 

  また，２１世紀ＣＯＥプログラム「特異性から見た非線形構造

の数学」では，数学とその周辺諸科学に存在する非線形構造に焦

点を当て，特異性の視点より，数学内部（非線形解析学，数理解

析学，接触幾何学，特異点論，代数幾何学，表現論，力学系等）

の深化とともに，周辺諸科学（数理物理，数理生物，結晶成長，

画像処理，気象学，散逸構造，断層面同定等）の活性化と新展開

を目指した研究を推進し，平成 17 年度においてはＭＣＡＳ

（Mathematical Center for Advanced Study)セミナーの開催，

締結済みの学部間協定を大学間協定に拡大する準備等の研究推進

を行った。 

③成果の社会への還元に対する具

体的方策 

・ 成果を市民や地域社会，企業

等に分かり易く伝えるため，印

刷物，データベース，ホームペ

ージ等の多様な媒体を用いた広

報活動及び公開講座，公開展示

等の充実を図り，北海道大学を

基点とする情報発信を推進す

る。 

・ 本学では，研究者の研究業績を平成 11 年度からデータベース

化して公表しており，平成 17年度も内容の更新を行った。 

・ 平成 17 年 12 月開催の広報室会議において，ホームページのリ

ニューアルを決定し，平成 18 年４月に完成した。リニューアル

後のトップページ等は，画像を多く用いるなど，視覚的に分かり

易いデザインとし，訪問者別インデックスを設けるなどユーザー

の利便性に配慮した内容とした。 

・ 広報誌では，学外広報誌である「リテラポプリ」が本学の最新

の研究内容を一般にも分かり易く紹介しており，17 年度において

も，同誌を年４回発行し広く学内外に配布するとともに，あわせ

てホームページでも公開した。 
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・ 公開講座も一般市民，高校生等を対象に多数の講座が開講さ

れ，多数の受講があった。 

・ 総合博物館では，精力的に企画展示を実施し，研究成果の情報

発信を行った。 

・ 産学官連携のもとで，研究成 

果を産業技術として社会に移

転・還元する体制の整備を図る

とともに，連携基盤醸成のため

の交流事業を推進する。 

・ 平成 17 年４月に新たな知の創造を目指す部局横断型の研究拠

点である「創成科学研究機構」と産学官連携の推進拠点である

「先端科学共同研究センター」を統合した「創成科学共同研究機

構」を設置し，知の創造から活用まで一連の流れを一元的に掌握

し，大学の研究機能と知的財産の活用機能の連携を図れる体制を

整えた。 

  また，企業ニーズ発展を促進するためのシステムとして活動を

展開する「産学官連携研究会」では，例会を９回，各研究会を 15

回実施し，企業ニーズを収集するとともに，ニーズとシーズのマ

ッチングを行い，事業化に向けた活動を展開した。 

・ 大学と企業等との包括連携等

を整備し，技術交流等を推進す

る。 

・ 平成 17 年度は新たに（独）国際協力機構（ＪＩＣＡ），（株）

北洋銀行，帝人（株）の計２社１機関との間において，各関連分

野の技術交流を展開するための研究交流，専門家・調査団の派遣

などの人材交流，共同セミナー・知財研修などの人材育成を推進

するための包括連携協定を締結した。 

  また，既に協定を締結している６社２機関とは，技術交流や共

同研究のほかジョイント講演会，ビジネススクールやＭＯＴ教育

などの人材育成の推進を図った。 

・ 成果の社会への還元に資する

ため，知的財産たる特許の出願

を引き続き推進する。 

・ 重点配分経費による特許出願経費の予算化，インターネットを

活用した発明届の受付及び知的財産審査会の月２回開催による出

願決定までの迅速化等の方策を引き続き実施するとともに，教員

等には，知的財産セミナーを通じ質の高い発明等とするための明

細書の記載等について説明を行い，特許の出願を推進した。 

・ 平成 16 年度は出願件数の増加を目指したが，平成 17 年度は特

許の質向上を目標とすることとし，活用されやすい特許の出願に

努めた。発明届出件数は，309 件とほぼ前年度並みであったが，

出願決定数は 224 件となった。このうち企業等との共同出願決定

件数は，前年度の 114 件から 146 件と 28％増となり，前年度の

138件から 78件に厳選した。 

  平成 17 年度の特許出願件数は，国内 221 件（前年度 189

件），外国出願（ＰＣＴ出願を含む）は，76 件（前年度 12 件）

であった。 

・ 地球規模での自然環境保全と

人間活動の両立を目指す資源有

・ 農学研究科，水産科学研究院，地球環境科学研究院，低温科学

研究所等をはじめとして，全学的に様々な研究が行われた。 
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効活用，持続型食糧生産等の人

類共生に関する研究を通じ，世

界，とりわけアジア及び北方圏

の環境と生活向上並びに産業・

経済等の発展に寄与することに 

努める。 

・ ２１世紀ＣＯＥプログラム「生態地球圏システム激変の予測と

回避」では，寒冷圏と熱帯域の対比を軸に生態地球圏システムの

解明のため，全地球環境変化モデルの要素となる北西太平洋の物

理・化学・生物海洋モデルを改良し，地球温暖化に伴う海洋生態

系の将来予測を進めた。 

・ また，アジア発展途上地域における伝統的農業技術の生態経済

学研究やポスト冷戦時代のロシア・中国関係とそのアジア諸地域

への影響に関する研究，遺伝子マップ集団を利用した作物の根系

形質のＱＴＬ解析，アジア原産ミツバチのショ糖分解酵素の分子

機構に関する調査などアジア・北方圏の環境，産業・経済に関す

る研究も数多く行われた。 

・ 北海道の産業・経済及び自治

の活性化に寄与する研究をより

一層推進するとともに，北海道

の歴史及び民族の研究を促進

し，北海道文化の発展にもこれ

まで以上に貢献する。 

・ 北海道の産業・経済そのものの研究から，特許・起業により活

性化に寄与する応用研究まで，全学的に様々な研究が行われた。 

・ 特に，２１世紀ＣＯＥプログラム「海洋生命制御による食糧生

産の革新」においては，函館市及びその周辺市町村在住の市民や

関連企業を対象に同プログラムの研究教育内容を紹介する成果報

告会を実施しており，平成 17 年度は都市エリア産学官連携促進

事業との合同成果発表会として「函館エリアにおけるライフサイ

エンスの最前線」と題した講演会を平成 18 年３月に開催し，事

業の目的・概要・成果・今後の方向性などを紹介するとともに産

学官連携事業による成果品等の展示を行った。 

・ 北方諸民族に関する研究教育を総合的に推進する体制づくりに

ついて検討を行い，国内の関連機関等に関する現状調査を実施す

るとともに，平成 17 年 12 月に国際シンポジウム「先住民族と大

学」を開催した。 

・ 成果発表としての学術書及び

優れた教科書，並びに研究成果

の社会への普及を図る啓発書・

教養書等の刊行を推進する活動

への支援に配慮する。 

・ 本学の研究の成果発表としての学術書及び優れた教科書，並び

に研究成果の社会への普及を図る啓発書・教養書等を刊行する任

意団体である北海道大学図書刊行会について，大学出版部として

組織を整備するため，同刊行会の設置形態について役員会で協議

を進め，その結果，同刊行会は平成 17 年 10 月に有限責任中間法

人「北海道大学出版会」となった。 

  また，本学で実施している２１世紀ＣＯＥプログラムの活動報

告書刊行などに同出版会を活用すると同時に交流プラザ「エルム

の森」及び総合博物館ミュージアムショップで同出版会の出版物

を販売するなどの配慮をした。 

④研究の水準・成果の検証に関す

る具体的方策 

・ 研究成果を，それぞれの研究

・ 研究戦略室（後記Ⅱの１の②参照）では，タイムズ社などの世

界の大学ランキングのベースとなっているデータを解析し，教員

の研究業績の客観的評価のための資料の分析・提示を行った。 
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分野において評価の高い学術誌

に原著論文として，あるいは国

際的に通用する著書として公表

するとともに，国内外の学会・

シンポジウム等において世界に 

向けて発信するように努める。 

  なお，タイムズ社の世界大学ランキングでは，平成 16 年度

202 位であった本学のランクが平成 17 年度は 157 位と上昇し

た。 

  また，研究成果の著名な国際雑誌への投稿の奨励，先端的研究

を誘導するための大型外部資金導入の戦略の立案を行った。 

    学術論文については，平成 16 年度 8,077（うちレフェリー付

6,567）件だったものが，平成 17 年度は 8,126（同 6,503）件，

国際学会等への発表件数は，2,558（うち国際 1,011）が 2,730

（同 1,011）と増加した。 

・ 研究領域ごとに専門家による

外部評価を受ける体制の在り方

について，後記（２）の⑥の

「研究活動の評価および評価結

果を質の向上につなげるための

具体的方策」に掲げる方策の一

環としてさらに検討する。 

・ 評価室と研究戦略室の連携の下，評価室に「研究評価ＷＧ」を

設置し，後記（２）の⑥の研究活動の評価を行うに当たって公正

中立を期すための方策を検討した。その一環として外部評価の在

り方についても検討し，本学としての基本的な考え方を報告書

「研究活動の評価を行うに当たって公正中立を期すための方策に

ついて」として取りまとめた。 

        (2) (2) (2) (2) 研究実施体制等研究実施体制等研究実施体制等研究実施体制等のののの整備整備整備整備にににに関関関関するするするする実施状況実施状況実施状況実施状況    

年度計画 実施状況 

①戦略的研究推進に関する具体的

方策 

・ 研究戦略室の下で，本学の主

導すべき研究プロジェクトの推

進等について立案するととも

に，本学における研究推進体制

の在り方について多角的に検討

する。 

・ 研究に関する将来計画等を企画立案する研究戦略室では，重点

配分経費による研究）支援及び成果発表の実施，包括連携協定締

結及び推進，２１世紀ＣＯＥプログラム拠点活動報告会の開催，

各種外部資金（科学研究費補助金・振興調整費）獲得方策の検討

や教員の業績評価（世界大学ランキング）のための調査等を行っ

た。 

・ 研究戦略室の下で，大型研究

教育プロジェクト等の獲得を円

滑に行うための情報収集･分

析，企画立案・調整を行う。 

・ 研究戦略室において，本学での科学研究費，受託研究，共同研

究，寄附金の過去の実績，他大学等の情報を収集・分析した結果

をもとに，特に大型科学研究費の獲得に向けて，重点配分経費を

活用し，大型科学研究費の獲得を目指している研究等に対して戦

略的に研究助成を行った。  

②適切な研究者等の配置に関する

具体的方策 

・ 大学としての将来計画並びに

研究課題の規模及び重要度・緊

急度に応じた機動的な研究者配

置を行うため，引き続き必要に

応じてⅡの１の⑤の「全学的視

・  大学の将来計画並びに研究課題の規模及び重要度・緊急度に応

じた機動的な教員の配置を行うため，全学運用定員制度の活用に

より，平成 17 年度は以下のとおり教員を配置し，全学運用定員

を活用した採用を行った。 

①評価室の円滑な運営のための教員配置 

②知的財産本部の体制強化のための教員配置 

③文書館設置に伴う教員配置 



 

 - 52 - 

年度計画 実施状況 

点からの戦略的な学内資源配分

に関する具体的方策」に掲げる

システムを活用した採用を行

う。 

④医学部保健学科の組織整備に伴う教員配置 

⑤薬学教育６年制への対応のための教員配置 

⑥博物館の充実のための教員配置 

⑦公共政策大学院及び会計専門職大学院の設置に伴う教員配置 

⑧ＣＯＥプログラムの円滑な推進のための教員配置 

・ 研究分野の特性に応じ，民間

組織・政府機関等から幅広く多

様な人材を獲得するため，人事

採用システムの弾力化について

引き続き検討する。 

・ 企画・経営室において，研究分野の特性に応じ，民間組織・政

府機関等から幅広く多様な人材を獲得するため，各部局等におい

て柔軟な採用を行うことができるシステムについて検討し，外部

資金等による教員雇用を可能とする「特任教員制度」及び「年俸

制」について取りまとめた。これらの検討結果を受け，平成 18

年度から，「特任教員制度」及び「年俸制」を導入することとし

た。 

・ 研究者の流動性を高めるとと

もに優れた人材を確保するた

め，Ⅱの３の③の「任期制・公

募制など教員の流動性向上に関

する具体的方策」に掲げるとこ

ろにより，引き続き任期制の導

入検討を促進するために必要な

調査研究を行うとともに，公募

制の推進に取り組む。 

・  企画・経営室における「本学における教員の職に係る方策

（案）」の検討の一環として，平成 19 年度以降新たに採用される

助教に対して全学的に任期制を導入することについて，各部局等

からの意見を集約し，助教に対する任期制の在り方等について，

引き続き検討することとした。 

   なお，平成 17 年度においては，次のとおり任期制を導入し

た。 

○水産科学研究院〈海洋生物資源科学部門資源保全管理戦略分

野，海洋応用生命科学部門安全管理生命科学分野《教授，助教

授》〉 

○人獣共通感染症リサーチセンター〈全部門《教授，助教授》〉 

○エネルギー変換マテリアル研究センター〈エネルギー変換シス

テム設計分野《助教授》〉 

○遺伝子病制御研究所〈全研究部門，疾患モデル動物実験施設，

ウイルスベクター開発センター《助手》〉 

・  公募制については，企画・経営室において，平成 16 年度の調

査結果及び新たに平成 17 年度に実施した公募状況の調査結果等

に基づき，公募以外の方法により教員人事を行った理由等を分析

した。その結果，各部局とも公募による人事を原則としつつ，特

定の職種について研究領域の特性等により公募以外の方法による

例もみられた。これらの例を踏まえ，今後とも公募制の推進に取

り組むこととし，その一環として，平成 18 年度から教職員の

「採用情報」を本学ホームページ上に掲載することとした。 

・ 研究の効率的な推進と円滑な

実施，特に重要度・緊急度の高

い部門を支援するため，必要に

・  研究の効率的な推進と円滑な実施，特に重要度・緊急度の高い

部門を支援するため，法科大学院及び公共政策大学院を担当する

法学研究科・法学部事務部に１名（17.４.１），先端生命科学研
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応じて技術職員や事務職員を適

正かつ柔軟に配置する。 

究院・生命科学院（平成 18 年度設置）を担当する理学研究科・

理学部事務部に２名（17.10.１）の事務職員を配置した。 

   また，技術職員については，平成 16 年度から引き続き，企

画・経営室において，改正学校教育法に対処する「本学における

教員の職に係る方策」の検討と平行して教室系技術職員に係る検

討・議論を進め，検討結果を「教室系技術職員に関する基本方針

（案）」として研究科等の長に提案し，平成 18 年度中を目途に，

教育支援機能を充実させるため全学的視野に立った一元的管理を

目的とする組織を設置すること，組織を設置するための検討ワー

キンググループを設置することが了承され，引き続き検討を進め

ることとした。 

③研究資金の配分システムに関す

る具体的方策 

・ 研究者個人や小規模グループ

が推進する研究プロジェクト

は，それぞれの研究者が外部資

金として獲得した競争的研究費

による実施を基本とするが，基

礎的・基盤的研究領域で，外部

資金の獲得が難しい初期段階の

萌芽的研究等については，重要

性や戦略性等を勘案しつつ，Ⅱ

の１の⑤の「全学的視点からの

戦略的な学内資源配分に関する

具体的方策」に掲げるシステム

を活用した研究資金の支援を行

う。 

・ 重点配分経費により，卓越した研究成果を上げることが期待で

きるプロジェクト（世界的レベルの戦略的プロジェクト研究）８

件，学術研究上新たな取り組みを行っているプロジェクト（先端

的融合学問領域創成につながる研究）２件を採択したほか，17 年

度からの新たな事業である開発途上国との共同研究，国際交流の

推進プロジェクト（国際貢献に関する研究推進）１件，自治体等

と連携したコストシェアの考え方に基づく研究事業（地域連携支

援推進事業）３件，世界最先端の研究に発展する可能性を秘めた

研究（若手研究者の支援）９件に対して，公募を通じて資金の配

分を行った。 

    なお，平成 18 年３月に重点配分経費による研究の成果報告会

を実施し，研究代表者が研究の進捗度合，得られた成果，発展

性，該当研究に基づく大型研究費獲得への働きかけ等について報

告した。 

・ 本学の伝統と特色を生かした

基礎的・応用的研究，地域・国

際貢献に関する研究，世界的レ

ベルの拠点形成研究，大学が主

導すべき戦略的プロジェクト研

究等については，その規模と重

要度・緊急度を勘案しつつ，必

要に応じて上記システムを活用

した研究資金の支援を行う。 

・ 重点配分経費により，世界的レベルの戦略的プロジェクト研

究，先端的融合学問領域創成につながる研究，国際貢献に関する

研究推進，地域連携支援推進事業，若手研究者の支援，２１世紀

ＣＯＥ活動報告会，産学連携推進会議の地域や企業との情報発信

の推進経費，成果の社会への還元としての特許出願費等の支援を

行った。 

    また，創成科学共同研究機構の研究活動を支援する経費とし

て，特定研究２部門，流動研究 12 部門に対して重点配分経費を

措置した。 

・ 外部からの新任教員に対する

支援促進制度（スタートアップ

・  企画・経営室において，平成 16 年度に行った調査・分析を踏

まえて，外部からの新任教員に対する支援促進制度について検討
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経費）について検討し，成案を

得る。 

し，学外の研究機関等からの採用であって，かつ研究業績の特に

優れた教員に対して，全学的見地から支援する制度について取り

まとめた。これを受け，平成 18 年度から，この制度をスタート

アップ特別支援事業として導入することとした。 

④研究に必要な設備等の活用・整

備に関する具体的方策 

・ 高度な研究設備のより横断的

効率的な利用を図るため，設

備・機器等を全学的に供用しう

る体制について引き続き検討す

る。 

・ 創成科学共同研究機構，触媒化学研究センター，電子科学研究

所附属ナノテクノロジー研究センターが所有する高度な研究機

器・装置について，創成科学研究棟オープンファシリティとして

学内外の研究者が利用できるシステムを整備するとともに，ウェ

ブサイトから利用予約ができるようにし，全学的な有効利用を図

った。 

  また，学内の共同利用施設・装置等のウェブサイトのリンク集

を作成し，「北海道大学研究機器利用の窓口」として本学トップ

ページに掲載した。 

・ 大学主導の重点的研究プロジ

ェクトの実施に必要な設備は，

学内共同利用設備として整備を

図る。 

・ 平成 17 年度科学技術振興調整費及び特定経費でプロジェクト

研究の実施に必要なために措置した設備については，創成科学研

究棟オープンファシリティとして学内外の研究者が利用できるシ

ステムを整備するとともに，ウェブサイトから利用予約ができる

ようにし，活用を促進した。 

・ 複合的・学際的な研究や共同

研究実施に係る研究ネットワー

ク構築に資するため，札幌キャ

ンパス以外の諸施設を含め大学

全体として施設・設備の適切な

整備を図る。 

・  函館キャンパスに海洋・水産科学における先端的・独創的研究

を推進する拠点施設として，マリンサイエンス創成研究棟の新営

整備を行った。また，札幌キャンパス以外の施設・設備につい

て，工事 16 件（24,344 千円），設備２件（6,278 千円）を整備し

た。 

⑤知的財産の創出，取得，管理及

び活用に関する具体的方策 

・ 知的財産本部の整備を進め，

学内の知的財産の持続的集積・

一元管理の枠組みを整える。 

・ 知的財産本部は，知的財産の一元的管理を行う組織として，本

部長の下，副本部長，知的財産戦略部及び知的財産権運用部の２

部で運営され，知的財産に関する戦略の立案，知的財産権の管

理・運用等を行っている。 

  知的財産戦略部に設置された知的財産審査会では，出願の可

否，権利化，企業等への技術移転等に関する審査を月２回行い迅

速に処理した。 

  また，知的財産権運用部には，学内の知的財産の発掘・権利

化・活用を行うため，知的財産マネージャー４名を配置してい

る。また，知的財産マネージャーの指導の下，研究等に知的財産

リサーチャーを委嘱し，発明等の先行特許調査を通じ特許情報検

索技術の向上を図るとともに，発明等の質の向上に貢献した。な

お，リサーチャーには，人材育成を兼ねて大学院学生を委嘱して

おり，平成 17 年度は 10 名に委嘱した。 
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  少人数での知財の効率的管理を目的に導入している特許管理シ

ステムについて，平成 17 年度から，発明の届出から出願及び期

限管理のほか，共同出願契約書，特許実施契約書等の関連書類も

取り込み，特許をより一元的に管理する機能の整備を進めた。 

・ 知的財産ポリシー，産学官連

携ポリシー及び利益相反マネジ 

メントポリシーの周知を図る。 

・ 知的財産ポリシー，産学連携ポリシー及び利益相反ポリシーに

ついて，知的財産マネージャーが発明届出のあった教員の研究室

へ赴き，発明相談とともに，各ポリシーについて理解を深めても

らうために個別に説明を行っており，研究室の訪問回数は延べ

760 回に達した。 

  また，知的財産本部のホームページに知的財産ポリシー，産学

連携ポリシー及び利益相反ポリシーを掲載して周知を促している

他，新任教員の研修会においても職務発明制度の説明を行った。 

・ 知的財産の創出，取得，活用

の一層の推進を図るため，セミ

ナー，ホームページ等を通じて

広く知的財産に関する啓発を行

う。 

・ 職務発明制度及び知的財産についての理解を深めるため，平成

17 年度は，日本弁理士会知的財産支援センターと協力し，知的財

産セミナーを前期（基礎確立ラウンド）・後期（応用発展ラウン

ド）をあわせて４日間開催し，延べ 420 名が受講した。同セミナ

ーの内容は以下のとおりである。 

  Ⅰ．基礎確立ラウンド（10 月 20～21 日，６コマ）講義内容 

①権利化と外国出願のプロセス，②優先権，特許法 30 条適

用と問題点，拒絶理由通知への対応，特許権と意匠，商標，

著作権との関係，③研究と事業化のための先行特許調査方法 

  Ⅱ．応用発展ラウンド（12 月１～２日，６コマ）講義内容 

①戦略的特許明細書の作成，②特許権と独占禁止法・不正競

争防止法，実務者が知っておくべき権利活用と契約の問題点 

  また，公共政策大学院の協力により知的財産法のオープン講座

を開設した。 

・ 知的財産リサーチャーの特許検索技術の向上を図るため，平成

17 年８月に特許検索システムの講習会を実施した。 

・ 発掘した発明等の評価能力を高めるために，財団法人全日本地

域研究交流協会との共催により平成 17 年７月に目利き人材育成

研修会を開催した。 

・ 本学教員のベンチャー立ち上げを支援するため，起業プロジェ

クトセミナー等を開催した。 

・ 知的財産本部のホームページにおいては，研究者紹介及びベン

チャー企業の紹介を行っているほか，メールマガジンを発行し，

タイムリーな話題を掲載し，知的財産に関する啓発を行った。ア

クセス数は，３万件を超えた。 

・ 知的財産に関する広報活動や ・ これまでに蓄積した知的財産の活用に向け地域からの情報発信
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データベースの充実を図るとと

もに，企業等との連携により，

知的財産の活用を推進する。 

を行うために，本学及び文部科学省の主催により，「産学官連携

イノベーションフェア in 北海道 2005」を，平成 17 年 11 月 10

日，11 日の両日，「第 19 回技術・ビジネス交流会（ビジネスＥＸ

ＰＯ）」及び「特許流通フェア in2005 北海道」と同時開催した。

なお，展示会の他に，知的財産に関するシンポジウムを大学技術

移転協議会と共催で開催した。このフェアには北海道内国公私立

10 大学，東北地区国立大学４大学，鹿児島大学及び北海道ＴＬＯ

（株）が参加し，開催期間中には 18,000 名の来場者があった。 

・ 第４回産学官連携推進会議（京都），第２回イノベーションジ

ャパン（東京），日本分子生物学会（福岡），日本農芸学会（京

都）等，大きなマーケットである関東・関西地域等で開催される

展示会等に参加し，積極的な知財情報発信を行った。 

・ 特許情報に関しては，引き続き知的財産本部のホームページで

公開したほか，平成 17 年度から独立行政法人科学技術振興機構

の研究成果展開総合データベース「Ｊ－ＳＴＯＲＥ」を本格活用

して，未公開特許情報を掲載し，知的財産の活用に向け積極的な

事業活動を展開した。 

⑥研究活動の評価および評価結果

を質の向上につなげるための具

体的方策 

・ 各研究組織において，前記

（１）の④の「研究の水準・成

果の検証に関する具体的方策」

に掲げるものを含め，組織とし

ての研究活動及び個々の研究者

による研究活動を評価する体制

を整備するとともに，評価結果

を研究活動の質の向上及び改善

の取組に結び付ける体制の整備

を進める。 

・ 平成 16 年度に国立大学法人北海道大学評価規程を制定し，各

部局等を点検及び評価を行う「実施部局」とし，部局評価組織を

置くこととした。平成 17 年度に新設した研究組織においても，

同規程に基づき内規を定め，評価組織を設置した。 

・ 平成 17 年度は，10 教育研究組織で自己点検評価を実施し，５

教育研究組織で実施方針等を検討した。なお，評価室において

は，これらの組織の活動実績を取りまとめ，各組織に周知した。 

・ 平成 16 年度から，「研究活動一覧」の掲載業績の点検・審査に

ついて，全学的な点検評価委員会が行う仕組みから，各研究組織

ごとに行う仕組みに変更しており，平成 17 年度も同様に実施し

た。なお，各研究組織における点検・審査実施の体制等について

評価室で検証し，その結果を各組織に周知した。 

・ 研究目標，研究計画，研究体

制管理，投入研究資源，研究成

果等につき客観的多面的な評価

項目を設定するなど研究活動の

評価を行うに当たって公正中立

を期すための方策を検討し，成

案を得る。 

・ 評価室と研究戦略室の連携の下，評価室に「研究評価ＷＧ」を

設置し，研究活動の評価を行うに当たって公正中立を期すための

方策を検討し，本学としての基本的な考え方を報告書「研究活動

の評価を行うに当たって公正中立を期すための方策について」と

して取りまとめた。 
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⑦全国共同研究，学内共同研究等

に関する具体的方策 

・ 学内の全国共同利用の附置研

究所・全国共同利用施設を中心

として，他大学等との連携によ

る効果的な共同研究を推進し，

全国に開かれた研究拠点として 

の地位のより一層の向上を図

る。 

・ 学内における全国共同利用の附置研究所・全国共同利用施設に

おいては，その特色を最大限に生かせるよう配慮し，附置研究所

においては低温科学研究所に平成 16 年度に設置した「附属環オ

ホーツク研究センター」の組織強化に着手するとともに，今後環

オホーツク圏の国際研究拠点としての役割を担えるよう，ロシア

科学アカデミー極東支部や中国の研究グループ等との共同研究を

開始した。 

  また，以下に述べる各センター等における他大学等の研究者対

象の「共同研究員制度」，最先端で活躍する他大学教員を客員と

して招いた大学間共同研究・技術交流，産学官共同研究推進のた

めの総合窓口機能や，２１世紀ＣＯＥプログラムをはじめとした

プロジェクト研究における他大学・全国の研究者の参加を積極的

に促し，研究拠点としての地位向上を図った。 

・ 本学における特色ある研究を

推進するため，既存学問分野の

さらなる発展と深化の促進並び

に異分野の融合による新しい研

究の芽生えを誘導することを目

指し，重要度・緊急度に応じた

大規模共同研究を戦略的に推進

する。 

・ 本学が培ってきた広範な学問領域（特に，地球温暖化・水の統

合的管理・循環型国際社会の構築・食糧・森林の安定的確保・感

染症対策）について，持続可能性という視点で横断的に捉え直

し，人類共通の目標価値である「持続可能な開発」を本学の国際

戦略の中心領域として，文部科学省「大学国際戦略本部強化事

業」に申請，採択された。具体的目標として「北東アジア・環オ

ホーツク北太平洋における気候システム」，「人獣共通感染症」

「北海道大学サステイナビリティ・ガバナンス計画」の３課題を

設定し，「持続可能な開発」の実現に貢献しつつ，本学の国際対

応，国際戦略全般の機能・能力向上を意識して活動を展開するた

め，総長が議長となり，教授，助教授及び学術国際部長で構成す

る「持続可能な開発」国際戦略推進会議を設置した。 

・ 触媒化学研究センターは，触

媒化学に関する研究，情報の発

信及び交流拠点としての活動を

推進し，この分野における全国

共同研究を実施する。 

・ 触媒化学研究センターにおいては，情報発信・交流拠点の活動

として，「国際シンポジウム」「研究討論会」の２事業を実施し，

平成 17 年度は，「日本の誇る先駆的研究成果を日本の研究機関の

主導で海外において情報発信する国際シンポジウム（講演者＝日

本人，聴衆＝外国人）」を初めてドイツのアーヘン工科大学で開

催し，250 名を超える盛況を得た。 

    このほか，本学において国際シンポジウム「不均一酸化触媒を

展望する」を開催したほか，昨年度まで実施していた「研究討論

会」と「研究発表会」とを統合した「精密材料設計のフロンティ

ア－戦略と機能化」を開催し，学内外から多数の研究者が参加し

た。 

   また，他大学等の研究者が同センターの教員と触媒化学に関す

る研究課題について共同研究を推進するための「共同研究員制
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度」により平成 17 年度は 55 件の共同研究を行った。 

・ スラブ研究センターは，スラ

ブ・ユーラシア地域に関する総

合研究を推進するとともに，こ

の分野における全国及び国際共

同研究を実施する。 

・ スラブ研究センターにおいては，２１世紀ＣＯＥプログラム

「スラブ・ユーラシア学の構築：中域圏の形成と地球化」を中心

に総合研究を推進した。このプロジェクトの下で 18 件の共同研

究を進め，この多くには大学院生，ポスドク研究者や他大学の研

究者を参画させ，全国規模の共同研究として推進した。 

   また，重点配分経費により「国際貢献に関する研究の支援」と

して「北海道とサハリン州：相互理解に資する歴史記述を求め

て」が採択され，これにより，サハリン国立大学と国際共同研究

を実施し，同大学と交流協定を締結するに至った。 

  さらに，特別教育研究費の拠点形成経費により，「スラブ・ユ

ーラシア地域と隣接地域との相互作用に関する総合研究」を全国

共同研究として実施した。 

・ 情報基盤センターは，全国共

同利用設備を含む情報基盤を整

備し，情報化を推進する研究開

発並びに情報メディアを活用し

た研究教育の実施及び支援を行

う。 

・ 情報基盤センターにおいては，全国共同利用設備であるスーパ

ーコンピュータシステムを更新し，従前に比べ 21 倍の総合演算

性能を有する大規模超高速計算システムを整備したことに伴い，

利用負担料金に計算ノード単位のパック型定額方式を導入した。 

  研究面では，全国共同利用設備を活用した学術研究を推進する

ため，全国共同利用７大学情報基盤センター長会議の下に設置さ

れたグリッドコンピューティング研究会，コンピュータネットワ

ーク研究会及び認証研究会において，調査研究を行うとともに研

究機関の相互連携と情報共有を図り，特にグリッドコンピューテ

ィング及び認証基盤の研究会においてはその中核を担った。 

  教育面では，学内共同利用の情報基盤を用いた情報教育，外国

語教育，遠隔教育，キャリア支援教育，教育デジタルコンテンツ

の諸分野で情報メディア活用教育の実施に大きな成果を上げた。 

・ アイソトープ総合センター

は，アイソトープを利用する研

究教育において共同利用施設の

活用を図る。 

・ アイソトープ総合センターにおいては，理学研究科，農学研究

科，医学研究科，大学病院，薬学研究科，工学研究科，獣医学研

究科，地球環境科学研究院，遺伝子病制御研究所等がアイソトー

プを利用する研究教育を行っており，さらに他大学の利用も受け

入れた。 

  また，利用者に対する教育訓練を年 10 回行ったほか，学生実

習，安全講習会の企画，実施等を行った。 

  平成 17 年度においては，サイクロトロンを利用した核医学や

放射薬品学等の分野で学外との共同研究を進展させた。 

・ 機器分析センターは，分析機

器を利用する研究教育において

共同利用施設の活用を図る。 

・ 機器分析センターにおいては，各部局より元素分析，質量分

析，核磁気共鳴分析，アミノ酸組成分析及び蛋白質配列分析の委

託を受け，分析装置に熟練した専任のオペレータにより，高精度
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な分析データを提供した。 

  平成 17 年度の実績は 16 部局から 10,617 件あった。 

・ 高機能エネルギーマテリアル

の開発基盤を構築するため，共

同利用施設として，エネルギー

変換マテリアル研究センターを

整備する。 

・ エネルギー変換マテリアル研究センターにおいては，最先端で

活躍している他大学の教授，助教授を客員教員として招き，大学

間の共同研究・技術交流を積極的に展開した。 

  また，日本人４名と外国人２名の若手研究者を非常勤研究員と

して採用し，科学研究費補助金６件，科学技術機構戦略的創造研

究推進事業分担課題１件等を獲得し，活発な研究活動を行うとと

もに，国内外の第一線で活躍する研究者を招いた国際シンポジウ

ムやセミナーを開催し，エネルギー変換マテリアル分野・変換シ

ステム分野の研究成果を公表した。 

・ 先端科学技術共同研究センタ

ーと創成科学研究機構を統合

し，創成科学共同研究機構とし

て再編することにより，本学と

産業界との連携協力の一元的窓

口としての機能を充実させる。

また，基礎的・学際的研究から

応用，開発及び実用に至る研究

並びにこれらの研究支援を行

い，本学と産業界等との研究協

力を推進するとともに，新たな

学問領域の創成及び研究科等横

断的な研究を推進する。 

・ 部局横断的な研究推進体制の確立，超学問領域研究の創成，文

系・理系にとらわれない調和の取れた学術の社会還元等を目指し

て先端科学技術共同研究センターと創成科学研究機構を統合し

「創成科学共同研究機構」として再編した。 

  本学と産業界との連携協力の一元的窓口としての機能を果たす

体制として，研究企画部を設置し，調査・企画，パテントマップ

化，ビジネスモデル化などの専門家を配置した。 

  産学官連携，地域連携及び起業人人材育成等，研究成果の活用

等に関する総合的な事項についての企画・立案を行うリエゾン部

を設置した。 

   さらに，学外に対する総合窓口機能と産学官共同研究を推進

し，中でもプロジェクト研究領域は学内での産学連携研究の中か

ら特に事業化の可能性が高い研究を公募し，新規事業創出やベン

チャー企業の立ち上げを全面に打ち出したプロジェクト研究を行

っており，平成 17 年度は共同研究プロジェクト７件，共同研究

６件が実施された。 

・ 量子集積エレクトロニクスセ

ンターは，ユビキタスネットワ

ーク社会発展の核となる量子集

積エレクトロニクスに関する研

究を推進する。 

・ 量子集積エレクトロニクス研究センターにおいては，ユビキタ

スネットワーク社会の発展のキーとなる大規模情報・通信集積シ

ステムやナノテクノロジー発展のキーとなる超微細電子・光シス

テムを構築する研究の推進を目指し，学内および学外との共同研

究を推進し，量子ナノワイヤ・ナノチューブ構造の作成と評価

等，多くの研究成果を得た。 

  なお，研究を推進するための基盤として，競争的資金を積極的

に獲得し，２１世紀ＣＯＥプログラム「知識メディアを基盤とす

る次世代ＩＴの研究」においては，センターからサブリーダー１

名，事業担当者２名が量子ナノエレクトロニクス分野の中核とし

て参画した。 
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・ 北方生物圏フィールド科学セ

ンターは，生物圏におけるフィ

ールドを基盤とした総合的な研

究教育を推進する。 

・ 北方生物圏フィールド科学センターにおいては，学内・全国の

研究者や研究機関との共同研究を拡大・推進しており，平成 17

年度は，本学との包括連携協定機関である三菱重工業及びＵＦＪ

キャピタルとの研究計画作成と研究費申請を行った。 

  特に三菱重工との共同研究においては科学技術振興調整費への

申請課題に基づく天塩研究林における「未利用木質バイオマスの

収集試験」を実施した。 

  また，同センターにおいてプロジェクト研究を企画し，提案と

組織作りを積極的に行うとともに，外部企画の各種プロジェクト

研究に積極的に参画することにより，センターのフィールド内外

で実施される共同研究の拡大・充実を進めた。なお，代表・分担

を含め約 20 件の取組に参加した。 

・ ベンチャー・ビジネス・ラボ

ラトリーは，ベンチャー・ビジ

ネスの萌芽となる独創的な研究

開発を推進するとともに，高度

の専門的職業能力を持つ創造的

な人材を育成する。 

・ ベンチャー・ビジネス・ラボラトリーにおいては，ベンチャー

シーズの萌芽となる独創的な成果を求め，平成 16 年度より進め

てきた，東芝，ＮＴＴドコモ，K-plex（米国），Intellpaxx

（独），シーズラボとの共同研究を発展させ，国立情報通信研究

所の支援のもと，編集工学研究所，慶応大学と共に新しい電子図

書館システムの開発プロジェクトを立ち上げた。 

    また，２１世紀ＣＯＥプログラム「知識メディアを基盤とする

次世代ＩＴの研究」に参画し，知識メディア技術の基盤ならびに

応用に関する技術開発を担当した。 

  さらに，創造的な人材の育成を促進するために，外国企業との

合同研究集会に大学院生を積極的に参加させたり，共同研究に大

学院生をメンバーとして加えるなど高度の専門的職業能力を持つ

人材育成を行った。 

⑧学部・研究科・附置研究所等の

研究実施体制等に関する特記事

項 

・ ジェンダーに関する研究教

育，及びアイヌ民族をはじめと

する北方諸民族に関する研究教

育を総合的に推進する体制の構

築について引き続き検討する。 

・ ジェンダーの研究教育体制整備に向けての準備として，男女共

同参画委員会が研究会「教職員の男女共同参画」を主催し，ジェ

ンダー学の教育及び研究の現状について研究した。 

・ 北方諸民族に関する研究教育を総合的に推進する体制の構築に

ついては，平成 16 年度に企画･経営室の下に設置した「北方諸民

族研究教育体制整備に関するＷＧ」において引き続き検討を行

い，国内の関連機関等に関する現状調査を実施するとともに，国

際シンポジウム「先住民族と大学」を開催した。また，教育につ

いては，すでに開始している学士課程の全学教育の授業に加え

て，平成 17 年度後期から大学院共通授業科目「先住民族研究特

別講義－アイヌと北方少数民族－」を開講した。このような検討

と準備に基づき，「アイヌ･北方先住民研究センター（仮称）」を

平成 19 年度に設置することを目途として，検討を開始した。 
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年度計画 実施状況 

・ 文理融合型の研究教育を適切

に推進する体制として，大学院

公共政策学教育部・公共政策学

連携研究部を設置する。 

・  法学研究科，工学研究科，経済学研究科の連携により，高い政

策能力を持った国際的にも通用する人材の養成を目指し，文理融

合型の公共政策に関する専門職大学院として，平成 17 年４月１

日に「公共政策学教育部･公共政策学連携研究部」（公共政策大学

院）を設置し，42 名の学生を受け入れた。入学者選抜の工夫によ

り，法学部・工学部・経済学部・教育学部卒等の学生，元国会議

員，現職の地方自治体議員･職員，ＮＰＯ活動に関わる人材等，

多様な入学者を確保した。 

 

 ３．その他の実施状況 

        (1) (1) (1) (1) 社会社会社会社会とのとのとのとの連携連携連携連携，，，，国際交流等国際交流等国際交流等国際交流等にににに関関関関するするするする実施状況実施状況実施状況実施状況    

年度計画 実施状況 

①地域社会等との連携・協力，社

会サービス等に係る具体的方策 

・ 社会連携に関する情報発信機

能を充実させるため，ホームペ

ージ活用の一層の推進を図ると

ともに，特に本学における研究

者及び研究活動情報については

それらのデータベース化を推進

する。 

・ 大学ホームページに包括連携協定の状況を掲載し，地域社会へ

の情報発信を充実させた。また，平成 17 年度から北海道大学東

京同窓会を後援として東京で開催している北大フロンティア・セ

ミナーの開催案内等を行った。 

  なお，大学ホームページについては，平成 17 年度にリニュー

アルを行い，訪問者別インデックスとして「地域・企業の皆様

へ」を設けるなど利便性に配慮した。 

  さらに，国際競争力が求められている状況の中で，英語による

情報発信をより一層強化，推進するために，平成 16 年度から開

始された研究者及び研究業績等のデータベースの英語版の入力を

促し，平成 18年３月現在では 66％までになった。 

・ 国・地方自治体，経済・文化

団体，非営利団体等を含む地域

社会の行政，文化，産業活動等

への貢献のため，各種審議会，

委員会，研究会への参加等を含

め，それらを専門的見地から評

価，助言する活動を引き続き推

進する。また，行政，文化，産

業，教育，福祉，医療等の様々

な分野において活躍中の専門職

業人等を対象とした講演会，講

習会活動をより充実させるとと

もに，本学の様々な制度を活用

したリカレント教育も引き続き

実施する。 

・ 各種審議会，委員会等へは，平成 17 年度には，本学教員 935

名が延べ 2,12１件(国 186 名，318 件，地方自治体 241 名，511

件，各種団体 508名，1,292件)に参加した。 

・ 各部局では，経済学研究科のセミナー「北海道大学・北洋銀行

共同セミナー－グローバル経営時代を生きぬくための会計知識

－」等，専門職業人を対象とした講演会等を 11件開催した。 

・ また，学部では聴講生 27 名，科目等履修生 82 名，研究生 115

名，特別聴講学生 87 名,大学院では聴講生８名，科目等履修生 27

名，研究生 345 名，特別聴講学生 16 名，特別研究学生 65 名(人

数は前・後期の延べ人数)を受け入れた。 
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年度計画 実施状況 

・ 地域の社会人教育等を推進す

るため，公開講座や市民を対象

とした教育活動，施設利用等を

通じ，基幹総合大学の特色を発

揮した，潜在的知的好奇心を満

足させうる社会教育サービス事

業を引き続き企画・実施する。 

・ 公開講座(講習料を徴収するもの)は,全学企画で１講座，部局企

画で 12 講座実施し，645 名の受講者があった。また，リカレン

ト教育特別事業として薬学部生涯教育特別講座，北大病院循環器

科生涯教育講座等を実施した。また，部局長が講師となり市民等

との対話により進められる「遠友炉辺談話」など市民の知的好奇

心に応えるユニークな取組も行った。部局においても，専門職業

人を対象とした講演会等 11 件，その他の市民を対象とした教育

活動として歯学部の市民公開特別講座や北方生物圏フィールド科

学センターの自然観察会等 50 件の教育サービスが実施された。

総合博物館では「土曜セミナー」を実施するとともに種々の講演

会等を行った。 

・ オープンキャンパス事業，出

前講義，学部講義への受入及び

公開講演活動等を通じた初等・

中等教育との連携を引き続き充

実させる。 

・ アドミッションセンターが中心となり，オープンユニバーシテ

ィを札幌キャンパス（８月１日）と函館キャンパス（８月３日）

で開催し，高校生を中心に 3,737名の参加があった。 

・ 体験入学（教育学部６月 25 日，他の札幌キャンパス８月２日

～，函館キャンパス８月４・５日）を全 12 学部で実施し高校生

1,017名の参加があった。 

・ 出前講義等は６校で延べ 13名の教員を派遣し実施した。 

・ 講演，演習や実験形式の模擬講義等を行う北大セミナーを道内

３地区及び道外１地区で実施した。 

・ 高等学校 14 校を訪問し出前講義や進路指導担当教諭との情報

交換を行った。 

・ 道内及び道外の高校生を構内見学や模擬授業・施設見学等で 47

件，4,335名を受け入れた。 

・ 以上の事業の他に道内の国公立大学で組織する北海道進学コン

ソーシアム実施委員会の主催で「北海道 10 国公立大学進学説明

会」（大阪８月 27日，名古屋８月 28日）を実施した。 

・ 新規事業として，①高校生向けの北海道大学入試広報ＤＶＤ

「学びのフロンティア」を作成し，高等学校に配付した。②主要

大学説明会（東京大学主催）の札幌会場に参加し，本学副学長に

よる基調講演，個別相談を実施した。 

・ 北海道大学公開講座を高大連携の資源として位置づけ,高校生へ

の開放を実施した。本年度は札幌旭丘高校を中心に 104 名が聴講

した。また，公開講座実施ごとに，高校生にアンケートを実施

し，その結果を分析するとともに，高校に知らせた。 

・ 地方自治体等の生涯学習計画

の企画・立案・各種相談並びに

交流事業等に積極的に参加し，

・ 北海道生涯学習審議会委員，札幌市生涯学習推進構想策定委員

会委員(副委員長)に高等教育機能開発総合センター・生涯学習計

画研究部専任教員が当たるなど，北海道や札幌市等の生涯学習計



 

 - 63 - 

年度計画 実施状況 

引き続き地域社会の文化的活性

化に貢献する。 

画の企画・立案などに協力した。また，札幌市生涯学習振興財団

主催の「ボランティアメッセインちえりあ」(平成 18 年２月)など

に協力し，生涯学習ボランティアの養成に貢献した。 

・ 同窓生名簿を整理・データベ

ース化し，学生の就職活動や包

括連携，受託研究，研究成果の

実用化等へ役立てる。 

・ 連合同窓会で各学部同窓会名簿の提供を受け収集・整理しデー

タベース化した。 

  収集した名簿は，キャリアセンターに就職先斡旋及び新規企業

開拓等の就職支援のために提供した。また，地区同窓会にも必要

な情報を提供した。 

  連合同窓会と北海道大学キャリアセンターが連携し，平成 18

年１月 16 日(月)～27 日(金)と２月 16 日(木)～23 日(木)の２回に

わたり「北海道大学企業等研究セミナー」を開催した。このセミ

ナーは企業等の人事・採用担当者が各ブース内で参加学生に対し

業界・企業・就職等の情報を提供するもので 316 社の企業・団体

の協力があり，参加学生数は延べで 12,937人に達した。 

②産学官連携の推進に関する具体

的方策 

・ 大学と産業界を結ぶリエゾン

機能を一層強化するため，リエ

ゾンオフィス体制を整備すると

ともに，学内の連絡調整機能を

充実させる。 

・  学内に集積している研究動向を分析し，その中から統一的な研

究戦略を打ち出すことにより，より多くの外部資金獲得に結びつ

けるとともに，平成 17 年４月に先端科学技術共同研究センター

と創成科学研究機構を統合して発足した創成科学共同研究機構

に，これまで同センターに置いていたリエゾンオフィスを充実・

発展させた「リエゾン部」を設け，産学官連携，地域連携及び起

業人材育成等，研究成果の活用等に関する総合的な事項について

企画・立案を行うとともに，学内の産学連携に関する意識を啓発

するため，学術研究員１名を新たに配置する等体制を強化した。 

  「リエゾン部」の設置により①研究成果の活用に関する窓口，

②地域連携，地域連携の推進と具体的な活動に関する企画・立

案，③企業人材育成の推進とビジネス創造支援，④高度技術研修

等の大学事業の企画・立案・実施を推進した。 

・ 産学官の連携・協力機能が集

積された札幌北キャンパスにお

いて，関連する研究所等のほ

か，産学連携施設，民間資金活

用関連施設の整備を引き続き検

討する。 

・  研究開発から事業化までの一貫したシステムを構築することを

目指す「北大リサーチ＆ビジネスパーク構想（以下Ｒ＆ＢＰ構

想）」を推進するために，本学を含めた産学官の 11 機関で構成さ

れている「北大Ｒ＆ＢＰ構想推進協議会」において，平成 17 年

４月に産学官連携事業推進室を設置した。 

  産学官連携事業推進室では，インキュベーションモデル事業や

「Ｒ＆Ｂパーク札幌大通サテライト」の開設等，Ｒ＆ＢＰ構想を

具現化する諸事業の総括・推進管理・連絡調整を行うとともに新

たな事業展開の企画・立案等の業務を行った。 

  これらにより，Ｒ＆ＢＰ構想は科学技術振興調整費の中間評価

でＡ評価を受けるに至った。 
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年度計画 実施状況 

・ 技術相談会及び交流セミナー

等の開催を推進するとともに，

学内の研究施設・装置の活用方

法の整備を引き続き検討し，共

同研究や受託研究を推進する。 

・ 創成科学共同研究機構リエゾン部においては，企業ニーズと学

内シーズシーズのマッチングを行うとともに，地場企業と産学官

連携の活性化を図り，研究開発・事業化プロジェクトへと発展し

ていく誘導を行うために組織された「産学官連携研究会

（HoPE）」と協力して交流セミナーを開催するとともに，企業か

らの技術相談を随時受付け，年間 300 件の問い合わせに対応し

た。また，学内での産学連携研究のうち特に事業化の可能性が大

きい研究テーマ７件をプロジェクト研究として採択し，企業との

連携研究の支援を行った。 

  学内の研究施設・装置の活用方法の整備については，創成科学

研究棟オープンファシリティとして，創成科学研究棟に入居して

いる創成科学共同研究機構，触媒化学研究センター，電子科学研

究所附属ナノテクノロジーセンターが 50 件の共同利用研究機器

を供出し，運営を開始するとともに「予約管理システム」を構築

し，学内他部局，学外者が有料で利用できるサービス体制を整備

した。 

・ 寄附講座の設置により研究・

教育両面での産学連携を推進す

るとともに，学外機関研究員の

受入体制の整備について引き続

き検討する。 

・ 平成 17 年度は，新規に２講座（ニコンバイオイメージングセ

ンター研究部門，不定比化合物研究部門）を設置し，１講座（Ｕ

ＦＪキャピタル起業家育成研究部門）を更新し既に設置されてい

る 15の寄附講座と合わせ計 18講座となった。 

・ 内地研究員，私学研修員の規程の見直しを行い，これまで６月

以上であった受入れ期間を１月以上から受入れ可能とし，受入れ

範囲を広げた。 

・ 地方自治体・企業と連携し，

社会のニーズに対応した研究プ

ロジェクト等について札幌北キ

ャンパスの研究スペース・施設

を活用し，研究開発から事業

化・育成を行う体制の構築を引

き続き推進する。 

・ 北大Ｒ＆ＢＰ構想推進協議会事業として平成 16 年度に公募し

た，北キャンパスの既存施設を活用し，新事業・新産業の創出を

加速化する「インキュベーションモデル事業」に採択された企業

に対し引き続き支援を実施し，製品化に至る等の一定の成果を得

た。 

・ 北海道の科学技術資源を最大限に活用し，特色ある基礎研究か

ら事業化・実用化へと進展させるため，創成科学共同研究機構に

とどまらず学内の複数部局の教員と北海道立工業試験場，食品加

工研究センター等と実効的な研究者ネットワークを形成した。 

・ 北海道と北海道大学の協働型研究を推進するために特別教育研

究経費連携融合事業「協働型開発事業－地域ＣＯＥの形成－」を

平成 17 年度に開始し，「自己組織化による微細多孔質高分子膜の

製造技術に関する研究」など 14 課題の協働型研究開発を実施し

た。 

  また，本事業の進捗状況の把握や協力体制の整備を図るため，
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「連携融合連絡会議」を発足した。 

・ 産学官連携の拠点としての

「北海道大学東京オフィス」の

機能強化を図る。 

・ 東京オフィスでは，平成 16 年度に採用した非常勤職員に，「オ

フィス代表（産学官連携担当）」の称号を付与しており，平成 17

年度においても各省庁や民間企業の連絡調整，関東エリアにて実

施された包括連携協定締結における調整，北大フロンティア・セ

ミナーでの広報・調整等に当たらせ，関東地方における産学官連

携等に関する業務の機能強化・充実を図った。 

・ 中国との交流を強化するため

の拠点として，北京に事務所を

開設する準備を行う。 

・ 国際交流室では，日本学術振興会との連携を視野に同振興会の

北京事務所内への設置を予定し，平成 17 年度前半を目途に北京

オフィス開設の準備を進めたが，同振興会事務所の登記が認めら

れなかったため，別の場所にオフィスを確保することとし，平成

18 年２月に賃貸契約を結ぶなどの開設準備を行った。また，平成

16 年に触媒化学研究センターが大学間協定校である北京大学化学

院内に，平成 17 年 11 月に工学研究科が北京科技大学内に開設し

たオフィスとの連携をとりつつ，中国諸大学の研究者交流，学生

交流の推進をめざし，平成 18 年５月のオフィス開設に向けて検

討を進めた。 

③留学生交流その他諸外国の大学

等との教育研究上の交流に関す

る具体的方策 

（中期計画） 

・ 国際交流の企画立案にあたる

組織を平成１６年度から設置

し，国際交流の活性化を図る。 

・ 平成 17 年度には，「持続可能な開発」を本学の国際戦略の中心

領域として，文部科学省「大学国際戦略本部強化事業」に申請，

採択された。これに伴い，国際的研究連携機能，国際的教育連係

機能，国際協力・広報・ブランド形成機能，国際化総合支援機能

強化を意識して活動を展開するため，総長が議長となり，教授，

助教授及び学術国際部長で構成する「持続可能な開発」国際戦略

推進会議を設置し，学内体制を整備した。 

  また，文部科学省「大学教育の国際化推進プログラム（海外先

進教育実践支援，戦略的国際連携支援）」２件の申請について国

際交流室が積極的に支援し，両件とも採択された。 

・ 国際交流の在り方等について

海外大学等の有識者による外部

評価や意見交換等の実施につい

て検討する。 

・ 国際交流室では，国際交流の在り方について海外大学間協定校

との意見交換を行っており，平成 17 年度は，10 月開催のソウル

大学，２月開催のハワイ大学との各ジョイントシンポジウムにお

いて「大学の国際戦略」等について討議した。また，平成 17 年

10 月に開催された日瑞学長会議において，スウェーデンの教育界

のリーダー及び欧州各大学の学長と討論を行うとともに，平成 18

年３月に韓国ソウルで行われ，26 カ国 140 機関が参加したアジ

ア太平洋国際教育会議においては，大学間交流協定校にとどまら

ず，多数の大学と意義ある意見交換を行った。 

  さらに，来学した海外の大学等との懇談の機会及び３月のポー

トランド州立大学，カリフォルニア大学デービス校，ロサンゼル
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ス校，ワシントン大学等訪問の機会を捉え，意見交換等を行っ

た。 

  また，国際交流の在り方について総長が学内の外国人教員の意

見を聴く会を平成 17年９月に開催した。 

・ 大学間の交流協定の増加を図

る一方，現在締結している協定

については国際交流室において 

交流内容及び交流実績による見

直しを行う。引き続き，中国を

はじめとするアジア諸国，北方

圏及びオセアニア諸国との交流

を図る。また，南極研究に関す

る大学等の国際的コンソーシア

ムへの参加について検討する。 

・ 大学間交流の協定校数については，平成 16 年５月現在の 34 校

から平成 17 年５月現在の 38 校に増加した。（中国２校，台湾１

校，欧州１校） 

  協定校については，締結後ほぼ５年ごとに見直を行っており，

17 年度においては，５大学，１大学連合の交流実績，交流計画を

審査し，本学における協定の意義等を確認の上更新を行った。９

月にはフィンランド・オウル大学で開催されたシンポジウムに本

学から総長以下 14 名が参加し，学術交流及び産学官交流を行っ

た。これが，平成 17 年 11 月のオウル大学を含むフィンランド３

大学からの代表団の受入れ及び平成 18 年３月のオウル大学から

の１名の研究者の受入れにつながった。また，16 年度日中学長会

議後の個別ミーティングの結果，平成 17 年 10 月にソウル大学，

復旦大学，吉林大学から優秀な学生６名を招致することができ

た。 

  さらに，南極研究に関し，スイス連邦工科大学及びタスマニア

大学との連携カリキュラムについて講義，実習の内容及び実施体

制等具体的検討を行うなど国際南極大学参画に向けた計画を立案

した。これに関連し，事務職員１名を８週間にわたりタスマニア

大学に語学研修を兼ね，派遣した。 

・ 交流協定を締結した大学との

間において，相互の交流拠点形

成の実現に向けた計画を具体化

させる。 

・ 韓国ソウル大学とは，平成 10 年から交互に合同シンポジウム

を開催しており，学術交流拠点としての実績を積み重ねてきた。

国際交流室において，中国諸大学の研究者，学生交流の促進等を

目的としたオフィスを北京に設置することの検討を行ってきた

が，２月には賃貸契約を締結し，平成 18 年度稼働へ向けた準備

を行った。 

  また，従来から毎年開催しているソウル大学の他，フィンラン

ド・オウル大学，米国・ハワイ大学との間で，各総長室とも連携

して，それぞれ合同シンポジウムを開催し，協定大学との全学的

な学術交流を深めた。 

・ 留学生双方向交流の拡大及び

大学間の学生交流の拡大に向

け，引き続き大学間の学生交流

に関する覚書の増加や単位互換

制度の充実に努める。 

・ 平成 17 年４月現在で，11 ヵ国・１地域 27 大学・２大学連合

だった大学間協定校の学生交流が，平成 17 年６月にスイス連

邦・ジュネーブ大学と学生交流覚書を締結したことにより，12 ヵ

国・１地域 28大学・２大学連合となった。 

  なお，現在，アメリカ合衆国・オレゴン大学と学生交流協定締
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結の最終協議を行っている。また，中国の重点大学との一層の交

流を促進するため，新たに南京大学と南開大学との大学間交流協

定に向けた交渉を開始した。 

  留学予定者及び潜在的な留学希望者の増加に伴い，単位互換の

充実はますます重要となっており，互換単位数の拡大に向け既に

実施している法学部・経済学部等のノウハウの学内での共有化を

図るとともに，単位認定に関し先進的な取組を行っている私立大

学から情報を収集し，さらに，交換留学中に修得した単位を可能

な限り認定することを推奨する方向で検討を重ねた。 

・ 交流基盤拡大のため，外国人

研究者招聘，事務・技術職員の

海外研修及び教員の在外研究の

推進方策について検討する。特

に，中国及び韓国の大学間交流

協定大学において事務・技術職

員の海外研修を実施する。 

・ 国際交流室において，国際交流活性化のため，重点配分経費に

より協定校との交流促進（国際シンポジウム，招へい・派遣

等），国際開発協力促進及び事務職員の海外研修等の方策を検討

し，大学間交流協定校とのシンポジウム（３件）を開催したほ

か，30名の研究者を招聘し，81名の教員，学生等を派遣した。 

  また，事務職員１名を中国政府派遣奨学金留学生として，大学

間協定校である北京科技大学に１年間派遣し，中国語研修に従事

させた他，他の事務職員１名を韓国の協定校が提供する春季語学

研修コース（２週間）に本学学生の引率を兼ねて参加させた。 

  さらに，教員２名及び事務職員４名を２班に分けてそれぞれ中

国(浙江，復旦，北京大学)及びアメリカ(ポートランド州立大学，

カリフォルニア大学デービス校)に派遣し，短期留学生の受入れに

ついて協議を行うとともに，本学の紹介を行った。ポートランド

州立大学では，来年度開催されるシンポジウムの打ち合わせを行

った。さらに，南京大学において大学間交流協定の可能性につい

ての協議を行った。  

④教育研究活動に関連した国際貢

献に関する具体的方策 

・ 国際援助機関等による各種共

同研究，国際共同開発プロジェ

クトの獲得･実行を支援するた

めの学内体制の整備について検

討する。また，専門家の派遣を

推進するとともに，研修員の受

入を促進する。特に，国際協力

銀行中国内陸部人材育成事業に

よる研修生の受入を促進する。 

・ 平成 17 年４月ＪＩＣＡと連携協力協定を締結し，連携協力協

議会を発足させた。本学副学長が議長となり第１回協議会を 12

月に開催し，双方の現状の確認，今後の連携のあり方について協

議した。この連携協力の枠組みの中でスリランカにおける保健医

療活動等をＪＩＣＡと連携して実施することとし，このための運

営委員会を設置して，学内体制を整備した。 

  また，ＪＢＩＣ中国内陸部人材育成事業提案型調査による特設

研修コース開発の提案が採択されたことに伴い，関係教員３名と

事務職員１名によるプロジェクトチームを発足させ，中国側の状

況把握及び交渉を行った結果，平成 18 年７月～８月に 10 名の研

修員を受け入れることとなった。 

  さらに，国際協力銀行中国内陸部人材育成事業による中国大学

教員の本学研修希望者に対して本学の教員との専門領域の調整を



 

 - 68 - 

年度計画 実施状況 

図り，８名の研修員を受入れ，研修員から高い評価を受けた。 

・ 国際開発協力実施のための学

内基盤醸成及び人材育成を図る

ため，引き続き関連実務経験者

によるセミナー，国内外の開発

援助機関による研修会等の機会

を確保する。 

・ ＪＩＣＡとの連携協力の下に平成 17 年 12 月には，ＪＩＣＡ本

部から講師を招き講演会を開催したほか，青年海外協力隊に関す

るセミナーを平成 17 年 12 月及び平成 18 年２月に開催した。ま

た，平成 18 年３月には，インターンシッププログラム説明会を

実施し，15名の学生が参加した。 

  さらに，平成 18 年３月には，本学が主催して北海道地域の国

公私立大学を主たる対象として，ＪＢＩＣ円借款事業である中国

「内陸部人材育成事業」活用セミナーを開催し，20 名が参加し

た。 

        (2) (2) (2) (2) 附属病院附属病院附属病院附属病院にににに関関関関するするするする実施状況実施状況実施状況実施状況    

年度計画 実施状況 

①良質な医療人養成の具体的方策 

・ 引き続き医師の卒後臨床研修

必修化に対応する卒後臨床研修

センターの教育・研修体制の充

実を図る。          

・ 医師卒後臨床研修プログラムに基づき，平成 17 年度はＡコー

ス（１年目北大病院，２年目学外病院）30 名，Ｂコース（１年目

学外病院，２年目北大病院）50 名の研修医を採用した。 

  また，北海道大学病院医師卒後臨床研修専門委員会を中心に協

力病院と問題点・改善策を検討し，本プログラムを充実させた。 

・ 卒後臨床研修終了後の専門医

養成（後期研修）プログラムの

検討を進める。 

・  医師卒後臨床研修専門委員会を中心に検討を行い，専門医養成

のための後期研修プログラムを作成，公表した。また，平成 17

年 10 月に全診療科合同での説明会を開催し，同プログラムの周

知を図った。 

・ 歯科医師の卒後臨床研修の教

育・研修体制を整備し，平成１

８年度の臨床研修医の募集を行

う。 

・  歯科医師臨床研修専門委員会を中心に検討を行い，平成 18 年

度から義務化される歯科医師の卒後臨床研修プログラムを作成

し，平成 17 年８月に本院ホームページに公表するとともに，学

生を対象に説明会を実施した。 

   また，単独型プログラムコースに 45 名，26 歯科医院の協力を

得て複合型プログラムコースに 30 名の研修医を募集した。 

・ 大学院薬学研究科修士課程に

置かれている臨床薬学コースの

学生に対する薬剤部における研

修の充実を図る 

・ 平成 17 年７月から約４ヶ月間，調剤，製剤，薬品管理の各部

署において薬剤師業務の基本的な研修を行った。また，より特化

した臨床実習プログラムとして，第一外科担当薬剤師の指導のも

と，移植医療における薬剤管理指導業務の研修を行った。 

・ 北海道内の医療機関における

勤務医・開業医に対し，講演会

等により最新の医療技術等の啓

蒙を行う。 

・ 北海道医師会，北海道歯科医師会等と連携し，北海道内の医療

機関の勤務医・開業医などに対する講演会等を開催又は参画し

（153 回，延べ 12,477 名），指導及び啓発を行った。 

・ 地域医療支援のための「地域

医療支援室」による医師紹介業

務を継続し，北海道医療対策協

・ 平成 16 年度に設置した「地域医療支援室」において，5,791 件

の医師紹介要請に対して，5,593 件の医師を紹介した。また，北

海道医療対策協議会に病院長及び副病院長が参画し，地域医療支
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議会等との連携を図る。 援のための様々な課題等について協議を行った。 

・ 北海道内の医療機関，医師会

等との連携を強化し，地域医療

支援及び医師・歯科医師・医療

技術職員等への教育・技術指導

等を推進する。 

・ 北海道医師会，北海道歯科医師会等と連携し，北海道内の医療

機関の勤務医・開業医に対する講習会等（153 回，延べ 12,477

名）及び医療技術職員等に対する講習会等（37 回，延べ 2,493

名）を開催又は参画し，教育，指導を行った。 

・ 日本医療機能評価機構による 

審査に対応するため，委員会に

おいて検討を継続する。 

・ 病院執行会議において，日本医療機能評価機構から審査内容に

ついて聴取し，検討を行った。さらにそれを踏まえて今後も検討

することとした。 

  また，検査部においては，平成 16 年度に実地検査を受けたＩ

ＳＯ１５１８９（第三者評価として検査に特化した品質マネジメ

ントシステムの国際規格）について，日本最初の認定施設として

平成 17 年９月に承認された。 

②研究成果の診療への反映や先端

的医療の導入のための具体的方

策 

・ 遺伝子工学を用いた細胞治

療，高度先進医療，探索医療

（トランスレーショナルリサー

チ）及び治験研究を推進するた

めに既存の組織と施設を活用し

つつ，併せて医・歯学総合メデ

ィカルセンターの新営構想を引

き続き検討する。 

・ 病院執行会議において，既存の施設を活用し，細胞培養室，細

胞保存室及び細胞培養解析室を有する高度先進医療支援センター

を設置することとし，末梢血幹細胞移植の内製化を決定し，さら

に次世代医療の核となる再生医療及び探索医療に向けた構想を策

定した。 

  また，医・歯学総合メディカルセンターの新営構想について

は，経営面の観点から，構想の見直しを含め実現可能性につい

て，病院執行会議において検討を行った。 

・ 遺伝子・細胞治療，再生治

療，臓器移植医療等の高次医療

の充実を積極的に推進する。 

・ 生体腎移植（17 件），献腎移植（４件），生体部分肝移植（18

件）及び脳死肝移植（２件）を実施した。 

  また，平成 18 年２月に厚生労働省に対して，放射線治療分野

における先進医療「強度変調放射線治療」の新たな届出を行っ

た。 

・ 「臨床治験センター」を活用

した地域連携型の治験を推進す

る。また，センターと外部の治

験施設管理機関（SMO）との連

携を進める。 

・ 「治験管理センター」を中心に，北海道内の医療機関との「北

海道大学病院治験ネットワーク」に基づき地域連携型の治験を実

施し，ＳＭＯ（治験施設支援機関）との情報交換を行った。 

   なお，契約件数は，平成 17 年度 195 件（平成 16 年度 193 件）

であった。 

③医療サービスの向上や経営の効

率化に関する具体的方策 

・ 医療安全体制及び院内感染対

策体制を整備充実し，安全な医

・  医療安全体制及び院内感染対策体制について担当組織を見直

し，平成 17 年４月から医療安全管理室を医療安全管理部，感染

対策室を感染制御部として病院長直属の組織とした。また，医療

安全管理部には，専任職員（副看護師長）を１名増員した。 
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療提供体制を構築する。    また，医療安全管理マニュアルについては，チューブ管理基準

における穿刺・採血による神経障害への対応など３件について改

正するとともに，抗癌剤取扱いなど６件について新規に作成し，

充実を図った。 

・ 医科病棟内に歯科病床を移転

し，医・歯学の連携による機能

強化と運営の効率化に努める。 

・ 歯科病床の医科病棟への移転に伴う医科病棟の再配置について

検討を行った結果，患者への影響を考慮して段階的に移転を行う

こととして改修計画を作成し，平成 17 年 12 月に着工した（平成

18 年５月移転予定）。 

  また，移転の事前準備として，検査部門においては，検体検査

業務の一元化及び生化学検査装置等の移転による有効活用を行な

うとともに，職員の有機的配置として歯科から医科へ１名異動し

た（平成 17 年６月）。また，薬剤部においては，歯科の院外処方

箋発行による業務の見直しを行ない，職員の有機的配置として歯

科から医科へ１名異動することとした（平成 18 年５月予定）。 

・ 地域医療連携部の拡充整備を

行い，医療サービスの向上を図 

る他，患者紹介率の向上等によ

り，病院収入の増に努める。 

・ 北海道内の地域医療機関との連携を推進するため，「地域連携

システム」を構築し，初診紹介患者の予約・受付及び連携医療機

関（紹介元・紹介先）の登録などの業務を平成 17 年４月から開

始した。 

   また，それにあわせて平成 17 年４月からＭＳＷ（医療ソーシ

ャルワーカー）２名を採用して医療サービスの向上を図った。 

  さらに，病院執行会議において，地域医療連携部に医事課医療

福祉相談室を統合をした「地域医療福祉センター」（仮称）を設

置することとし，「紹介患者の受入」及び「地域医療機関への逆

紹介」の連携体制の強化を図ることとした。 

  なお，平成 17 年度の患者紹介率は 51.8％（平成 16 年度

51.8％）であった。 

・ 医科・歯科の患者ＩＤ番号の

一元化と情報共有化を推進する

とともに，個人情報保護の体制

を強化する。 

・ 平成 16 年度に開始した医科・歯科の患者ＩＤ番号の一元化及

び情報共有化については，既往患者も含め順調に運用した。 

   また，個人情報管理に関するガイドラインを作成し，医療情報

システム及び院内専用ホームページに掲示して周知する等，個人

情報保護の体制を強化した。 

・ フイルムレス化を推進し，電

子カルテの導入に向け準備作業

を進める。 

・ フィルムレス化を推進し，現有のハード及びソフトで対応でき

るものについては，歯科部門を除き概ね完了した。 

   なお，電子カルテについては，平成 17 年 11 月の病院執行会議

において平成 19 年度末導入を決定し，仕様策定の準備作業を進

めた。 

・ 「ＭＥ機器管理センター」を

設置し，医療機器等の集中管理

・ 平成 17 年４月に「ＭＥ機器管理センター」を設置し，各診療

科等で管理していた医療機器を集中管理し，機器の柔軟な運用を
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体制を整備充実して経営効率化

に努める。 

可能にした。 

・ 病院管理会計システムを運用

して，部門ごとの業務内容，収

支（原価計算）の分析に基づ

く，業務改善計画の策定・実行 

に努める。 

・ 病院管理会計システムを運用して，各診療科別収支（診療報酬

収益から医薬品及び診療材料費など直接経費を差し引いた額）を

算定し，平均在院日数の短縮のためのＤＰＣ（包括評価）の分析

資料とともに各診療科にデータを提示した。それらを踏まえて平

成 18 年２月に病院長ヒアリングを実施した上で，ＤＰＣ下の最

適診療による平均在院日数の短縮及び複数の同種同効薬品の平行

採用による医薬品及び診療材料費の削減を含む業務改善計画を策

定し，実行に着手した。 

・ 臓器別診療の検討を含む外来

診療科の再編と施設整備を実施

する。 

・ 外来運営委員会において，外来診療の臓器別再編と外来診察室

の改修案を策定した。 

・ 引き続き院内学級，ふれあい

コンサート等に研修医・学部学

生を参画させて，患者サービス 

を充実させる。併せて院内学級

の移設を含む教育環境の整備に

努める。 

・ 昨年度に引き続き院内学級の春遠足（小中学生７名参加）及び

秋遠足（小中学生７名参加）を実施した。また，患者サービス推

進委員会主催でふれあいコンサート（「七夕の夕べ」８月４日，

「クリスマスの夕べ」12 月 13 日）を実施し，それぞれ患者さん

等約 350 名が参加した。これらの行事には研修医，学部学生を参

画させるなど，スタッフの充実を図った。 

   さらに，平成 17 年度から，開催された諸行事を院内ＴＶ無料

チャンネルで放映し，ベッドサイドにおいて鑑賞可能とした。 

  なお，院内学級については，教育環境を整備するため，救急玄

関付近のエリアから他のエリアへの移設について検討を行い，病

院全体の整備検討の中で，引き続き検討することとした。 

・ 入院患者のパソコン利用コー

ナーの利用状況を見ながら，要

望に応じ拡充する。 

・ 平成 16 年度に入院患者のパソコン利用コーナーを設け，４台

のパソコンをインターネットに接続して，患者サービスの向上を

推進した。平成 17 年度の利用状況は，月平均 633 回の利用で平

成 16 年度（月平均 731 回）とほぼ同じ利用状況であり，今後も

同コーナーをパソコン４台で運用することとした。 

・ 患者の携帯電話の利用コーナ

ーを設置し，要望に応じ拡充す

る。 

・ 平成 17 年４月から，患者の携帯電話利用コーナーを６ヶ所設

置して院内での携帯電話の使用を可能とし，患者サービスの向上

を図った。 

・ 患者満足度調査を実施し，評

価を行う。 

・  平成 17 年１月に実施した患者満足度調査（国立大学附属病院

長会議常置委員会運営改善問題小委員会主催）については，平成

17 年８月にその評価報告を行い，その結果を院内のホームページ

に掲載した。 

  また，平成 18 年３月に「国立大学附属病院の病院機能指標に

関する調査」の一環として患者満足度調査（国立大学附属病院長
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会議常置委員会運営改善問題小委員会主催）を実施した。 

・ 専任病院長が十分な任期を確

保できるよう任期・再任方法等

を引き続き検討する。                     

・ 平成 16 年度における医学部長・歯学部長等による検討を踏ま

え，病院執行会議において引き続き検討を行い，現在の任期２年

から３年とし，再任を可とする改定案を策定した。なお，平成 18

年度に関係部局等と協議を進めた上で規程等を整備し，平成 19

年度からの実施を目指すこととした。 

・ 専任病院長がリーダーシップ

を発揮できる制度を引き続き検

討する。 

・ 病院長を議長とし，病院財務担当理事，副病院長，病院長補佐

及び事務部長を構成員として，病院の管理運営に関する重要事項

を審議する病院執行会議を平成 17 年５月に設置し，病院長がリ

ーダーシップを発揮できる制度を構築した（23 回開催）。 

  また，「助手」の人事については，医学研究科又は歯学研究科

の教授会の承認を要しないこととし，病院長の下に病院教員人事

委員会を設置して，病院長のリーダーシップによる教員配置を可

能とした。 

・ 経営推進部門での検討を踏ま

え，病院経営改善を推進する。 

・ 平成 17 年５月に経営推進部門に替えて病院執行会議を設置す

るとともに，平成 17 年５月から学外の経営コンサルタントを病

院長補佐（病院経営戦略担当）として任命し，平成 16 年度にお

ける経営推進部門での検討を踏まえつつ，戦略的な経営改善への

取り組みを行った。 

  また，平成 17 年６月に病院長の下に経営企画室を設置し，病

院経営情報の調査，収集及び分析を行うとともに，病院経営に関

する緊急の課題等の改善について，具体的方策の企画・立案を行

った。また，それらの情報を院内に周知するために「経営企画室

ニュース」を発行するなど，経営改善を推進した。 

  事務組織においても，病院経営改善に効率的かつ迅速に対応す

るため，平成 17 年 10 月に経営企画課を設置し，病院執行会議及

び経営企画室会議のサポート体制を強化した。また，管理課にお

いては購入改善プロジェクトを立上げ，経費削減の体制整備を図

った。 

   これらの取組の結果，収入においては，経営改善係数２％（約

４億円）を達成した。また，医薬品及び診療材料の購入改善の推

進,ＳＰＤ（診療材料物流管理システム）の稼働による購入在庫

物品の減少などで経費を約 184,160 千円削減した。 

・ 病院所属教員の診療業務に対

する適正な評価を含め，北海道

大学病院の自己点検評価システ

ムを引き続き検討する。 

・ 国立大学附属病院長会議病院評価問題小委員会が作成した「国

立大学附属病院の評価について」の評価項目及び成果測定指標例

に基づき，自己点検評価を試行し，本院における自己点検評価シ

ステムの構築を進めた。 

・ 診療支援部等の人材の効率的 ・ 放射線部及び検査部においてフレックス勤務体制を導入すると
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配置を行い，病院運営の改善，

効率化を引き続き推進する。 

ともに，業務量に応じた効率的な配置を行った。 

  また，検査部と放射線部のそれぞれで行っていた一部の検査測

定法について，一本化して検査部で行うこととし，業務の効率化

を図った。 

④適切な医療従事者等の配置に関

する具体的方策等 

・ 看護部，薬剤部，診療支援部

等の組織運営体制を整備し，適

正な人員配置を引き続き検討す

る。 

・ 看護部においては，リハビリテーション科外来診察室の移転に

伴う業務の見直しを行い，リハビリテーション科の外来所属の看

護師を病棟所属へ統合した。 

  薬剤部においては，定期処方の受付，払出日を各科の診療状況

に合わせることとし，午前中の注射薬混合業務が増加し繁忙過多

となったので,午前中に行っていた個人別注射払出しの調剤業務

を，午後に行なうように変更するなどして一日の業務量の平準化

を図り，運営体制を整備した。 

・ 各部署からのローテートによ

る職員研修を行い，安全管理業

務等を体験させることで，引き

続き職員個々の意識高揚を図

る。 

・ 医療安全管理を推進するために研修医に対する医療安全研修を

４月，７月，２月の３回実施した。 

  また，新任医師を対象に医師研修（４回），院内の救命医療体

制整備のためにＢＬＳ／ＡＥＤ救命講習会（９回），人工呼吸器

安全管理講習会（３回）及びその他の研修（７回）を実施した。 

・ 新人医療技術職員の職場適応

を図るための具体的方策を検討

し，可能なものから実施する。 

・  看護部においては，採用予定者に対しオリエンテーションを実

施するとともに，新人の看護基礎技術集合教育を４月から 10 月

までの間に計４回実施した。 

  薬剤部においては，抗がん剤のミキシング（注射薬の混合調

整）についての研修を実施した。 

・ 医療安全対策及び感染対策等

に関する研修による高度な資格

（感染管理認定看護師，救急看

護認定看護師，ホスピスケア認

定看護師等）の取得のための受

講機会の確保と支援に努める。 

・ 認定看護師資格者の育成を計画的に実施することとし，平成 17

年度は感染管理認定看護師養成研修を１名受講させた（研修期間

約６ヶ月）。 

   なお，認定看護師として平成 16 年度に１名（糖尿病看護認

定），平成 17 年度に１名（手術看護認定）資格取得した。 

・ 業務の効率化を図るため，幅

広い職種について変形労働時間

制の導入の拡大を引き続き検討

する。 

・ 調理師についての変形労働時間制を１箇月単位（暦日）から４

週間単位に移行し，業務の効率化を図った。 

  また，薬剤師，臨床検査技師及び診療放射線技師の時間外・休

日の勤務体制を見直し，１箇月単位の変形労働時間制を導入し

た。 

・ 病院教職員の勤務環境を勘案

した適切な処遇に努める。 

・ 時間外・休日に交替制勤務を行っている集中治療部・救急部及

び新生児集中治療室に勤務する医師の夜間業務手当（16 時間勤務

１回につき 20,000 円）を新設した。 

  薬剤師，臨床検査技師及び診療放射線技師の時間外・休日の勤

務体制について宿日直体制から交替制勤務に移行したことに伴
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い，職員の夜間業務手当（16 時間勤務１回につき 6,800 円）を新

設した。 

   診療に従事する医師・歯科医師である教員・医員の休日・時間

外の診察，手術等にかかる業務に対して超過勤務手当・休日給の

支給を開始した。 

  時間外・休日の急患受付等に係る事務職員の宿日直体制につい

ては，全面外注化した。 

  

Ⅱ．業務運営の改善及び効率化 

 １．運営体制の改善に関する実施状況 

年度計画 実施状況 

①全学的な経営戦略の確立に関す

る具体的方策 

・ 法人化後の新しい運営組織の

下で，研究科等のボトムアップ

機能にも十分配慮しつつ，総長

による戦略的かつ，機動的なト

ップマネジメントを推進する。 

・  総長のリーダーシップの下で，各総長室において企画･立案を

行い，部局長等連絡会議による学内の調整を図るなどして，以下

の取組を行った。 

①全学運用定員制度による教員の戦略的配置 

②重点配分経費による経費の配分（学業及び課外活動を奨励する

各種の賞の設置） 

③戦略的資源配分システムの拡充制度の策定 

 ・総長の下に留保する教員人件費を，平成 21 年度までに４％ 

から５％に拡大 

 ・教員の人件費についてポイント制管理制度の導入 

④教員，事務職員の削減計画の策定 

⑤新たな教育研究組織の再編 

 ・公共政策大学院の設置 

 ・生命科学院・先端生命科学研究院の設置（平成 18年度） 

  ・観光学高等研究センターの設置（平成 18年度） 

  ・大学院「観光学専攻（仮称）」の設置（平成 19年度予定） 

  ・「アイヌ･北方先住民研究センター（仮称）」の設置（平成 19 

年度予定） 

⑥「現代的教育ニーズ取組支援プログラム」，「「魅力ある大学院 

教育」イニシアティブ」等への積極的な取り組み 

・ 学術研究の動向，学生や社会

の多様なニーズ，地域社会や国

際社会への貢献等を踏まえつ

つ，本学の教育・研究のより一

層の活性化と質の向上を図るた

め，後記④の「全学的視点から

の戦略的な学内資源配分に関す

・ 全学運用定員制度を活用し新規性，先端性等特色ある教育研究

プロジェクトや，学術的･社会的要請に応える組織再編制に繋が

るものなどについて，優先的にポストを配分した。 

・ 定員管理から総人件費管理への移行に伴い，平成 18 年度から

「ポイント制教員人件費管理システム」を導入することとし，全

学運用教員制度においては，総長の下に留保する教員人件費を平

成 21年度までに４％から５％へ拡大することとした。 
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る具体的方策」に掲げるところ

により，戦略的に経営資源を配

分するシステムの導入，運用又

は検討を引き続き行う。 

・ 重点配分経費については，約 14 億の財源を確保し，総長のリ

ーダーシップにより，全学的な教育研究等を振興･活性化する視

点から，学生の生活環境の改善に係る取り組み，組織改革及び広

報活動の充実を重点課題として，資金配分を行った。 

・ 研究科等における博士後期課程充足率，博士号学位授与率及び

外部資金受入状況を評価基準とする傾斜配分制度を創設し，平成

18年度から導入することとした。 

・ 学外からの採用で，研究業績の特に優れた教員に対し，全学的

見地から支援するスタートアップ特別支援事業を創設し，平成

18年度から実施することとした。 

②運営組織の効果的・機動的な運

営に関する具体的方策 

（中期計画） 

・  総長及び理事の迅速な意思決

定と円滑な業務執行を確保する

とともに，経営協議会及び教育

研究評議会における効果的・機

動的な審議に資するため，平成

１６年度から学内措置により以

下の運営組織等を設置する。 

ア）総長又は理事のリーダーシッ

プの下に，全学的業務に関し，

企画立案を主たる任務とする

「総長室」と円滑な業務処理を

主たる任務とする「全学委員

会」を設置する。その際，法人

化前の各種学内委員会をそのま

ま引き継ぐことなく，その任

務・構成を見直すなどして真に

必要なものに精選するほか，審

議プロセスの効率化を図る。 

イ）総長又は理事の業務遂行を機

動的に補助するため，役員補佐

制度を設ける。 

ウ）総長又は理事と研究科等の長

とが十分な意思疎通等を行い，

全学的業務に係る効果的な企画

立案や全学的な運営方針の円滑

・ 「総長室」及び「役員補佐」は，総長又は理事の業務執行を機

動的に補助し，本学の運営に関する重要事項についての企画及び

立案機能を果たした。また，「部局長等連絡会議」では，総長室

の企画・立案事項に関し，必要に応じて事前に意見聴取を行い，

全学的な意思形成の連絡調整組織としての役割を果たした。 

なお，運営組織の効果的・機動的な運営に関する具体的方策と

して中期計画に記載されている ア）～ウ）に対応する取組みに

ついては， 平成 18 年度において，総長の下で点検・評価を行う

こととした。 
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な具体化に寄与することを任務

とする連絡調整組織を設置す

る。 

③教員・事務職員等による一体的

な運営に関する具体的方策 

・ 教員と事務職員とが協働して

業務を遂行する体制の確立を目

指し，「全学委員会」や「総長

室」の運営に当たっては，引き

続き構成メンバーとして適切な

事務職員を参加させるほか，関

連事務組織との密接な連携を図

る。 

・ 各総長室，評価室及び全学委員会においては，その運営にあた

り１名から４名の事務職員が室員もしくは委員として参加すると

ともに，各室を担当する事務組織と各総長室の連携の下で業務を

遂行した。 

    また，具体的な事項に関する検討や提案を行うＷＧ等では，教

員だけではなく，事務職員もその構成員となり，両者が協働して

検討を行った。 

・ 事務職員が全学又は研究科等

の運営業務全般に係る企画立案

等に積極的に参画しうる基盤整

備の一環として，後記３の⑤の

「事務職員等の採用・養成・人

事交流に関する具体的方策」に

掲げるところにより，事務職員

の資質向上を図る。 

・ 事務職員の採用は，北海道地区国立大学法人等職員統一採用試

験合格者からの採用を原則とし，当該試験での採用により適切な

人材を得がたい場合には，選考により採用を行うことを可能と

し，必要な資質を有する職員の確保に努めた。事務職員の人事管

理に関しては，各職員の意欲・適性・能力等を勘案しつつ，男女

の均等な機会や待遇の実質的な確保に努めるとともに，資質向上

のための階層別又は専門別研修を実施した。また，事務職員の外

国語研修については，平成 17 年９月から１年間の海外研修とし

て中国（北京科技大学）に職員を派遣した。さらに包括的連携協

力協定の人材育成に基づく広報担当の業務研修として，平成 17

年４月から１年間株式会社電通東京本社へ職員を派遣した。        

④全学的視点からの戦略的な学内

資源配分に関する具体的方策 

・ 本学における教育研究のより

一層の活性化と質の向上を図る

ため，総長のリーダーシップの

下に，以下のような資金，人員

及びスペースに係る学内資源を

戦略的に配分するシステムの導

入，運用又は検討を引き続き行

う。 

ア）資金については，研究科等に

おける教育研究を維持する資金

の確保に留意しつつ，運営費交

付金の一定割合並びに間接経費

・ 総長のリーダーシップの下に以下の様な取り組みを行った。 

・  重点配分経費については，運営費交付金の一定割合並びに間接

経費の 50％及び奨学寄附金の５％を全学に留保し，「平成 17 年

度重点配分経費の配分基本方針」（平成 17 年４月 11 日総長裁

定）に基づき配分した。平成 17 年度は，総長重点配分事業とし

て，「キャンパスライフの充実に関する事業」，「障害を有する学

生等に対する支援事業」及び「業務運営の改善に関する事業」に

ついて，特に重点をおいて配分したほか，各総長室が企画立案し

た事項に配分した。 

  また，企画・経営室において，研究科等における教育研究の活

性度や改善のための取り組みの進捗状況に関する評価をベースと

する傾斜配分を実施するための方策を検討し，「博士（後期）課

程充足率」，「博士号学位授与率」及び「外部資金受入状況」を評

価基準とする配分制度について取りまとめた。これを受け，平成
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の 50％及び奨学寄附金の 5％

を全学に留保し，個別の事業内

容をベースとして重点配分を行

う。また，研究科等における教

育研究の活性度や改善のための

取り組みの進捗状況に関する評

価をベースとする傾斜配分を実

施するための方策を検討し，成

案を得る。 

イ）人員については，運営費交付

金の一定割合を全学に留保し，

新規性，先端性等特色ある教育

研究プロジェクトや，学術的・

社会的要請に応える組織再編成

に繋がるものなどについて優先

的に配分する全学運用定員制度

について，より適切に運用す

る。 

ウ）スペースについては，引き続

き新設・改修施設整備面積の

20％を目標に共用部分を確保す

るなどして，大型の外部資金を

導入した研究プロジェクトや研

究科等の枠組みを越えて行う教

育研究等に優先的に割り当て

る。 

18 年度から，上記事項を評価基準とする配分制度を導入するこ

ととした。 

・ 運営費交付金の一定割合を全学に留保し，総長のリーダーシッ

プの下に全学的な視点から定員または人件費の措置を講ずる「全

学運用定員制度」は，国立大学法人北海道大学全学運用定員規程

により適正な運用を行うこととしており，平成 17 年度は，同規

程に基づき，「評価室の円滑な運営のための教員配置」「知的財産

本部の体制強化のための教員配置」「文書館設置に伴う教員配置」

「医学部保健学科の組織整備に伴う教員配置」「薬学教育６年制

への対応のための教員配置」「博物館の充実のための教員配置」

「公共政策大学院及び会計専門職大学院の設置に伴う教員配置」

「ＣＯＥプログラムの円滑な推進のための教員配置」などに新た

に措置し，同年度中の活用実績は，教授ポスト 19，助教授ポス

ト 23，講師ポスト１，助手ポスト 14 を配分し，助手ポストを教

授ポストに格上げする等の措置は８件であった。 

   また，平成 18 年度から総人件費管理に移行することに伴い，

「全学運用定員制度」については，総長の下に留保した教員に係

る人件費（教員人件費積算総額の４％の額）を配分する「全学運

用教員制度」に移行することとし，さらに平成 21 年度までに，

総長の下に留保する教員に係る人件費の額を段階的に５％に拡大

することとした。 

・ スペースについては，17 年度に改修した経済学部研究棟にお

いて共用面積を確保し，文系４学部の改修計画の進行により最終

的に目標の共用スペースを確保するように整備を進めた。また，

マリンサイエンス創成研究棟ではオープンラボを整備し，学内流

動プロジェクトに対し，研究スペースを優先的に割り当てた。 

⑤学外の有識者・専門家の登用に

関する具体的方策 

・ 社会の幅広い知見を大学経営

に積極的に活かすため，法令の

趣旨に則して，役員のほか，経

営協議会の委員に幅広い分野か

ら学外者を引き続き迎え入れ

る。 

・ 社会の幅広い知見を大学経営に積極的に活かすため，法令の趣

旨に則して，役員のほか，経営協議会の委員に企業経営の専門家

及び地域経済界のトップを引き続き迎え入れた。 

・ 経営協議会は，４回開催し，平成 18年度概算要求，平成 16年

度決算，教員に係る人件費，平成 18 年度「年度計画」の重点事

項（案），平成 18年度予算編成方針（案），平成 18年度年度計画

（案），平成 18年度収入・支出予算書（案）などを審議した。 

・ 役員及び経営協議会の委員以

外に，職員についても，大学の

経営機能の向上に資するため，

引き続き専門知識・技能を持つ

・ 大学の経営機能の向上に資するため，民間から副理事を採用し

た。また，北海道内の金融機関から財務管理の専門的知識を有す

る者を財務管理室長として採用したほか，本学ホームページ等を

活用した公募により，キャリアセンターに専門職員を採用した。 
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人材を必要に応じて登用する。 

・ 上記により学外者を教員とし

て登用する場合は，前記③の

「全学的視点からの戦略的な学

外資源配分に関する具体的方

策」に掲げる全学運用定員制度

を活用し，総長直属の人事委員

会において選考する。 

・ 全学運用定員制度を活用した知的財産本部の知的財産戦略部長

（教授）１名の採用に当たっては，総長直属の人事委員会におい

て選考した。 

⑥内部監査機能の充実に関する具

体的方策 

・ 平成１６年度に設置した総長

直属の内部監査組織である監査

室において，経理面における内

部統制システムの妥当性の検

討・評価やその運用状況の監視

と，業務諸活動の合法性や合理

性の検討・評価を引き続き実施

する。 

・ 監査室において，「経理・財務管理」と「社会的責任」を対象

に監査を行った。 

  「経理・財務管理」については，全部局を対象として高額な契

約，現金収納，債務計上を中心に会計事務の執行状況の監査を行

った。また，「社会的責任」については，ＵＳＲ（大学の社会的

責任）やコンプライアンス確保の観点から，本学が対象となって

いる「独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律」，

「化学物質排出把握管理促進法」への対応状況の監査を行い，問

題点については改善を求めた。 

  また，平成 16 年度監査で指摘した「北海道大学札幌キャンパ

スにおける事業系一般廃棄物の排出状況について」がさらに実効

性のあるものとなるようフォローアップ監査を行った。 

・ 監査室が内部監査を行うに当

たっては，内部監査規程に基づ

き監査計画を策定するととも

に，監事及び会計監査人が行う

監査業務との重複を避けるなど

効率的に実施する。 

・ 監査を効率よく行うため，監査室は監査の基本方針や監査対象

を定めた年度監査計画を策定し，監査担当者はこれに基づき，監

査実施計画を策定し監査を行った。監査結果については，必要に

応じて，会計監査人，監事にも連絡し監査資源の共有を図った。 

  また，監査室員が，会計監査人監査，監事監査の連絡調整や立

会を行うことにより，監査結果等を把握し，更に総長，監事，会

計監査人及び監査室で大学の問題点，方向性を確認し，協議する

場を設け，内部監査を効率的に行った。 

⑦国立大学間の自主的な連携・協

力体制に関する具体的方策 

・ 社団法人国立大学協会の一員

として，また北海道内における

基幹総合大学として，後記４の

②の「複数大学による共同業務

処理に関する具体的方策」に掲

げるものを中心に，引き続き自

主的な連携・協力を促進する。 

・ 北海道地区の各国立大学法人等との連携・協力により，平成

16 年度に引き続き本学に採用事務室を設置して，北海道地区国

立大学法人等職員統一採用試験を実施した。また，北海道内の国

立大学法人等事務系職員を対象に中堅職員及び係長相当職等の階

層別研修並びに専門別研修を実施した。これらの研修について

は，国立大学協会北海道地区支部内に置かれる「北海道地区国立

大学法人等合同研修実施委員会」において，今後も継続して国立

大学協会北海道地区支部の事業として北海道内の国立大学法人等

と協力して実施することとされた。 
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年度計画 実施状況 

①教育研究組織の編成・見直しの

システムに関する具体的方策 

・ 基本的な教育研究組織の見直

しについては，これまで行って

きた自己点検・評価の結果等を

踏まえ，当該組織の長のリーダ

ーシップの下で自主的・自律的

に検討を進める。 

・  基本的な教育研究組織（学部，研究科等）の見直しについて

は，当該組織の長のリーダーシップの下で検討を進めた。また，

これらの構想については，大学が全学的な視点から構想の適否に

ついての審査を行い，自ら組織整備についての意思決定を行う必

要性から，企画･経営室の下に設置した「組織整備構想審査会」

において審査を行った。  

  平成 18年度に実施する主な事項は，次のとおりである。 

  ・薬学部，水産学部の改組   

  ・理学院･理学研究院の新設（理学研究科の廃止） 

   ・農学院･農学研究院の新設（農学研究科の廃止） 

   ・薬学研究院の新設 

・ 上記のほか，自己点検・評価

の結果等により教育研究組織の

見直しに取組む必要があると総

長が判断する場合は，役員会の

議に基づき，関連する総長室又

は当該教育研究組織において検

討を進める。 

・ 全学的視点から教育研究組織の見直しに取り組む必要があると

総長が判断した場合は，役員会の議に基づき，関連総長室等で検

討･準備を進めた。 

   平成 18年度に実施する主な事項は，次のとおりである。 

  ・生命科学院，先端生命科学研究院の新設 

   ・観光学高等研究センターの新設 

  平成 19年度実施を目途に検討した事項は，次のとおりであ 

る。 

  ・大学院観光学専攻（仮称）の新設 

  ・アイヌ･北方先住民研究センター（仮称）の新設 

②教育研究組織の見直しの方向性 

・  大学院において学生所属組織

と教員所属組織を分離する「学

院・研究院」構想の一環とし

て，「環境科学院・地球環境科

学研究院」及び「水産科学院・

水産科学研究院」を設置する。 

・ 地球環境問題における重要・緊急の課題に取り組む研究者及び

高度専門職業人の養成，さらに環境科学の新たな分野を起こす人

材養成を目的とし，環境科学院･地球環境科学研究院を平成 17 年

４月に設置した。初年度は，修士課程 157 名，博士後期課程 48

名の学生を受け入れた。 

・ 水産科学に関する創造的な学術研究を担いうる高度な研究者と

先端先進の技術，幅広い視野と地球規模で活躍しうる行動力を備

えた高度な専門家を養成することを目的とし，水産科学院･水産

科学研究院を平成 17 年４月に設置した。初年度は，修士課程

114名，博士後期課程 37名の学生を受け入れた。 

・ 大学院において学生所属組織

と教員所属組織を分離する「学

院・研究院」構想の一環とし

て，「生命科学」等の分野につ

いて，平成 18 年度実施を目途

に具体的構想を取りまとめる。 

・ 「学院･研究院」構想の一環として，分子レベルから個体レベ

ルにわたる高度な生命科学の研究を推進する大学院の教育研究組

織である「生命科学院」「先端生命科学研究院」「薬学研究院」の

新設（薬学研究科の廃止）について，平成 18 年度実施を目途に

設置計画を策定した。なお，「生命科学院」の設置計画（平成 18

年４月設置）については，文部科学省大学設置･学校法人審議会
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における審査を経て，文部科学大臣から設置を認められた。 

  また，理学院･理学研究院の新設（理学研究科の廃止）及び農

学院･農学研究院の新設（農学研究科の廃止）についても，平成

18 年度実施を目途に設置計画を策定し，文部科学大臣あてに届

出を行った。 

 

 ３．人事の適正化に関する実施状況 

年度計画 実施状況 

①人事評価システムの整備・活用

に関する具体的方策 

・ 平成１８年度において一部試

行することを目指して，職員の

能力や業績を的確に把握しうる

公正で納得性の高い人事評価シ

ステムの検討を進める。 

・  平成 17 年８月に副理事を座長とする北海道大学人事・給与制

度検討会を設置し，事務職員の能力や業績を的確に把握しうる公

正で納得性の高い人事評価システムについて検討を進めた。同検

討会においては，平成 18 年度中の試行を目指し，「新たな人事・

給与制度に関する中間報告」（平成 18 年２月 27 日）をまとめ

た。 

・ 上記人事評価システムの検討

と併せて，収集した資料や事例

を基に，能力，職責及び業績を

適切に反映したインセンティブ

の高い人事・給与制度につい

て，公務員制度改革大綱に基づ

く改革の進捗状況や私立大学に

おける動向等を踏まえて，具体

的な検討に着手する。 

・ 上記人事評価システムの検討とあわせて，能力，職責及び業績

を適切に反映したインセンティブの高い人事・給与制度につい

て，他の国立大学や私立大学における動向等を踏まえて，収集し

た資料や事例を基に，本学における現状分析と問題点等について

検討を行った。また，その検討結果に基づき，昇任・昇格人事，

職層，月例給与，勤勉手当について，「新たな人事・給与制度に

関する中間報告」（平成 18 年２月 27 日）として取りまとめ，基

本的方向を示した。 

②柔軟で多様な人事制度の構築に

関する具体的方策 

・ 学生の教育に支障を生じた

り，大学と教員との利益相反が

生じたりしないよう留意しつ

つ，兼業の柔軟化に伴う社会的

説明責任を果たすため，平成

16 年度における兼業の従事状

況を公表する。 

・  教育研究活動による大学と教員との利益相反が生じないよう，

平成 16 年 11 月に制定した「国立大学法人北海道大学利益相反マ

ネジメント規程」に基づき設置した利益相反マネジメント室にお

いて，教職員からの質問や相談に応ずるとともに，本学ホームペ

ージにおいて同制度の概要について掲載し，教職員に周知を行っ

た。なお，平成 17 年度中には利益相反審査会の開催実績はなか

った。 

・ 平成 16 年度における兼業の従事状況については，各教員から

提出された兼業報告書に基づき，「技術移転事業者（ＴＬＯ）の

役員兼業」，「研究成果活用企業への役員兼業」，「一般の兼業」に

分けて取りまとめ，平成 17 年 11 月に本学ホームページ上に公表

した。 

  なお，「一般の兼業」については，「国・地方公共団体」，「各種

法人」，「国立大学・学校法人等」，「営利企業」，「その他」の兼業
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件数を各部局別に公表した。 

・ 外国人教員や任期付き教員等

を対象とした年俸制の導入等を

視野に入れた柔軟な給与制度に

ついて引き続き検討し，成案を

得る。 

・  企画・経営室において，外国人教員や任期付き教員等を対象と

した年俸制の導入等を視野に入れた柔軟な給与制度について検討

し，外部資金等による教員，外国人教師及び外国人研究員等を対

象とした「特任教員制度」及び「年俸制」について取りまとめ

た。これらの検討結果を受け，平成 18 年度から，「特任教員制

度」及び「年俸制」を導入することとした。 

・ 授業等の職務から離れて自己

研鑽を行う機会等を付与するた

めのサバティカル・リーブを一

定の要件の下に導入することを

検討し，成案を得る。 

・  企画・経営室において，授業等の職務から離れて自己研鑽を行

う機会等を付与するためのサバティカル・リーブを一定の要件の

下に導入することについて検討し，教員の職務上の「研究専念期

間」という位置付けで，講師以上の教員が７年以上継続勤務した

場合に，教育及び管理運営等の業務を一定期間免除され，研究に

専念できる期間を設ける「サバティカル研修制度」について取り

まとめた。これを受け，平成 18 年度から，「サバティカル研修制

度」を導入することとした。 

・ 定年に達した優れた教員を引

き続き本学の教育研究業務等に

従事させるための勤務延長制度

や再雇用制度を適切に運用す

る。 

・ 教員の再雇用制度（嘱託職員）の適用により，次のとおり４名

の教員を採用した。 

  ・学務部キャリアセンター １名（工学研究科定年退職教授） 

  ・創成科学共同研究機構  ３名（工学研究科定年退職教授２名，

先端科学技術共同研究センター定年退職教授１名）） 

③任期制・公募制など教員の流動

性向上に関する具体的方策 

・ 教員の流動性を向上させ教育

研究を活性化する視点から，再

任可能な任期制を一定の要件の

下に導入することについて，引

き続き研究科等の組織単位ごと

の検討を促進するために必要な

取組を行い，成案を得られた研

究科等から順次任期制を導入す

る。 

・ 平成 17年度においては，次のとおり任期制を導入した。 

○水産科学研究院〈海洋生物資源科学部門資源保全管理戦略分

野，海洋応用生命科学部門安全管理生命科学分野《教授，助教

授》〉 

○人獣共通感染症リサーチセンター〈全部門《教授，助教授》〉 

○エネルギー変換マテリアル研究センター〈エネルギー変換シス

テム設計分野《助教授》〉 

○遺伝子病制御研究所〈全研究部門，疾患モデル動物実験施設，

ウイルスベクター開発センター《助手》〉 

 

・ 教員に多様な経歴・経験等を

持つ優れた人材を確保するた

め，教員の採用及び昇進に当た

っては，原則として公募により

行う。 

・ 広く優秀な人材を求めるため，公募を原則とする旨定めた「教

員選考の指針」に基づき，教員の採用・昇任は原則として公募に

より行った。 

④外国人・女性等の教員採用の促

進に関する具体的方策 

・ 企画・経営室において，外国人教員採用に係る国際公募制のあ

り方や給与制度の柔軟化について検討し，外国人教師及び外国人
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・ 本学が学術研究と人材養成の

面で日本のみならず世界の発展

に貢献することを目指す視点か

ら，外国人教員採用に係る国際

公募制のあり方や給与制度の柔

軟化についての検討を進め，成

案を得る。 

研究員等を対象とした「特任教員制度」及び「年俸制」について

取りまとめた。これらの結果を受け，平成 18 年度から，外国人

教師及び外国人研究員等を「特任教員」として採用し，「年俸

制」を適用することを可能とした。 

   また，国際公募については，インターネット・ジャーナル等に

より実施した。 

・ 男女共同参画委員会におい

て，ポジティブ・アクションを

含めた総合的な施策の実施・推

進を図る。 

・ 男女共同参画委員会及び同専門委員会での検討結果に基づき，

以下の施策の実施・推進を図った。 

 ・次世代育成支援対策推進法に基づく行動計画の策定 

 ・次世代育成支援対策に係る各種支援制度の取得状況調査の実施 

 ・科学技術振興調整費「女性研究者支援モデルプラン」の申請 

 ・研究会「教職員の男女共同参画に向けて」の実施 

 ・男女共同参画の取組に関する本学ホームページの開設 

 ・各部局等における男女共同参画推進員の配置 

 ・男女共同参画を担当する副理事の平成 18年度からの設置決定 

・ 育児にあたる必要の生じた本

学の職員や大学院生，ポストド

クター，外国人研究者等が安心

して就労又は就学できるように

するため，保育園「子どもの

園」を認可保育園として設置運

営する。 

・ 育児にあたる必要の生じた本学の職員や大学院生，ポストドク

ター，外国人研究者等が安心して就労又は就学できるようにする

ため，平成 17年度から保育園「子どもの園」を開園した。 

・ 平成 17 年度の入園児童数は，定員 60 人に対し，月平均 53 人

（うち大学関係者の利用率は約 70％）であったが，平成 18 年度

は，既に定員を超える入園希望がある。 

⑤事務職員等の採用・養成・人事

交流に関する具体的方策 

・ 事務職員等の採用は，北海道

地区国立大学法人等職員統一採

用試験合格者からの採用を原則

とし，この試験で適切な人材を

得がたい場合には，選考により

行う。なお，公平で透明性のあ

る選考採用を実施するため，選

考採用を行う場合の基準につい

て検討し，成案を得る。 

・ 事務職員等の採用は「北海道地区国立大学法人等職員統一採用

試験」合格者から行うことを原則とし，平成 18 年４月１日付け

採用者も含めて，事務 28 名（男 19 名，女９名），図書１名（男

１名），技術 16 名（男 10 名，女６名），計 45 名（男 30 名，女

15名）を採用した。また，選考採用により１名を採用した。 

  なお，公平で透明性のある選考採用を実施するため，選考採用

を行う場合の基準について検討し，「国立大学法人北海道大学職

員の選考による採用に関する要項（平成 18 年２月６日総長裁

定）」を制定した。 

・ 事務職員の人事管理に当たっ

ては，各職員の意欲・適性・能

力等を勘案しつつ，男女の均等

な機会や待遇の実質的な確保に

・ 事務職員の人事管理に当たって，各職員の意欲・適性・能力等

を勘案しつつ，男女の均等な機会や待遇の実質的な確保に努め

た。 

・ 中堅職員及び係長相当職の階層別研修並びに専門別研修を実施
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努めるとともに，階層別や専門

別研修を実施する。また，平成

18 年度採用者からコース別人

事管理を実施することを前提

に，引き続き具体的な方策を検

討し，成案を得る。 

した。 

・ コース別人事管理の導入については，検討の結果，採用時から

の導入は困難であるという結論に達したが，前記①に掲げる平成

18 年度に試行する人事評価システムに基づく人事給与制度の中

で，コース別人事管理制度の趣旨を含んだ運用を可能とした。 

⑥中長期的観点に立った適切な人

員（人件費）管理に関する具体

的方策 

・ 研究科等における教授，助教

授，講師及び助手に係る職や人

員数，財源を流動化させ，研究

科等がその戦略に基づき柔軟な

教員編制としうる方策について

拡大を図る。 

・ 平成 18 年度以降，これまでの「国立大学法人北海道大学教員

配置規程」に基づく人員管理から総人件費管理に移行することと

し，研究科等における柔軟な教員編制が可能となるシステムとし

て，「ポイント制教員人件費管理システム」を導入することとし

た。「ポイント制教員人件費管理システム」とは，各職種の平均

給与を基に，教授を１ポイント，助教授を 0.798 ポイント，講師

を 0.748 ポイント，助手を 0.604 ポイントとして，各部局等の総

ポイントを定め，その範囲内において職種や員数にとらわれない

教員人事管理を行う制度である。 

  また，総人件費管理に移行することに伴い，運営費交付金の一

定割合を全学に留保し，総長のリーダーシップの下に全学的な視

点から定員または人件費の措置を講ずる「全学運用定員制度」に

ついては，総長の下に留保した教員に係る人件費（教員人件費積

算総額の４％の額）を配分する「全学運用教員制度」に移行する

こととし，さらに平成 21 年度までに，総長の下に留保する教員

に係る人件費の額を段階的に５％に拡大することとした。 

・ 助手の職務については，平成

１８年度実施を前提に，平成１

６年度の検討結果に基づき，中

央教育審議会の答申等及び学校

教育法等の法令の改正の動きを

確認しながら具体的な実施案を

検討し，成案を得る。 

・ 企画・経営室において，平成 16 年度に引き続き，助手の職務

内容に応じた処遇等について検討し，平成 19 年４月からの学校

教育法の改正に伴い，現行の助手は，職務内容の実態に応じて助

教職と助手職に移行させることとし，平成 19 年度以降に向けて

の移行審査に着手すること，また，平成 19 年度以降は新たな助

手は原則として採用しないこと等の実施案を取りまとめた。これ

を受け，平成 19 年度以降の助教及び助手の教員人事の準備を開

始することとした。 

   なお，新たに採用する助教職の任期制導入については，継続し

て検討することとした。 

・ 平成１６年度の検討結果に基

づき，技術職員の一元的管理を

目的とする組織を平成１８年度

に設置するため，具体的準備を

行う。 

・  企画・経営室においては，改正学校教育法に対処する「本学に

おける教員の職に係る方策」の検討と並行して教室系技術職員に

係る検討・議論を進めた。検討結果は「教室系技術職員に関する

基本方針（案）」としてまとめ，研究科等の長に提案し，平成 18

年度中を目途に，教育支援機能を充実させるため全学的視野に立

った一元的管理を目的とする組織を設置すること，組織を設置す
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るための検討ワーキンググループを設置することが了承され，引

き続き検討を進めることとした。 

・ 高度の専門性を有する業務に

従事する職員を確保するため，

教員，事務職員等従来の画一的

職種区分にとらわれない職種の

設定についての検討に着手す

る。 

・ 学内における新たな職種ニーズ等を調査し，これらの調査結果

も踏まえ，企画・経営室において，考えられる職種及び今後の検

討課題等の整理を行い，それらの職群や処遇等の検討に着手し

た。 

・ 運営費交付金を原資とする職

員の給与等の人件費総額につい

て，当該交付金の積算ルールを

勘案しつつ中長期的観点に立っ

た適切な管理を行うための具体

的方策を検討し，成案を得る。 

・  企画・経営室において，研究科等における柔軟な教員組織編

制が可能となるシステムについて検討し，これまでの「国立大学

法人北海道大学教員配置規程」に基づく人員管理から総人件費管

理に移行することとし，「ポイント制教員人件費管理システム」

について取りまとめた。「ポイント制教員人件費管理システム」

とは，各職種の平均給与を基に，教授を１ポイント，助教授を

0.798 ポイント，講師を 0.748 ポイント，助手を 0.604 ポイント

として，各部局等の総ポイントを定め，その範囲内において職種

や員数にとらわれない教員人事管理を行う制度である。この検討

結果を受け，平成 18年度から同制度を導入することとした。 

  あわせて，運営費交付金の一定割合を全学に留保し，総長のリ

ーダーシップの下に全学的な視点から定員または人件費の措置を

講ずる「全学運用定員制度」については，総人件費管理に移行す

ることに伴い，総長の下に留保した教員に係る人件費（教員人件

費積算総額の４％の額）を配分する「全学運用教員制度」に移行

することとし，さらに，平成 21 年度までに，総長の下に留保す

る教員に係る人件費の額を段階的に５％に拡大することとした。 

   また，事務系職員については，業務の効率化・合理化等とあわ

せて事務部の統合等の検討を行い，一定の員数を削減し，人件費

総額の抑制を図ることとした。 

 

 ４．事務等の効率化・合理化に関する実施状況 

年度計画 実施状況 

①事務組織の機能・編成の見直し

に関する具体的方策 

・ 法人化に伴う業務や本学が戦

略的に推進すべき業務を事務局

組織が適切に担いうるよう，企

画部の設置，職員課の設置等事

務局組織を再編したことについ

・ 法人化に伴う業務や本学が戦略的に推進すべき業務を事務局組

織が適切に担いうるよう，企画部の設置，職員課の設置等事務局

組織を再編したことについて，事務改善委員会の下に「事務局再

編に係る効果検証ＷＧ」を設置し，その効果の検証を行った。 

・ 各組織の自己点検評価結果及び各部署からの意見等をもとに同

WG で検証した結果，機能の強化，一元的・機動的な業務の遂行

など効果が上がった面も見られたが，他方，組織の在り方・機能
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て，その効果の検証を行う。 の更なる検討が必要なこと，重複業務の更なる見直しが必要なこ

となど問題点等も明らかになった。 

・ 法人化後１年しか経過していないことなどにより，本検証のみ

を持っては，事務局の改組・統合を提案することは難しいという

結論に至ったが，明らかとなった問題点等について，現体制の中

で可能なものについては改善・見直しを行うこととした。 

・ 平成１８年度において研究科

等の事務のうち定型的な人事，

経理事務等を合同処理する体制

について具体的な検討を行うた

め，法人化後における研究科等

の業務処理状況の調査分析を行

う。 

・ 事務改善委員会において，これまでの「事務組織見直し検討プ

ロジェクトチーム」等の検討を踏まえた上で「国立大学法人北海

道大学における事務組織等の在り方について」を決定し，次のよ

うな本学における今後の研究科等事務処理体制を含めた効率的な

事務系職員の配置等について，全学合意を得た。 

①合同事務処理部門については，事務局・部局事務部・合同事務

処理部門の三層構造は事務の煩雑化，事務組織の細分化を招く

ため，合同事務処理部門という組織体は設けないこととし，研

究科等の事務部間における職員配置の格差を解消するととも

に，効率的な研究科等事務部体制を構築するために，客観的な

指標により事務職員を配置することとした。 

②研究科等事務部の統合構想として，教員 100 名未満かつ事務

職員 10 名未満の事務部にあっては，原則的に統合し，人事・

経理等共通する事務について統合処理する提案を行い，引き続

き，検討することとした。 

③業務の見直しとしては，1）業務の廃止・縮小，2）集中化・標

準化，3）アウトソーシング，4）事務処理マニュアルの確立等

を進めていく。 

・ 法人化後の会計業務の処理方法を見直し，合理化・簡素化を

進めるため，研究科等の経理業務担当者からのヒアリングを実

施するとともに，財務部合理化特別チームを設置し検討に着手

した。また，定型的な人事・経理事務のうち，給与計算関係業

務について，給与業務検討ＷＧを設置し，アウトソーシングの

検討を行った。 

・ 事務改善コンクールを実施し，22 件について実施又は実施に

向けての検討を行うこととした。 

・ 研究科等の図書関係部門を附

属図書館事務部の下に一元管理

し，図書及び雑誌等の発注，受

入，目録作成等の管理業務を集

中化するための構想案に基づき

実行計画を立案し，可能な事項

・ 附属図書館事務部に置いた「北海道大学の図書館図書関係事務

改善検討ＷＧ」が検討した構想案を踏まえ，事務改善委員会にお

いて「国立大学法人北海道大学における図書館系事務組織の在り

方について」を決定し，研究科等の図書関係事務部門を附属図書

館事務部の下に一元管理するとともに，全学の図書管理業務を附

属図書館本館に集中化し効率化を図ることとした。 
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から着手する。 

・ 事務組織を巡る環境の変化に

応じた機動的な人員配置を行う

ための仕組みについて検討し，

成案を得る。 

・  事務改善委員会において，事務組織の在り方の検討とあわせ

て，機動的な人員配置を行うための仕組みについて検討し，「国

立大学法人北海道大学における事務組織等の在り方について」を

決定した。機動的な人員配置を行うための仕組みとしては，事務

局にあっては「重点配分定員」，研究科等にあっては「留保定

員」を事務局長の下に設けて，本学の重点施策，新規ニーズ，緊

急対応などに機動的に配置することとした。 

・ 図書系事務組織については，図書館事務部の下に一元化するこ

ととして合意を得た。 

・ 特定研究科等に定員内職員と

して配置されている教室系事務

担当者の段階的な廃止を引き続

き実施する。これに関連して，

中央事務との役割分担を含む専

攻事務の在り方についての検討

に着手する。 

・  特定研究科等に定員内職員として配置されている教室系事務担

当者の段階的な廃止を引き続き実施し，平成 16 年度における当

該定年退職者 11名について不補充とした。 

・ 「研究科等における経理事務業務処理状況の調査分析専門部

会」での検討等を踏まえ，理学研究科事務部における中央事務担

当者と教室系事務担当者の役割分担について見直しを行い，平成

18 年度から，教室系事務担当者を中央事務部に配属させ，これ

まで教室系事務担当者が担っていた業務については，中央事務に

おいて一元的処理を行うこととした。 

②複数大学による共同業務処理に

関する具体的方策 

・ 複数大学の協力により効率的

な業務処理を行うため，北海道

内の国立大学法人等と協力し，

北海道地区国立大学法人等職員

統一採用試験，事務系職員合同

研修を実施する。また，他の業

務についても共同業務処理の可

能性について引き続き検討し，

合意の得られたものから逐次実

施する。 

・ 複数大学の協力により効率的な業務処理を行うため，北海道地

区の国立大学法人等との連携・協力により，平成 16 年度に引き

続き，本学に採用事務室を設置して，北海道地区国立大学法人等

職員統一採用試験を実施するとともに，北海道内の国立大学法人

等事務系職員を対象に中堅職員及び係長相当職等の階層別研修並

びに専門別研修を実施した。 

   また，北海道地区の国立大学法人等と協力し，大阪・名古屋に

おける合同入試説明会を実施した。 

③業務のアウトソーシング等に関

する具体的方策 

・ 平成１６年度における検討結

果に基づき，旅費関係業務等の

アウトソーシングに取組むとと

もに，定員内職員が担っている

定型的業務について派遣職員等

・ 平成 16 年度における検討結果に基づき，旅費関係業務のアウ

トソーシングを実施した。また，財務部調達課等における定型的

業務の一部について派遣職員を活用した。 

・ 給与計算関係業務のアウトソーシング導入について検討ＷＧを

設けて，平成 18年度中の実施に向けた準備を行った。 
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の活用を促進する。 

・ 経理，人事等の業務の効率化

を図るため，電子届出システム

の運用範囲の拡大を図る。な

お，年末調整関係書類の作成に

ついては，本格実施する。 

・ 事務処理の電子化に向けて，全学の会計担当者の業務を分析

し，財務会計システムのユーザー登録・業務権限の設定のルール

作りを行った。 

・ 電子届出システムとして年末調整関係書類の作成を本格実施す

るとともに，人事・共済関係の各種申請書様式をホームページ上

に掲載し，ダウンロード印刷をできるようした。また，申請書の

提出先・照会先情報や各種制度の詳細説明，記入例等の情報をホ

ームページに掲載する準備を開始した。 

・ 「北海道大学情報環境整備検討委員会」を設置し，事務処理の

効率化の観点から，事務情報システム，教務情報システム及び図

書館情報システム等個別に稼動している各種事務システムの一元

的管理について検討に着手した。 

 

Ⅲ．財務内容の改善 

 １．外部研究資金その他の自己収入の増加に関する実施状況 

年度計画 実施状況 

①科学研究費補助金，受託研究，

奨学寄附金等外部資金増加に関

する具体的方策 

・ 科学研究費補助金等競争的資

金の獲得資金総額については，

その伸び率が平成 17 年度関連

予算の対前年度伸び率に達する

よう努める。 

・  科学研究費補助金等競争的資金の獲得額の増加を図るため，①

補助金申請に関する説明会の開催，②各助成団体等の競争的資金

情報をホームページにて提供，③科学研究費補助金については，

一部研究種目について申請アドバイザーを選定し，申請内容につ

いての指導・助言等を行った。 

  これらの支援方策を行った結果，平成 17 年度の科学研究費補

助金の獲得資金は 6,023,395 千円であり，平成 16 年度

（5,663,675 千円）からの伸び率は 6.4％となり，科学研究費補

助金予算総額の対前年度伸び率 2.7％を大きく上回った。 

・ 受託研究，共同研究，寄附金

等外部資金の獲得資金総額につ

いては，その伸び率が平成 17

年度の国内総生産の対前年度伸

び率に達するよう努める。 

・ 外部資金の獲得額増加を図るため，各省庁等のホームページか

ら公募や説明会開催の情報を収集して，職員に対し文書・メール

により通知し応募への意識喚起を行った。 

  これらの方策により，平成 17 年度の受託研究（424 件 

4,766,276 千円），共同研究（347 件  763,190 千円），寄附金

（3,216 件 2,414,612 千円）の総額は 7,944,078 千円であり，平

成 16 年度総額 6,599,272 千円からの伸び率は 20.4％となり，国

内総生産の対前年度伸び率 3.0％を大きく上回った。  

・ 上記競争的資金及び外部資金

に関する伸び率の達成や，平成

18 年度における獲得資金の増

額を目指して，以下の方策を実

・ 学内における科学研究費補助金申請に関する説明会を実施し，

各助成団体情報を集約してホームページに掲載し，メールによる

競争的資金の獲得に関する情報提供を積極的に行い，申請アドバ

イザーによる相談体制の整備を行った。 
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施する。 

ア） 若手研究者を主たる対象に

して，科学研究費補助金の傾

向，戦略的な研究種目の選定方

法及び研究計画調書の作成方法

に関する説明会を開催する。 

イ） 科学研究費補助金に精通し

た教員を申請アドバイザー（仮

称）として選定し，希望者に対

し助言できる仕組みを引き続き

検討する。 

ウ） 受託研究については，各省

庁が行う説明会開催情報や公募

情報等を収集し，研究者に対

し，ホームページやメーリング

ネットワーク等を通じて情報提

供する。 

エ） 平成 17 年度における本学

教員の外部資金（競争的資金を

含む。）への応募，採択及び獲

得額の状況を，平成 18 年度に

おいて研究科等別に整理し，公

表するための準備を行う。 

オ） 卒業生や在学生の保護者，

篤志家等が本学に対する寄附を

行い易くするための仕組みを検

討し，成案を得る。 

・ 平成 17 年９月に担当事務からの学内説明会を開催し，平成 17

年 10 月には教員を対象とした説明会を開催し，文部科学省より

講師を招き公募に関する説明を受けたほか，学内の講師による効

果的な研究計画調書の作成方法についての説明も行った。 

・ 平成 17 年度は，科学研究費補助金の特別推進研究，特定領域

研究について，文部科学省学術調査官となっている本学教員を申

請アドバイザーとして選定するとともに，応募者が事前に申請等

について相談できるシステムを構築し，申請内容についての指

導・助言等を行った。 

  また，他種目についてのアドバイザーの設定についても検討を

行った。 

・ 各省庁等のホームページから公募や説明会開催の情報を収集

し，職員に対し文書・メールにより通知した他，本学ホームペー

ジに掲載し周知した。 

  また，平成 17 年２月から部局の研究者等への周知方法につい

て検討し，各部局のメーリングリストの整備状況を調査し承諾を

得たうえで，研究戦略に関する情報を平成 18 年３月より学内に

周知している。 

・ 財団法人等が公募する研究助成金等の応募状況及び採択状況に

ついて，各研究科等から四半期毎の報告を受け，その結果を取り

まとめて公表するための準備を昨年度に引き続き進めた。 

・  北海道大学基金設置検討プロジェクトにおいて本学基金の在り

方について検討の結果，次のとおり成案を得た。 

   平成 18 年４月から総長，理事を中心とする基金室，学内外の

ディレクター等からなる基金設置準備グループ及び基金設置準備

事務室を設置し，平成 18年 10 月からの募金開始に向けた準備に

着手することとした。 

②収入を伴う事業の実施に関する

具体的方策 

・ 学生納付金については，教育

の機会均等や優秀な学生の確保

等に配慮し，国が定める標準額

をもって設定する。 

・ 学生納付金については，教育の機会均等や優秀な学生の確保等

に配慮し，国が定める標準額をもって設定した。 

・ 北海道大学病院の経営の効率

化を図り，医業収入を確保する

ため，Ⅰの３の（2）の③に掲

げるところにより以下の取組を

行う。 

・ 北海道内の地域医療機関との連携を推進するため，「地域連携

システム」を構築し，初診紹介患者の予約・受付及び連携医療機

関（紹介元・紹介先）の登録などの業務を平成 17 年４月から開

始した。 

   また，それにあわせて平成 17 年４月からＭＳＷ（医療ソーシ
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ア） 地域医療連携部の拡充整備 

イ） 医科病棟内への歯科病床の

移転統合 

ウ） ＭＥ機器管理センターの設

置 

エ） 臓器別診療を含む外来診療

科の再編及び施設整備 

オ） 経営推進部門における病院

経営改善の推進 

カ）  病院管理会計システムを運

用しての業務改善計画の策定・

実行の検討 

ャルワーカー）２名を採用して医療サービスの向上を図った。 

  さらに，地域医療連携部に医事課医療福祉相談室を統合をした

「地域医療福祉センター」（仮称）を設置することとし，「紹介患

者の受入」及び「地域医療機関への逆紹介」の連携体制の強化を

図ることとした。 

・ 歯科病床の医科病棟への移転に伴う医科病棟の再配置について

検討を行った結果，患者への影響を考慮して段階的に移転を行う

こととして改修計画を作成し，平成 17年 12月に着工した（平成

18年５月移転予定）。 

・ 「ＭＥ機器管理センター」を平成 17 年４月に設置して運用を

開始し，経営の効率化を図った。 

・ 外来運営委員会において，外来診療の臓器別再編と外来診察室

の改修案を策定した。 

・ 病院長を議長とし，病院財務担当理事，副病院長，病院長補佐

及び事務部長を構成員とする病院執行会議を平成 17 年５月に経

営推進部門に替えて設置し，病院の管理運営に関する重要事項を

審議する制度を構築した（23 回開催）。さらに平成 17 年５月か

ら学外の経営コンサルタントを病院長補佐（病院経営戦略担当）

として任命し，平成 16 年度における経営推進部門での検討を踏

まえつつ，戦略的な経営改善への取り組みを行った。 

   また，平成 17 年６月に病院長の下に経営企画室を設置し，病

院経営情報の調査，収集及び分析を行うとともに，病院経営に関

する緊急の課題等の改善について，具体的方策の企画・立案を行

なった。また，それらの情報を院内に周知するために「経営企画

室ニュース」を発行（３回発行）するなど，経営改善を推進し

た。 

   事務組織においても，病院経営改善を効率的かつ迅速に対応す

るため，平成 17年 10月に経営企画課を設置し，病院執行会議及

び経営企画室会議のサポート体制を強化した。また，管理課にお

いては購入改善プロジェクトを立ち上げ，経費削減の体制整備を

図った。 

   これらの取組の結果，収入においては，経営改善係数２％（約

４億円）を達成した。また，医薬品及び診療材料の購入改善の推

進，ＳＰＤ（診療材料物流管理システム）の稼働による購入在庫

物品の減少などで経費を約 184,160千円削減した。 

・ 病院管理会計システムを運用して，各診療科別収支（診療報酬

収益から医薬品及び診療材料費など直接経費を差し引いた額）を

算定し，平均在院日数の短縮のためのＤＰＣ（包括評価）の分析
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資料とともに，各診療科にデータを提示した。 

   それらを踏まえ平成 18 年２月に病院長ヒアリングを実施した

上で，ＤＰＣ下の最適診療による平均在院日数の短縮及び複数の

同種同効薬品の平行採用による医薬品及び診療材料費の削減を含

む業務改善計画を策定し，実行に着手した。 

・ 入場料，家畜治療収入，公開

講座の講習料等のその他の収入

について，増収に努めるため，

以下の取組を行う。 

ア） 植物園については，引き続

きパンフレットを関係機関に配

布するとともに，教育委員会を

通じて小中学校に対し総合学習

におけるフィールドとしての利

用の働きかけを行う。 

イ） 獣医学研究科長の下にワー

キンググループを設置し，家畜

病院における適切な広報活動の

方策について検討を行い，併せ

て診療体制の見直しを含めた病

院運営についての検討に着手す

る。 

ウ） 公開講座については，教育

委員会と連携して，地域住民の

学習ニーズについて実態の把握

に努めるとともに，生涯学習計

画研究委員会において全学的広

報支援体制の強化及び受講生確

保のための具体的な方策につい

て検討する。 

エ） 本学を表示する商標の在り

方について検討し，結論を得た

ものについて登録する。また，

これを活用した北大グッズの制

作・販売について検討し，結論

を得たものから逐次具体化す

る。 

・ 入場料，家畜治療収入，公開講座の講習料等のその他の収入に

ついて，以下の取組を行った。 

・ 植物園については，引き続きパンフレットの配布，教育委員会

を通じて小中学校への利用の働きかけを行った。また，今後の来

園者の増を図るため，本学ホームページのトップページから直接

「植物園ホームページ」にアクセスできる環境を整えるととも

に，近隣の駐車場との連携に向けた調査を行った。 

・ 獣医学研究科長の下に家畜病院改革検討委員会を設置し，広報

活動の方策を検討するとともに，現状の診療体制の問題点につい

て検証し，対応策を検討した。その対応方策の一つとして，平成

17 年 10 月から非常勤獣医師及び研修獣医師を順次雇用し，４名

増員させ，外来・入院の患畜受入れ体制を強化した。また，ＭＲ

Ｉ（磁気共鳴断層撮影装置）を導入し，診療体制の充実を図っ

た。 

・ 高等教育機能開発総合センター生涯学習計画研究部として,北海

道立生涯学習推進センター等の協力の下に，道内市町村の社会教

育関連行政職員を対象とする郵送実態調査を行い,その分析結果を

北海道の生涯学習計画策定の基礎資料として提供した。 

・ 公開講座の広報の進め方についてガイドブックを作成し，全学

の講座広報担当者に配布した。また，全学の公開講座，講演会，

イベントなどを紹介・広報する「エルムの杜学習通信－北海道大

学公開講座ニュース」を発刊，今年度は４回発行し，北海道大学

生涯学習学友会会員等へ配付した。 

・ 平成 17 年度から，公開講座の講習料を「教養型」と「専門

型」とに分け,「教養型」は従来の講習料より安く設定し，「専門

型」は，「教養型」の倍に設定した。講習料収入は，開講数が前

年度より２講座減となったこと及び「教養型」(従来型)の講習料

を値下げしたことにより，前年度より 55 万円弱の減収となった

が，受講者数では，定員 650 名のところ 645 名他に１回のみの

受講者 54名(16年度定員 710名，受講者 525名)で増加した。 

・ 広報活動の一環として北大ブランドのイメージアップを図るた

めに北大グッズの販売を検討していたが，その第一弾として平成

17 年４月から札幌の菓子メーカーの「きのとや」が北大のシン
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ボルマークを箱に付したクッキー「札幌農学校」（北大紹介のし

おり付き）を販売した。平成 18 年３月末で約１億４千万円以上

を売り上げている。同社には，売り上げの一部を北大に寄附する

ことを条件に，北大のシンボルマークを使用した商品を販売する

ことを許可した。このように，検討し結論を得たものについて

は，順次制作・販売を進めている。その後も広報室において，北

大グッズの制作・販売の検討を進めており，オルゴール，日本

酒・梅酒，ハム・ソーセージなど結論を得たものから順次商品化

に着手し，平成 18 年５月の「エルムの森ショップ」開店に合わ

せて販売を開始した。その他，中高生向けのグッズを含めた関連

商品を増やし，本学の活動状況を広くアピールしていく予定であ

る。 

  なお，あわせて商標の在り方についても検討を進め，エンレイ

ソウをかたどった「シンボルマーク」，「北海道大学」，「北大」に

ついて，平成 18年３月に商標登録を出願した。 

  また，現在使っているシンボルマークとは別に，北大グッズを

販売するときに商品に付して，その売り上げの一部をロゴマーク

の使用料として大学の収入とするために北海道大学コミュニケー

ションマークの作成と商標登録も，平成 18 年度に行うための準

備を進めた。 

・ 引き続き知的財産本部と北海

道ＴＬＯをはじめとする技術移

転機関等との連携を図り，特許

実施契約を積極的に進めること

により，特許の実施による収入

増に努める。 

・ 企業等との共同出願特許については，当該企業等に独占的実施

権を付与し，あるいは大学が保有するよりも譲渡したほうがよい

特許については，譲渡するなどして，実施料収入等の確保や出願

経費の抑制等，効率的運用に努め，平成 17 年度は実施許諾契約

10 件（新規７件，継続３件），譲渡契約 13 件，オプション契約

３件，プログラム著作権利用許諾契約２件（新規１件，継続１

件）の実績により，前年度の 42 千円から，23,403 千円（譲渡，

オプション契約を含む）に達した。 

・ なお，大学知的財産本部整備事業に対する中間評価が行われ，

知的財産本部における，知的財産マネージャーが積極的かつ頻繁

に発明者を訪問し，発明者との協働で権利化を進めることが実績

に結びついた取組などが高く評価され，Ａ評価を得ることができ

た。 

・ 北海道唯一の承認技術移転機関である，北海道ＴＬＯ㈱と平成

16 年度より，ライセンス仲介業務委託契約を締結しているが，

より積極的な連携を強化するため，平成 18 年１月に技術移転に

関する協定を締結し，本学が有する知的財産情報の積極的開示を

行い，技術移転先の拡大を期待している。これまでに実施許諾契
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約２件，プログラム著作権利用許諾１件，オプション契約１件，

譲渡契約１件をまとめた。 

・ 大学発ベンチャー企業支援としてインキュベーション施設につ

いての相談，事業形態に応じたライセンス条件等の相談を行っ

た。 

 

 ２．経費の抑制に関する実施状況 

年度計画 実施状況 

・ 全学に共通する管理的経費を

節減するため，以下の取組みを

行う。 

ア） 清掃業務，警備業務及び環

境整備等の契約について集約化

の検討を行い，実施可能なもの

から逐次集約化する。 

イ） 全学的な共通使用物品及び

一定の使用量が見込まれる物品

を対象に，一括購入及び単価契

約の拡充を行う。 

・ 全学に共通する管理的経費の節減に努めるため，以下の取組を

行った。 

・ 清掃業務について，近隣の部局等で集約可能なものを検討した

結果，平成 16 年度に 13 件だった契約を６件に集約した。その

結果，契約額は 6,633千円の減額となった。 

  また，警備業務についても同様に検討し，平成 16 年度に 16

件だった契約を７件に集約した結果，契約額が 4,587 千円の減額

となった。 

・ 宅配業務及び清掃・衛生用品賃貸借について，各部局毎に個別

に随時契約していたものを，全学的に取りまとめ一括単価契約を

行った。その結果，宅配業務について 490 千円，清掃・衛生用

品賃貸借について 2,650千円の節減となった。 

・ 単年度予算の制約により単年契約であった電気需給契約につい

て，安価な料金体系となる複数年契約を締結した。その結果，

21,915千円の節減となった。 

・ ガス供給契約について，平成 17 年 10 月供給分から見直し，

安価な料金体系となる固定従量単価制の契約を締結した。その結

果，平成 17 年 10 月から平成 18 年３月までの支出額について，

従来の変動従量単価と比較して 46,852千円の節減となった。 

・ 委託によるゴミ収集について，札幌市の廃棄物収集運搬委託料

金は，重量単価ではなく，容積単価であることから，ゴミの運搬

距離が短く排出量が多い北海道大学病院内に圧縮ステーションを

設置し圧縮減容を実施した。また，病院以外についても一般ゴミ

から紙類を徹底分類別することなどで減量化を図った。その結

果，一般廃棄物処理分費について，平成 16 年度と比較して

27,973千円の節減となった。 

・ エネルギー管理システムを活

用して，光熱水料抑制のための

検討を行う。 

・  平成 16 年度は全エネルギーグラフ，全エネルギー表，エネル

ギー別グラフ（全体月別），エネルギー別グラフ（全体年度別），

エネルギー別グラフ（部局別年度別）をエネルギーマップとして

掲載した。施設・環境計画室において，光熱水量抑制に効果的な
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公表方法を検討した結果，平成 16 年度の掲載内容は，学部別の

情報が年別の推移のため，短期間の使用状況の把握に不備な状態

であることから，光熱水量抑制の認識が薄れ啓発の促進が結びつ

きにくいことが判明した。このことからエネルギーマップに公表

するエネルギーデータの表現方法について検討し，17 年度は全

学月毎使用量に加え部局別月毎使用量を掲載することにより光熱

水量抑制の啓発を図ることとした。 

  さらに，原単位（燃料等使用量÷建物の延べ床面積）での各学

部使用量を把握するための検討を行い，延べ面積当たりの全学年

別原単位表を作成した。 

  また，平成 17 年度に策定した中長期計画に基づき，ボイラ配

管のウォーミング対策（夜間連続通気による朝の暖房立ち上げ負

荷の低減）を実施し，その効果を検証した。 

・ Ⅱの４の③「業務のアウトソ

ーシングに関する具体的方策」

に掲げるところにより，アウト

ソーシング等を実施し，管理的

経費の節減に努める。 

・ 平成 16 年度における検討結果に基づき旅費関係業務のアウト

ソーシングを実施し，安価な航空券等の提供により 5,193 千円の

節減を進めた。また，財務部調達課等における定型的業務の一部

について派遣職員の活用を進めた。 

  給与計算関係業務のアウトソーシング導入について検討ＷＧを

設けて，平成 18年度中の実施に向けた準備を行った。 

 

 ３．資産の運用管理の改善に関する実施状況 

年度計画 実施状況 

・ 平成１６年度に財務部に設置

した財務管理室において，引き

続き資金の効果的・効率的な運

用を行い，かつ，適切なリスク

管理を行う。 

・ 財務管理室において，国債等の取得，長期性預金への預入によ

る長期運用を行うとともに譲渡性預金，短期の定期預金への預入

による短期運用を行い，資金の効果的・効率的な運用を実施し

た。 

  また，取引金融機関の経営に関する情報収集を行い，リスク管

理に努めた。 

・ 財務情報としての合計残高試

算表を作成することにより，役

員等に対し，随時経営判断のた

めの情報提供を行う。また，対

前年同月との比較をし，資産，

負債，損益の分析を行う。 

・ 財務管理室において，合計残高試算表を作成し，月次推移及び

対前年同月との比較分析を行い，財政状態から見た資産運用の判

断又は運営状況から見た経営改善状況の確認等が行えるように，

役員等に対し，随時情報提供を行った。 

・ 学術情報の効率的運用を図る

ため，引き続き電子ジャーナ

ル，電子的データベース及び電

子的参考図書をより一層充実し

・ 図書館委員会の下に設置した「学術研究コンテンツ小委員会」

において，電子ジャーナル及び電子的参考資料の充実について検

討し，新規の電子ジャーナル６タイトル，電子的参考資料３タイ

トルを選定するとともに，利用頻度の少ない電子ジャーナル 34
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共同利用の促進に努めるととも

に，重複雑誌等の削減を進め

る。 

タイトルの購読を中止した。 

  重複雑誌については平成 17 年度購入分として全学で 214 点の

削減を行った。この結果，電子ジャーナル 13,858 点，電子的参

考資料 26点が共同利用可能となった。 

・ 施設の有効活用及び維持管理

については，Ⅴの１の③の「施

設等の有効活用に関する具体的

方策」及び④の「施設等の維持

管理に関する具体的方策」に掲

げるところにより必要な措置を

講ずる。なお，教育研究活動に

支障を来さない範囲で，学外者

に対し短期間の有償貸付を行

う。 

・ 施設が有効に活用されるように，平成 16 年度に構築した施設

情報管理システムの一部として，施設予約管理システムを稼働

し，学内の利用者がインターネットを通じて百年記念会館，学術

交流会館，ポプラ会館，エンレイソウ，遠友学舎の各施設の予約

状況を確認できるようにした。また，施設の有効な活用を図るた

め，休日等教育研究活動に支障のない範囲で講義室等の有償貸付

を 226件（14,651千円）実施した。 

 

Ⅳ．自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供 

 １．評価の充実に関する実施状況 

年度計画 実施状況 

①自己点検・評価の改善に関する

具体的方策 

・ 評価室において，Ⅰの１の

（３）の③の「教育活動の評価

及び評価結果を質の改善につな

げるための具体的方策」及び同

２の（２）の⑥の「研究活動の

評価及び評価結果を質の向上に

つなげるための具体的方策」に

掲げるものを中心に，各教育研

究組織の評価体制が効率的に機

能を発揮しうるよう支援する。 

・ 各教育研究組織の評価体制が効率的に機能を発揮しうるよう，

評価室において以下のとおり支援した。 

①各教育研究組織の評価体制の整備状況及び平成 16 年度・平成

17 年度の活動状況等を調査し，その結果を取りまとめて部局

長等に報告した。 

②評価の基礎資料として，「研究者総覧」，「研究活動一覧」，「教

育・管理運営・社会貢献活動一覧」を刊行又はホームページで

公表した。 

③学生による授業アンケートを実施し，その結果を各教員及び所

属部局長にフィードバックするとともに全体的に分析した。 

④各教育研究組織が実施した点検評価の実施状況等を取りまとめ

た「点検評価関係資料」及び本学の職員数，学生数，収入・支

出予算等の基本的な 12 項目を取りまとめた「統計資料」を作

成し，ホームページで公表した。 

・ 評価室と総長室，各教育研究

組織の評価体制との連携によ

り，平成１６年度に係る業務の

実績を明らかにした報告書を作

成するとともに，その作成方法

について適切性及び効率性を検

・ 平成 16 年度実績報告書については，各年度計画を担当する各

総長室，病院が原案を作成し，評価室において最終的な取りまと

めを行った。実績報告書作成に当たっては，評価室において各総

長室等間の連絡調整を行うとともに密接に連携を図り，原案作成

に必要な根拠データを各教育研究組織から収集・集計し，総長室

等へ提供した。 
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証する。 ・ 平成 16 年度実績報告書の作成方法について適切性，効率性を

検証し，各総長室間の連絡調整のため設置していた作業調整会議

を廃止する等，平成 17年度の作成方法を効率的なものにした。 

・ 評価に必要不可欠なデータを

全学的に集約，蓄積し，評価に

迅速かつ効率的に利用できるデ

ータシステムについて平成１８

年度中の構築を目途に検討を進

める。 

・ 平成 16 年度に評価室の下に設置したデータ集積・分析システ

ムＷＧで引き続き検討を進めた。なお，システム構築に当たって

は，情報科学系分野の教員が専任で携る必要があるため，平成

17 年６月から，全学運用定員を活用して企画部企画調整課経営

分析室に助手１名を配置した。平成 17年 12月にはデータ集積・

分析システム仕様策定委員会を設置し，データ集積・分析システ

ムＷＧでの検討内容を踏まえて仕様書を作成し，平成 18 年２月

に入札公告を行った。平成 18 年度には，同システムを構築し，

運用を開始することとしている。 

・ 社会に対する説明責任を果た

すため，授業アンケートの結果

などを含む自己点検・評価の結

果を，ホームページ等により公

表する。 

・ 平成 17 年度に実施した授業アンケートの結果について，全体

的な分析結果を公表するとともに，上位者の氏名，授業の内容・

工夫等についてもホームページで公表した。平成 16 年度に実施

した特別版の授業アンケートについても分析結果をホームページ

で公表した。 

・ 「研究者総覧」，「研究活動一覧」，「教育・管理運営・社会貢献

活動一覧」を冊子又はホームページ等で公表した。 

・ 点検・評価のホームページについて，体裁の改善や掲載内容を

整理してリニューアルした。 

・ 各部局等においても，獣医学研究科・獣医学部，低温科学研究

所，電子科学研究所，遺伝子病制御研究所，触媒化学研究センタ

ー，スラブ研究センター，情報基盤センター，アイソトープ総合

センター，留学生センター，総合博物館，量子集積エレクトロニ

クス研究センター，北方生物圏フィールド科学センター，エネル

ギー変換マテリアル研究センター，創成科学共同研究機構及び保

健管理センターにおいて点検・評価の結果や年報を冊子あるいは

ホームページで公表した。 

②評価結果を大学運営の改善に活

用するための具体的方策 

・ 平成 16 年度に係る業務の実

績に関する評価結果を分析し，

全学的視点から教育研究活動や

業務運営の改善に着手する。 

・ 平成 16 年度に係る業務の実績に関する評価結果については，

学内関係会議において評価室長から報告し，課題とされた事項に

ついて改善への取組を喚起した。また，評価室において同規模大

学の評価結果との比較分析を行い，各年度計画を担当する各総長

室等に報告した。平成 16 年度の評価結果で課題があるとされた

ものについては，平成 17 年度に取り組む事項として年度計画に

反映させ，担当の総長室を中心に対応した。 

・ Ⅱの１の③の「全学的視点か

らの戦略的な学内資源配分に関

・ 企画・経営室において，「全学的視点からの戦略的な学内資源

配分に関する具体的方策」の一環として，研究科等における教育
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する具体的方策」の一環とし

て，評価結果を学内資源の配分

を行う際の基礎資料として活用

するシステムを検討し，成案を

得る。 

研究の活性度や改善のための取り組みの進捗状況に関する評価を

ベースとする傾斜配分を実施するための方策を検討し，「博士

（後期）課程充足率」，「博士号学位授与率」及び「外部資金受入

状況」を評価基準とする配分制度について成案を得て，平成 18

年度から，これらの事項を評価基準とする配分制度を導入するこ

ととした。 

 

 ２．情報公開の推進に関する実施状況 

年度計画 実施状況 

・ 本学における教育研究活動面

に関する多彩な情報を広報資料

及びホームページを活用して，

より分かり易く公開・提供す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 本学における教育研究活動面に関する多彩な情報を，より分か

り易く公開・提供するため，本学ホームページのヘッドラインニ

ュースや「ニュースとお知らせ」に教育研究のトップニュースの

ほか，部局のニュースや話題性を重視したニュースを掲載した。 

・ なお，平成 17年 12月開催の広報室会議において，ホームペー

ジのリニューアルを決定し，平成 18 年４月に完成した。リニュ

ーアル後のトップページ等は，画像を多く用いるなど，視覚的に

分かり易いデザインとし，訪問者別インデックスを設けるなどユ

ーザーの利便性に配慮した内容とした。また，携帯電話にも対応

する機能や北大構内をリアルタイムで提供するＷＥＢカメラによ

る映像を付加した。 

・ 本学では，研究者の研究業績をデータベース化してホームペー

ジで公表しており，17 年度も内容の更新を行った。各教員の教

育・管理運営・社会貢献活動についても一覧を作成してホームペ

ージで公表した。 

・ 広報誌では，学外広報誌である「リテラポプリ」が本学の最新

の研究内容を一般にも分かり易く紹介しており，17 年度におい

ても，同誌を年４回発行し広く学内外に配布するとともに，あわ

せてホームページでも公開した。 

・ 引き続き本学の中期目標，中

期計画，年度計画等組織運営面

に関する情報を，ホームページ

を用いて積極的に発信する。 

・ 本学の基本理念と長期目標，中期目標，中期計画及び年度計画

など組織運営面に関する情報をホームページの「大学紹介」に掲

載して情報発信した。なお，当該内容の変更時には速やかに改訂

した。 

  また，財務諸表や決算報告書等についても公表した。 

・ ＦＡＱをホームページ上に掲

載する質問とそれに対する回答

を集積掲載する体制について整

備する。 

・ 本学としての諸活動を広く社会に対して積極的に情報発信する

ために，平成 17 年５月に広報室を設置した。同室においては，

各部局等が独自に掲載しているＦＡＱの項目・内容を基に全学共

通のＦＡＱについて検討を重ね，平成 18 年度中に公開するよう

体制を整備した。 
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・ 世界に対して広く情報を発信

するため，研究業績データベー

スの拡充等により，英文情報の

充実を図る。 

・ 英文情報発信強化のため，平成 16 年度に教員等による英語版

研究業績データベースの入力を開始したところであるが，年度末

の入力率は 40.81%であった。その後も引き続き入力促進を図っ

たところ，まだまだ十分とはいえないが，平成 18 年３月現在で

は 66.1%までになった。 

  「ニューズレター」については，平成 16 年度から刊行してい

る英語版について，Ｗｅｂ上にも掲載するとともに，新たに中国

版を刊行し，情報発信を行った。 

  また，大学のホームページ，留学生センターのホームページと

の有機的な連携を図りつつ，留学応募者に対するホームページの

ユーザビリティー改善に着手した。 

・ 北大交流プラザ「エルムの

森」では以下の事柄を行う。 

ア）本学の紹介ビデオの内容充実

を図り，「北大グッズ」の販売

についても検討を行う。 

イ）昨年の台風で倒れたポプラを

利用して作成したベンチ，衝

立，記念品等を展示する。 

ウ）「北海道大学の歴史写真展」

を実施する。 

・ 北大交流プラザ「エルムの森」では映像で北大を紹介する事を

目的に平成 17 年度に作成した「ポプラ並木の再生」，「高校生向

けの大学案内（入試広報）」のＤＶＤを用意して来館者が自由に

視聴することを可能にした。 

  また，４月から北大認定グッズであるミルククッキー「札幌農

学校」等の販売も開始し，学内外を問わず多くの方々が訪れて北

大のおみやげとして購入された。平成 18 年５月には，ショップ

を開店し，クッキーをはじめとして各種北大グッズを販売するこ

ととしている。 

・ 交流プラザ「エルムの森」では，平成 16 年９月の台風で倒木

したポプラ材を利用して作成したベンチ，衝立，記念品等の展示

会を６月に開催し期間中 3,433 人の来場者があった。展示会終了

後もいくつかのポプラ材の作品を常設展示した。 

・ 平成 18 年２月のさっぽろ雪祭りの期間には，「エルムの森」で

「北海道大学の歴史写真展」を開催し，北海道大学の前身である

札幌農学校時代の校舎など，歴史的価値の高い写真を展示し９日

間で 377人の来場者があった。 

・ 「北海道大学東京オフィス」

では昨年度配置した研究戦略担

当者とも連携を取りながら首都

圏の情報収集と情報発信を強化

させる。また，「北海道大学キ

ャリアセンター」の首都圏にお

ける活動拠点としての具体的な

利用方策を検討する。 

・ 「北海道大学東京オフィス」を引き続き首都圏近郊における情

報の発信と収集の拠点として運営した。特にＣＯＥ報告会やフロ

ンティアセミナー開催など東京における北海道大学の研究の情報

発信について支援した。また，在京企業の求人票を東京オフィス

で受け付け，東京近辺における学生の就職活動の拠点としてキャ

リアセンターの事業の支援も行った。 

  なお，北海道大学の東京における教育研究活動の拠点として，

今後ますますの利便性を高めるために，平成 19 年度には，より

面積が広くて立地条件の良い東京駅直通のビル内に移転すること

としているが，この移転構想に伴い東京における「個別企業説明
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会」及び「官庁業務説明会」の開催，「就職相談室の開設」など

についてキャリアセンターで具体化に向けて検討し，平成 18 年

度も引き続き検討することとした。 

 

Ⅴ．その他の業務運営に関する重要事項 

 １．施設設備の整備・活用等に関する実施状況 

年度計画 実施状況 

① キャンパス・マスタープラン

96 については，作成時以降の

財政状況や社会的情勢の変化，

教育研究の新たな進展による施

設需要等を踏まえ，引き続きそ

の見直しの検討を行う。 

・ キャンパス・マスタープラン 96 について，社会情勢を反映し

た施設・キャンパス需要の変化を考慮した見直しを行うため，平

成 17 年７月に施設・環境計画室の下にキャンパス・マスタープ

ラン 96 見直し検討ＷＧを設置し，キャンパスに隣接した土地購

入とこれに伴う北キャンパスの動線計画や構内緑地管理の方針等

について検討を行うとともに，キャンパス全体の今後の見直し実

施方策をまとめ，平成 18年１月の役員会に中間報告した。 

  今後，見直し実施方策に基づいて検討を進めるため，検討体制

を同ＷＧからキャンパス・マスタープラン検討部会に改め，キャ

ンパス全体の緑地計画・構内交通計画等を含め，総合的に検討す

ることとした。 

  また，札幌キャンパス全体の交通計画，防災計画など周辺地域

と密接に関係する事項について，地域と連携した検討を進めるた

め，札幌市と総合的な意見交換を行った。 

② 教育研究活動の基盤となるキ

ャンパス環境を全学的視点から

適切に確保・活用するため，引

き続きその企画・計画，整備，

管理を一体的に行う施設マネジ

メント体制のための検討を行

う。 

・ 施設マネジメントについては，平成 16 年度に大学全体として

一体化した施設マネジメント体制の在り方について検討を行い，

役員会において施設マネジメントの基本方針を決定した。平成

17 年度では，４月の役員会において決定された「北海道大学の

面積基準の策定について」に基づき，スペースマネジメントに重

点を置き，総合研究棟等の共通スペースについて，課金システム

の検討に着手した。また，施設部内にマネジメント検討ＷＧを設

置し，他大学の施設マネジメントに関する情報収集を行った。そ

の結果として「企画・計画・整備・管理」を一体的に行う体制づ

くりとして，施設・環境計画室に全学運用教員から施設マネジメ

ント担当教員１名を措置することとし，施設マネジメント部会を

設置した。平成 18 年度は，昨年度実施したスペース利用状況を

基に，施設等の効率的管理と戦略的活用を図るために必要な方策

を検討することとした。 

③施設等の有効活用に関する具体

的方策 

・ 点検手法の開発や評価基準の

・  既存施設については，昨年実施した全学的な使用実態調査と施

設情報管理システムに入力された部屋情報により，ほぼ 100％の

使用状況を把握した。この結果に基づき，文系４学部がそれぞれ
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策定に向けた使用実態の分析を

行い，既存施設の点検・評価を

定期的に実施するための制度構

築の検討を行う。 

管理する講義室・演習室等について，使用実態のデータを分析

し，共有化する方策について関係部局との協議に着手した。今

後，空室などの部屋を有効活用するための制度及び部屋使用の課

金制等について検討するため，施設・環境計画室に施設マネジメ

ント部会を設置した。 

・ 教育研究の進展に柔軟かつ機

動的に対応する適切なスペース

配分を実施するために，教員室

の面積基準等必要な方策を引き

続き検討する。 

・ 公正かつ効果的なスペース配分を行うため，施設・環境計画室

において検討し，競争的資金やプロジェクト研究など弾力的・流

動的利用可能なスペースを確保するため，既存施設の点検評価を

行い，施設の効率的・弾力的な活用に配慮した複数の部局毎の運

営体制に基づく講義室，実験機室及び共同研究室等で，全学共用

スペースとして標準面積の 20％を確保することとした「北海道

大学の面積基準の策定について」をまとめ，平成 17 年４月の役

員会で了承後，各部局に示した。今後，この内容に沿った具体的

方策を検討するため，施設・環境計画室に施設マネジメント部会

を設置した。 

・ 講義室・演習室等の利用率の

向上を図るために，具体的に実

施可能なブロックを想定し，空

間的・時間的に共用化する方策

の検討を引き続き行う。 

・  講義室・演習室等の実態を把握するため，平成 17 年１月の調

査に引き続き，平成 17 年８月にも全学的に既存施設の使用実態

調査を実施し，平成 16年度後期及び平成 17年度前期のデータの

収集を行った。 

  また，文系４学部がそれぞれ管理する講義室・演習室等につい

て，使用実態のデータを分析し，共有化する方策について関係部

局との協議に着手した。 

④施設等の維持管理に関する具体

的方策 

・ 教育研究環境を良好に保持

し，施設の劣化を一定水準に抑

制するために，施設設備の点

検・保守・修繕等の基準作成の

検討を引き続き行う。 

・  平成 16 年度に実施した建物の現状調査結果で得られた全体的

な傾向を踏まえて，建物簡易調査診断システムを導入し，施設設

備の点検・保守・修繕等の基準作成の基礎資料とするため，医学

部，工学部など一部の建物（21棟）について調査を実施した。 

・ 教育研究環境の安全性を確保

するために，施設設備の使用状

況に関する定期的な点検の検討

に着手する。 

・  定期的な点検手法策定のため，教育研究環境の施設設備の安全

パトロールを 16 回行い（安全衛生委員会で決めた年間活動計画

のうち施設保全課が行うもの），その結果をもとに，施設・環境

計画室において定期的な点検の試行のためチェックリスト（案）

を作成した。 

⑤施設等の整備に関する具体的方

策 

・ 建物の老朽・狭隘解消の再生

整備として，文系建物の整備実

・ 施設整備費補助事業として文系（経済学部）研究棟（3,373

㎡）の耐震補強を含む改修工事を実施し，老朽・狭隘の解消を図

った。また，施設費交付事業にて，総合博物館の屋上防水改修工

事を実施した。 
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年度計画 実施状況 

施と，総合博物館の屋上防水改

修工事等を行う。 

・ 学術研究の高度化と優れた研

究者の養成，教育研究を通じた

国際貢献を目指す大学院重点化

として，マリンサイエンス創成

研究棟の新営整備を行う。 

 

 

・ 学術研究の高度化・多様化と共に増加するプロジェクト研究に

対応するスペース及びフレキシブルな運用を必要とするオープン

ラボの整備を主として，施設整備費補助事業により函館キャンパ

スにマリンサイエンス創成研究棟（2,303 ㎡)の新営整備を行っ

た。なお，同研究棟内には函館市が区分所有する「産学官交流プ

ラザ」（370 ㎡）が合築され，地域・企業等との研究連携拠点と

して活用されることとなっている。 

（中期計画） 

・ ライフサイエンス・情報通

信・環境・ナノテクノロジーな

どの卓越した研究拠点を形成す

るスペースの確保・整備充実に

努める。 

 

 

・ ライフサイエンスの卓越した研究拠点として，平成１８年４月

に大学院先端生命科学研究院を設置することとした。新たな研究

領域である生物分子ネットワーク解析科学，細胞膜分子科学，生

物情報伝達科学分野の新規採用教員の研究室をオープンラボラト

リーである次世代ポストゲノム棟に確保し，これらの研究室に係

る基盤整備については，重点配分経費により措置した。 

また，生命科学の人材養成に資する実験・研究設備について

は，平成１８年度特別教育研究経費により，導入が図られること

となった。 

（中期計画） 

・ 北海道大学病院において，先

端的な医療を実践する拠点を形

成するとともに，経営の健全化

に資するために必要となるスペ

ースの確保・整備充実に努め

る。 

・ 別棟となっていた歯科病棟について，経費面・診療面の効率

化，リスクマネジメント，患者サービスの向上を図るため，歯科

病床を医科病棟に統合することとし，施設整備等の改修計画を作

成し，平成 17年 12月に着工した。（平成 18年 5月移転予定） 

 

 

 

・法科大学院などの専門職大学院

の適切な教育環境を保持するた

め，必要なスペースの確保に努

める。 

・ 施設整備費補助事業で文系共用棟を新営整備し，法科大学院・

公共政策大学院・会計専門職大学院の大学院学生演習室として

1,060㎡を確保した。 

・ ２１世紀に相応しい全学規模

の高度情報化アカデミックキャ

ンパスの実現を図るため，情報

基盤センター及び附属図書館の

電子化，利便性の向上，蔵書数

の増加に対応するスペースの確

保・整備充実として，附属図書

館改修と情報基盤センターの空

調設備更新工事等を行う。 

・ 施設費交付事業により，情報基盤センターにおいてはスーパー

コンピューターの更新に合わせて，稼働環境を確保するために必

要な空調設備システムを更新整備するとともに，附属図書館にお

いては蔵書スペース確保を主とした機能変更を伴う改修工事を実

施した。 
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（中期計画） 

・ 高い資質を備えた医療技術専

門職，教育者及び研究者を育成

することを目標として行われ

る，医療技術短期大学部の廃

止・保健学科への移行により必

要となるスペースの確保・整備

充実に努める。 

・ 医療技術短期大学部の廃止・保健学科への移行（３年制から４

年制へ）により必要となったスペースは，医療技術短期大学部校

舎の改修・整備を行い，確保した。 

 

 

・ 外国人研究者や留学生の教育

研究環境や生活環境を向上させ

るために必要となるスペースの

確保・整備充実のための検討を

引き続き行う。 

・  留学生の生活環境を改善するため，留学生会館の改築につい

て，実現のための方策等を，銀行借入れ・寄附等民間資金活用も

含めて多様な検討を行った。 

   また，職員独身用宿舎に留学生を入居させる場合の改修工事経

費の試算等を行い，引き続き検討することとした。 

（中期計画） 

・ 学部学生の正課授業及び課外

の体育活動の充実のための体育

施設や，快適な学生生活を支え

るための福利厚生施設等の再生

整備に努める。 

・  学部学生の正課授業及び課外の体育活動の充実のため，陸上競

技場及び第二体育館の整備，スポーツトレーニングセンターの宿

泊棟サッシ入替，小体育館及び第一体育館ステージの床補修，サ

ッカー・ラグビー場の整備，サークル会館電話設備更新等を行っ

た。 

（中期計画） 

・ 北方生物圏フィールド科学セ

ンターに附属する地方施設につ

いて，本学の特色であるフィー

ルドを利用した教育研究の更な

る推進のため，老朽化した施設

の再生整備に努める。 

・  雨竜研究林の製材工場の屋根葺替え及び七飯淡水実験所の高圧

受変電設備改修など，北方生物圏フィールド科学センターに附属

する地方施設の改修工事６件を実施した。 

 

 

 

 

・ インフラ設備の更新等基幹環

境整備の充実のため，構内の建

物内ガス漏れ改修を実施する。 

・  施設費交付事業により，理学部本館・電子科学研究所・高等教

育機能開発センターＳ棟のガス漏れの恐れのある施設の改修工事

を実施し，インフラ設備の機能改善を図った。また，総長室重点

配分経費（運営交付金）を活用してクラーク会館・医学部・工学

部・保健管理センター・事務局のバリアフリー対策工事を実施し

た。 

・ 民間資金の円滑な受入れによ

る PFI 事業として環境資源バ

イオサイエンス研究棟改修施設

整備等事業を引き続き進める。 

・  ＰＦＩ事業である環境資源バイオサイエンス研究棟改修施設整

備等事業は実施設計を完了して，第Ⅰ期工事に着手し，平成 18

年３月に完成した。 
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 ２．安全管理に関する実施状況 

年度計画 実施状況 

①労働安全衛生法を踏まえた安全

管理・事故防止に関する具体的

方策 

・ 労働安全衛生法を踏まえた安

全管理を組織的，継続的に実施

するために，労働安全衛生マネ

ジメントシステムを活用した運

用体制の検討を行う。 

・ 安全衛生委員会を中心として，計画・実施・評価・改善のマネ

ジメントサイクル（ＰＤＣＡ）を検討し，次のとおり実施した。 

  年間の安全衛生管理計画を定め（Ｐ），会議，講習会，安全教

育，職場巡視を行った。（Ｄ） 

  巡視や法定検査等の結果をもとに，改善指導を行った。（Ｃ） 

  年間活動結果を評価し，次年の活動計画を見直した。（Ａ） 

・ 労働安全衛生マネジメントシステムの中の報告書ツールとして

平成 16 年度に構築したソフトウェアについては，運用体制を検

討・整備し，安全衛生管理活動計画の中の「防火管理者パトロー

ル」，「安全監督者の職場巡視」の報告を可能にするともに，委員

会議事録，年間活動計画，月別活動計画の閲覧，ヒヤリハット事

例の収集についても可能にする等システムの活用を開始した。 

・ ＰＲＴＲ法（特定化学物質の

環境への排出量の把握等及び管

理の改善の促進に関する法律）

等を踏まえ，化学物質等管理シ

ステムの運用を含む全学的な管

理体制を確立するための検討を

行う。 

・ ＰＲＴＲ法を踏まえた化学物質管理を実施するため，化学物質

管理システムの運用を行ってきたが，システム上で改善すべき問

題点があり，安全衛生委員会，安全衛生管理検討推進会議などで

化学物質管理システムのカスタマイズ，システム使用率向上方策

などの検討を行った。 

・ 環境保全センターは，首席総括安全衛生管理者の指揮の下，化

学物質の安全管理に関する支援及び指導を行っており，平成 17

年度においても化学物質等管理システムの運用を中心に，以下の

取組を行った。 

・ 環境保全センター運営委員会（平成 17 年６月開催）におい

て，化学物質管理システムの機能強化及び使用率を向上させる方

針を決定し，化学物質管理システムのカスタマイズ（平成 17 年

11 月：在庫検索機能充実等，平成 18 年３月：廃液表示札作成機

能追加等）を行った。 

・ 化学物質管理システムの操作説明会を行った。 

・ 化学物質管理システムにより，ＰＲＴＲ法特定化学物質調査を

平成 17年４月に行った。 

・ 化学物質管理システムの使用率を調査し，ＰＲＴＲ法特定化学

物質使用研究室について約 66％の使用率であることが判明し

た。 

・ 環境保全センター講習会を２回開催し，薬品及び廃液取扱方法

について教育を行った。 

・ 各部局の有害廃液管理責任者及び補助者について確認を行っ

た。 

・ 「国立大学法人北海道大学毒物及び劇物管理要項」を改訂し，
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化学物質のうち，特に社会的管理責任を負わなければならない毒

物及び劇物の管理を化学物質管理システムを用いて管理すること

とした。 

②学生等の安全管理に関する具体

的方策 

・ 学生や職員の安全確保のた

め，施設設備の安全点検を定期

的に実施する方法の検討を引き

続き行う。 

・  安全衛生委員会において，労働安全衛生法等により策定した平

成 17 年度安全衛生管理活動計画に基づき，安全パトロール（平

成 17 年９月），安全監督者パトロール（平成 17 年８月，平成 18

年３月），産業医巡視（16 回）及び防火管理者パトロール（平成

17年６月，９月，12月，平成 18年３月）を実施した。 

  また，安全の手引きについては，従来の冊子に加え，解説用資

料として音声入りパワーポイント版を作成し安全教育の充実を図

った。 

・ 定期的な点検手法策定のため，教育研究環境の施設設備の安全

パトロールを 16 回行い（安全衛生委員会で決めた年間活動計画

のうち施設保全課が行うもの），その結果をもとに，チェックリ

ストの案を検証した。 

・ 全学的な防災・防犯体制を検

討するとともに，防災マップ，

ハザードマップを作成する。 

・ 施設・環境計画室において，平成 16 年度に調査を行った札幌

キャンパスの危険箇所・施設設備に関連する資料をもとに，大学

構内の危険箇所を表示したハザードマップ（危険物等配置図，洪

水ハザードマップ等）及び防災マップ（避難場所，ゲートマッ

プ，消防設備，耐震建物等）を札幌キャンパス防災マップ報告書

（案）（平成 18 年３月）としてとりまとめた。今後，防災マップ

の公表について札幌市の危機管理室と協議し，役員会の了承を経

て全学に公表予定である。 

・ 安全なキャンパス環境の実現

に必要な機能について，検討す

る。 

・  キャンパス環境は，機能的にも空間的にも，都市を構成する重

要な要素の一つであることから，地域・自治体との連携が必要な

こととして，今年度は札幌市関連部署と意見交換を実施し，安全

なキャンパス環境の実現に向けて，種々の情報交換を行った。 

・ 耐震診断の実施計画に基づ

き，必要な施設から計画的に耐

震診断の実施に努める。 

・  平成 16 年度に策定した耐震診断実施計画に基づき，クラーク

会館，医療技術短期大学部Ａ棟・Ｃ棟及び理学部３号館の耐震診

断を実施し，改修工事計画の作成に備えた。また，経済学部研究

棟改修工事において耐震改修を行い，安全な教育研究環境の整備

を実施した。 
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Ⅵ．予算（人件費見積含む。），収支計画及び資金計画 

 １．予算                               （単位：百万円） 

区 分 予算額 決算額 
差額 

（決算－予算） 

収入 

 運営費交付金 

 施設整備費補助金 

 船舶建造費補助金 

 施設整備資金貸付金償還時補助金 

 補助金等収入 

 国立大学財務・経営センター施設費交付金 

 自己収入 

  授業料、入学金及び検定料収入 

  附属病院収入 

  財産処分収入 

  雑収入 

 産学連携等研究収入及び寄附金収入等 

 長期借入金収入 

 貸付回収金 

 承継剰余金 

 旧法人承継積立金 

 目的積立金取崩 

計 

 

43,195 

1,229 

0 

4,625 

0 

113 

30,432 

9,889 

20,091 

0 

452 

6,525 

0 

0 

0 

0 

0 

86,119 

 

43,194 

1,266 

0 

13,876 

438 

113 

30,963 

9,984 

20,459 

0 

518 

8,915 

0 

0 

0 

0 

0 

98,767 

 

0 

37 

0 

9,250 

438 

0 

531 

95 

368 

0 

66 

2,390 

0 

0 

0 

0 

0 

12,648 

支出 

 業務費 

  教育研究経費 

  診療経費 

 一般管理費 

 施設整備費 

 船舶建造費 

 補助金等 

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 

貸付金 

 長期借入金償還金 

 国立大学財務・経営センター施設費納付金 

計 

 

58,529 

39,928 

18,600 

10,120 

1,342 

0 

0 

6,525 

0 

9,604 

0 

86,119 

 

56,776 

37,509 

19,267 

9,701 

1,379 

0 

422 

8,715 

0 

18,852 

0 

95,849 

 

△1,752 

△2,419 

666 

△417 

37 

0 

422 

2,190 

0 

9,249 

0 

9,729 

 

 ２．人件費                              （単位：百万円） 

区 分 予算額 決算額 
差額 

（決算－予算） 

人件費（退職手当は除く） 40,568 39,028 △1,539 
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 ３．収支計画                             （単位：百万円） 

区 分 予算額 決算額 
差額 

（決算－予算） 

費用の部 

 経常費用 

  業務費 

   教育研究経費 

   診療経費 

   受託研究経費等 

   役員人件費 

   教員人件費 

   職員人件費 

  一般管理費 

  財務費用 

  雑損 

  減価償却費 

 臨時損失 

 

収益の部 

 経常収益 

  運営費交付金収益 

  授業料収益 

  入学金収益 

  検定料収益 

  附属病院収益 

  補助金等収益 

  受託研究等収益 

  寄附金収益 

  財務収益 

  雑益 

  資産見返運営費交付金等戻入 

  資産見返補助金等戻入 

  資産見返寄附金戻入 

  資産見返物品受贈額戻入 

 臨時利益 

純利益 

目的積立金取崩益 

総利益 

78,807 

78,737 

70,958 

10,407 

10,989 

4,536 

271 

27,251 

17,504 

2,656 

1,353 

0 

3,770 

70 

 

81,574 

81,504 

41,954 

8,189 

1,326 

321 

20,091 

0 

4,536 

1,723 

0 

452 

385 

0 

73 

2,454 

70 

2,767 

0 

2,767 

80,347 

79,589 

69,419 

9,626 

10,952 

5,474 

216 

26,363 

16,786 

2,702 

1,389 

0 

6,077 

758 

 

85,245 

85,095 

42,094 

7,898 

1,382 

308 

20,635 

366 

5,577 

2,047 

1 

1,522 

362 

2 

442 

2,453 

150 

4,897 

 

4,897 

1,540 

852 

△1,538 

△779 

△36 

938 

△54 

△887 

△718 

47 

36 

0 

2,307 

688 

 

3,671 

3,591 

141 

△290 

56 

△12 

543 

366 

1,041 

324 

1 

1,070 

△ 22 

2 

369 

0 

79 

2,130 

- 

2,130 
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 ４．資金計画                             （単位：百万円） 

区 分 予算額 決算額 
差額 

（決算－予算） 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 翌年度への繰越金 

 

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  授業料及入学金検定料による収入 

  附属病院収入 

  受託研究等収入 

    補助金等収入 

  寄附金収入 

  その他の収入 

 投資活動による収入 

  施設費による収入 

  その他の収入 

 財務活動による収入 

 前年度よりの繰越金 

92,577 

73,388 

3,128 

9,604 

6,457 

 

92,577 

80,152 

43,195 

9,889 

20,091 

4,536 

0 

1,989 

452 

5,968 

5,968 

0 

0 

6,457 

98,464 

71,263 

12,816 

6,889 

7,496 

 

98,462 

84,238 

43,194 

10,011 

20,459 

6,456 

438 

2,388 

 1,292 

1,882 

1,379 

503 

0 

12,342 

5,887 

△2,125 

9,688 

△2,715 

1,039 

 

5,885 

4,086 

0 

122 

368 

1,920 

438 

399 

840 

△4,086 

△4,589 

503 

0 

5,885 

 

Ⅶ．短期借入金の限度額 

中期計画 年度計画 実績 

１ 短期借入金の限度額 

  112億円 

２ 想定される理由 

  運営費交付金の受入れ遅延

及び事故の発生等により緊急

に必要となる対策費として借

り入れすることも想定され

る。 

１ 短期借入金の限度額 

  112億円 

２ 想定される理由 

  運営費交付金の受入れ遅延

及び事故の発生等により緊急

に必要となる対策費として借

り入れすることも想定され

る。 

該当なし。 

 

Ⅷ．重要財産を譲渡し，又は担保に供する計画 

中期計画 年度計画 実績 

 磁気共鳴断層撮影システム整

備に必要となる経費の長期借入

れに伴い，本学病院の敷地及び

 北方生物圏フィールド科学セ

ンター森林圏ステーション北管

理部天塩研究林の土地の一部

 北方生物圏フィールド科学セ

ンター森林圏ステーション北管

理部天塩研究林の土地の一部
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中期計画 年度計画 実績 

建物について，担保に供する。 

 北方生物圏フィールド科学セ

ンター森林圏ステーション北管

理部天塩研究林の土地の一部

（北海道天塩郡幌延町，２７，

３００㎡）を譲渡する。 

 北方生物圏フィールド科学セ

ンター森林圏ステーション北管

理部雨龍研究林の土地の一部

（北海道雨竜郡幌加内町，４

５，９９５．０４㎡）を譲渡す

る。 

 

（北海道天塩郡幌延町，２７，

３００㎡）を譲渡する。 

（北海道天塩郡幌延町，２７，

１９０．３５㎡）を譲渡した。 

〈内訳〉 

○相手方：幌延町 

・譲渡年月日：平成 18 年 3 月 13 日 

・用途及び面積 

森林基幹林道雄興・問寒別線 

         21,858.76 ㎡ 

○相手方：北海道留萌支庁 

・譲渡年月日：平成18年3月13日 

・用途及び面積 

上問寒幌延停車場線 

4,675.87㎡ 

豊富中頓別線   655.72㎡ 

   計     5,331.59㎡ 

 

Ⅸ．剰余金の使途 

中期計画 年度計画 実績 

○決算において剰余金が発生し

た場合は， 

・ 教育研究の質の向上及び組

織運営の改善に充てる。 

○決算において剰余金が発生し

た場合は， 

・ 教育研究の質の向上及び組

織運営の改善に充てる。 

該当なし。 

 

Ⅹ．その他 

 １．施設・設備に関する状況 

年 

度 

計 

画 

（注）金額は見込みであり，上記のほか，業務の実施状況等を勘案した施設・設備の整備や老朽度合い等

を勘案した施設・設備の改修等が追加されることもあり得る。 

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財源 

・災害復旧工事 

・札幌団地研究棟改修（文

系） 

・函館団地マリンサイエン

ス創成研究棟 

・小規模改修 

・環境資源バイオサイエン

ス研究棟改修施設整備等

事業 (PFI) 

総額      

  １，３４２ 

施設整備費補助金 

        （１，２２９） 

船舶建造費補助金 

      （  ０） 

長期借入金 

      （  ０） 

国立大学財務・経営センター施設

費交付金 

      （１１３） 
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実 

 

 

績 

 

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財源 

・災害復旧工事 

・札幌団地研究棟改修（文

系） 

・函館団地マリンサイエン

ス創成研究棟 

・小規模改修 

・環境資源バイオサイエン

ス研究棟改修施設整備等

事業(PFI) 

・アスベスト対策事業 

総額      

  １，３７９ 

施設整備費補助金 

       （１,２６６） 

船舶建造費補助金 

     （    ０） 

長期借入金 

     （   ０） 

国立大学財務・経営センター施設

費交付金 

     （１１３） 

 

 ２．人事に関する状況 

年度計画 実績 

組織の活性化を促進し，教育研究の質的向上を

図るため次の方策を講ずる。 

① 職員の能力や業績を的確に把握しうる公正で

納得性の高い人事評価システムの平成１８年度

において一部試行することを目指して検討を進

める。 

② 助手等の職務については，平成１８年度実施

を前提に，平成１６年度の検討結果に基づき，

中央教育審議会大学分科会の下にある「大学の

教員組織の在り方に関する検討委員会」等の審

議状況及び学校教育法等の法令の改正を確認 

しながら具体的な実施案を検討し，成案を得

る。 

③ 定年に達した優れた教員を引き続き本学の教

育研究業務等に従事させるための勤務延長制度

や再雇用制度について，平成１６年度の検討結

果に基づき適切に運用する。 

④ 教員の流動性を向上させ教育研究を活性化す

る視点から，再任可能な任期制を一定の要件の

下に導入することについて，引き続き研究科等

の組織単位ごとの検討を促進するために必要な

取組を行い，成案を得られた研究科等から順次

任期制を導入する。 

⑤ 外国人教員，女性教員の採用を促進するため

Ⅱ．業務運営の改善及び効率化 

３．人事の適正化に関する実施状況 参照                     
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年度計画 実績 

の基盤整備等に取り組む。このうち外国人教員

採用に係る国際公募制のあり方や給与制度の柔

軟化についての検討を進め，成案を得る。 

⑥ 事務職員を対象とするコース別人事管理制度

の導入について，平成１８年度採用者から試行

的に導入することを前提に，引き続き具体的な

方策を検討し，成案を得る。 

（参考１）平成１７年度の常勤職員数 

 ４，０９０人 

 また，任期付職員数の見込みを３１人とする。 

（参考２）平成１７年度の人件費総額見込み 

40,568百万円（退職手当は除く） 

  

３．運営費交付金債務及び当期振替額の明細 

 （１）運営費交付金債務の増減額の明細                 （単位：百万円） 

当期振替額 

交付年度 期首残高 
交付金当 

期交付金 
運営費交

付金収益 

資産見返

運営費交

付金 

資本 

剰余金 
小計 

期末残高 

１６年度       501        0   494     6        0      501         0 

１７年度          0     43,194  41,599     564        0   42,164     1,030 

 

（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細 

①平成１６年度交付分                        （単位：百万円） 

区  分 金 額 内     訳 

運営費交付金

収益 

 

38 

 

資産見返運営

費交付金 

 

6 

 

 

資本剰余金 

 

 

        0 

 

 

成果進行

基準によ

る振替額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計 

 

 

 

 

44 

 

 

①成果進行基準を採用した事業等：天変地異による繰越（不用建

物工作物撤去費） 

②当該業務に関する損益等 

 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：38 

 (撤去費：17，委託費：15，その他の経費：6） 

 ｲ)自己収入に係る収益計上額：0 

 ｳ)固定資産の取得額：工具器具備品3，構築物1，その他2 

③運営費交付金収益化額の積算根拠 

 本学における「運営費交付金の収益化の基準」（平成16年12月2

1日総長裁定）及び「成果進行基準取扱要項」（平成16年12月21

日総長裁定）に基づき，成果進行基準を採用した事業について

は,計画通り実施していることから運営費交付金を全額収益化。 
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運営費交付金

収益 

 

0 

 

資産見返運営

費交付金 

 

0 

 

資本剰余金 

 

        0 

 

 

期間進行

基準によ

る振替額 

 

 

 

 

 

 

計 

 

0 

 

 

該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

運営費交付金

収益 

 

456 

 

資産見返運営

費交付金 

 

0 

 

 

資本剰余金 

 

0 

 

費用進行

基準によ

る振替額 

 

 

 

 

 

計 

 

 

456 

 

①費用進行基準を採用した事業等：退職手当 

②当該業務に係る損益等 

 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：456 

 (人件費：456) 

 ｲ)自己収入に係る収益計上額：0 

 ｳ)固定資産の取得額：0 

③運営費交付金の振替額の積算根拠 

 業務進行に伴い支出した運営費交付金債務456百万円を収益化。 

  

 

国立大学

法人会計

基準第77

第３項に

よる振替

額 

 

 

 

 

 

 

 

 

0 

 

 

該当なし 

 

 

 

合計 

 

 

 

 

 

501 
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②平成１７年度交付分                        （単位：百万円） 

区  分 金 額 内     訳 

運営費交付金

収益 

 

485 

 

資産見返運営

費交付金 

 

207 

 

 

資本剰余金 

 

 

        0 

 

 

成果進行

基準によ

る振替額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計 

 

 

 

 

 

692 

 

 

 

①成果進行基準を採用した事業等：特別教育研究経費（研究推進,

拠点形成，連携融合事業），特別支援事業（国費留学生経費,卒

後臨床研修必修化に伴う研修経費） 

②当該業務に関する損益等 

 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：485 

 (人件費：188，消耗品費：120，備品費：53，国内旅費：39 

 外国旅費：10，諸謝金：10，電力料：20，その他の経費：45) 

 ｲ)自己収入に係る収益計上額：0 

 ｳ)固定資産の取得額：研究機器207 

③運営費交付金収益化額の積算根拠 

 本学における「運営費交付金の収益化の基準」（平成16年12月2

1日総長裁定）及び「成果進行基準取扱要項」（平成16年12月21

日総長裁定）に基づき，成果進行基準を採用した事業について

は、計画通り実施し順調に進捗していることから運営費交付金

を全額収益化。 

 特別支援事業（国費留学生経費，卒後臨床研修必修化に伴う研

修経費）については，予定した在籍者数に満たなかったため，

当該未達分を除いた額138百万円を収益化。 

運営費交付金

収益 

 

37,471 

 

資産見返運営

費交付金 

 

0 

 

 

資本剰余金 

 

        0 

 

期間進行

基準によ

る振替額 

 

 

 

 

 

 

 
 

計 

 

 

37,471 

 

 

①期間進行基準を採用した事業等：成果進行基準及び費用進行基

準を採用した業務以外の全ての業務 

②当該業務に関する損益等 

 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：37,471 

 (常勤人件費：34,992，その他の経費：2,479) 

 ｲ)自己収入に係る収益計上額：0 

 ｳ)固定資産の取得額：0 

③運営費交付金の振替額の積算根拠 

 学生収容定員が一定数（85％）を満たしていたため，期間進行

業務に係る運営費交付金債務を全額収益化。 

 

運営費交付金

収益 

 

3,643 

 

資産見返運営

費交付金 

 

357 

 

 

資本剰余金 

 

0 

 

費用進行

基準によ

る振替額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計 

 

 

 

 

4,000 

 

 

 

①費用進行基準を採用した事業等：特別教育研究経費（特別支援

事業（特別支援設備等），特殊要因経費（退職手当，移転費，

建物新営経費，その他）） 

②当該業務に係る損益等 

 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：3,591 

 (人件費：3,412，消耗品費：35，備品費：91，その他の経費：53)  

 ｲ)自己収入に係る収益計上額：0 

 ｳ)固定資産の取得額：建物等68，研究機器287，その他2 

③運営費交付金の振替額の積算根拠 

 業務進行に伴い支出した運営費交付金債務 4,000百万円を収益

化。うち51百万円については，平成16年度実施分について措置

されている経費。 

 

 

国立大学

法人会計

基準第77

第３項に

よる振替

額 

 

 

 

 

 

0 

 

 

該当なし 

 

 

合計 
 

 
42,164 
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（３）運営費交付金債務残高の明細                   （単位：百万円） 

交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画 

成果進行基準を

採用した業務に

係る分 

 

0 

 

 

該当なし 

 

期間進行基準を

採用した業務に

係る分 

 

0 

 

 

該当なし 

 

費用進行基準を

採用した業務に

係る分 

 

0 

 

 

該当なし 

 

 

１６年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計 0 

 

 

成果進行基準を

採用した業務に

係る分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

37 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

卒後臨床研修必修化に伴う研修経費 

・当該経費（手当相当分）について在籍者が予定数に達しなかっ

たため，その未達分を債務として繰越したものであり，翌事業

年度において使用の方途がないため，中期目標期間終了時に国

庫返納する予定である。 

国費留学生経費 

・国費留学生経費について，研究留学生区分における博士課程在

籍者が予定数に達しなかったため，その未達分を債務として繰

越したものであり,翌事業年度において使用の方途がないため，

中期目標期間終了時に国庫返納する予定である。 

期間進行基準を

採用した業務に

係る分 

 

       0 

 

 

該当なし 

 

 

費用進行基準を

採用した業務に

係る分 

 

 

 

 

 

 

 

 

993 

 

 

 

 

 

 

 

 

退職手当 991百万円 

・退職手当の執行残であり，翌事業年度以降に使用する予定。 

休職者給与 1百万円 

・休職者給与の執行残であり，翌事業年度において使用の方途が

ないため，中期目標期間終了時に国庫返納する予定である。 

土地建物借料 0百万円 

・土地建物借料の執行残であり，翌事業年度において使用の方途

がないため，中期目標期間終了時に国庫返納する予定である。 

 

１７年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計 

 

 

1,030 
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XI．関連会社及び関連公益法人等 

 １．特定関連会社 

特定関連会社名 代表者名 

 （該当なし）  

 

 ２．関連会社 

関連会社名 代表者名 

 （該当なし）  

 

 ３．関連公益法人等 

関連公益法人等名 代表者名 

 有限責任中間法人 北海道大学出版会  理事長 佐伯  浩 

 財団法人 協済会  理事長 杉原 平樹 

 


